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４．１．１ 主な調査結果等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．１．１．１ 制度整備に係る経緯 
 

 

 

 

 

 

 

医事ヒアリング等では，以下のような事実関係等が示された。 

(1) 医事関係訴訟の動向 

○ 新受件数の動向 

＊ 医事関係訴訟の新受件数は【図１】のとおりであり，平成４年では年間370件であったが，その後，新受

件数の増加が続き，平成16年には年間1089件でピークを迎えた。その後は，新受件数に減少傾向が見られ

たが，平成21年以降は700件台で推移している。 

医事紛争を対象とした社会的要因の調査として，第45回検証検討会において，厚生労働省医政局担当者，

患者側弁護士及び医療機関側弁護士を講師としたヒアリング調査（医事ヒアリング）を実施するとともに，

事務局において，フランス，ドイツ及びアメリカの各国における医事紛争に焦点を絞った実情調査（国外紛

争類型別調査）及び医師賠償責任保険について造詣の深い弁護士に対するインタビューを中心とする保険制

度についての基礎的な調査（保険制度に関する基礎調査）を行った。また，最高裁判所の医事関係訴訟委員

会においては，代表的な医療ＡＤＲ機関である東京三弁護士会医療ＡＤＲ，医療紛争相談センター（千葉），

茨城県医療問題中立処理委員会の各担当者を講師としたヒアリング調査を実施している。 

これらの調査では，医事紛争の予防あるいは裁判外での解決のための様々な仕組みについて，その整備

が行われてきた経緯が紹介されるとともに，それが現状としてどのように機能し，どのような課題があるか

が紹介されたところであるので，医事関係訴訟の動向も含めた諸制度の整備に係る経緯について確認した上

で，行政や医療機関の取組状況，医療ＡＤＲの現状，医師賠償責任保険や無過失補償制度といった諸制度の

現状，フランス，ドイツ及びアメリカにおける医事紛争の裁判外での処理の状況，医事紛争の処理をめぐる

課題について，各種調査において示された事実関係や意見等を整理して指摘したい。 

多数の医事紛争が訴訟事件として裁判所に持ち込まれるなどして，これが重要な紛争類型として認識され

る中で，平成 11 年頃から社会の耳目を集める医療事故が相次いで発生したことなどを契機に，行政（厚生

労働省）が中心となって，医療安全支援センターの設置，医療事故情報収集等事業の運用開始，各医療機関

における医療安全管理者の設置など，医療事故の予防を主な目的とした医療安全体制の整備のための取組が

進められた。 

４ 紛争類型別の検討 

４．１ 医事紛争 
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○ 専門弁護士層の形成 

＊ 患者側弁護士について，昭和52年に「医療問題弁護団」が設立され，現在では，全国の大半の弁護士会

に医事紛争を専門とする弁護士のグループがある。 

＊ 医事関係訴訟における代理人の選任状況は【図２】のとおりであるが，平成17年以降，双方に代理人が

選任されている事件の割合は８割を超えており，民事第一審訴訟（地裁総数）全体では３割程度（過払金等

以外では４割程度）で推移していることと比較すると，医事関係訴訟の代理人選任率は高いといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 医療安全に関する諸制度の整備に係る具体的経過 

○ 医療安全の取組の契機（社会の耳目を集める事件の発生） 

＊ 以前は医療事故に対応する社会的なシステムが構築されておらず，医療事故の予防及び医事紛争への対応

については医療機関側の自主的な努力に委ねられており，医療事故が発生した場合にも，外部には公表され

ず，極めて明白な過失が認められるなど例外的な場合を除き，刑事処分も科されなかったが，平成11年か

ら12年にかけて社会の耳目を集める医療事故が立て続けに発生したことを契機として，医療安全への取組

が始まった。 

＊ 具体的には，次のような社会の耳目を集める医療事故が発生し，医療安全に対する社会的関心が高まった。 

平成11年１月 横浜市立大学附属病院において，患者を取り違えて手術が施行される事故が発生 

平成11年２月 東京都立広尾病院において，消毒液を血液凝固阻止剤と取り違えて点滴する事故が発生 

平成 12年２月 京都大学医学部附属病院において人工呼吸器の加湿器に誤ってエタノールを注入する事

故が発生 

平成12年６月 東海大学医学部付属病院において静脈内に内服薬を誤注入する事故が発生 

＊ 社会の関心の高まりとともに，「医療事故」及び「医療ミス」に関する１年間の報道件数は，平成11年を

境に急増しており，平成10年までは，それぞれ数十件ないし100件程度であったのに対し，ピークである

【図１】　新受件数の推移（医事関係訴訟）

※　平成16年までの数値は，各庁からの報告に基づくものであり，概数である。
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【図２】　訴訟代理人の選任状況の推移（医事関係訴訟）
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平成14年には，「医療事故」に関する報道は約900件，「医療ミス」に関する報道は約600件に上った（【図

３】参照）。また，医療事故についての医療機関による警察への届出等の件数は，平成 10 年までは年間 50

件未満であったのに対し，ピークである平成16年には年間250件を超えた（【図４】参照）。 

  

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ さらに，平成18年２月，福島県立大野病院において，帝王切開中の出血により妊婦が死亡する事故（執

刀医が業務上過失致死と医師法違反の疑いで逮捕，起訴され，平成20年９月に福島地方裁判所での無罪判

決が確定）が発生したが，この事件が産科医療補償制度創設のきっかけの一つとなった。 

○ 医療安全の整備に係る経緯 

＊ 厚生労働省では，次のような医療安全に対する取組が行われてきた。 

平成13年４月 医療安全推進のための企画，立案などを行うため，医療安全推進室が設置された 

平成13年５月 医療安全対策検討会議が設置された 

平成13年 10月 医療安全対策ネットワーク整備事業（ヒヤリ・ハット事例収集等事業）が開始された 

平成14年４月 医療安全対策検討会議において「医療安全推進総合対策」が策定され，医療安全対策の

基本的な考えが提示された 

平成14年 10月 病院，有床診療所に，医療安全管理体制の整備が義務付けられた 

平成15年４月 特定機能病院，臨床研修病院に，医療安全管理者の配置等を義務付けられるとともに（医

療法施行規則改正），医療安全支援センターの設置が開始された 

平成16年 10月 医療事故情報収集等事業が開始された 

平成 18 年６月 医療法改正（平成 19 年４月施行）により病院，診療所又は助産所の管理者に医療の安

全を確保するための措置が義務付けられるとともに（医療法６条の 10），医療安全支援

【図３】　医療事故及び医療ミスの報道件数の推移

※　日経，朝日，毎日， 売及びＮＨＫの合計値（ 経 レコン， 文のみ， 義語除く）である。
※　平成19年の数値は，同年６月までの報道件数に２を乗じて算出した。

※　第45回検証検討会（医事ヒアリング）で聴取者から提供を受けた資料（前村聡氏の発表資料に基づくもの)による。
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【図４】　医療事故の警察届出件数の推移

※　第45回検証検討会（医事ヒアリング）で聴取者から提供を受けた資料による。
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センターを医療法に位置付けて，設置の努力義務が規定され（同法６条の 11），医療安

全の確保という施策の方向性が明示された 

 

４．１．１．２ 諸制度の整備の現状 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 行政における医療事故を予防するための取組 

医事ヒアリング等によれば，以下のような事実関係等が示された。 

○ 医療事故情報収集等事業 

＊ 医療法施行規則等により医療事故の報告制度が整備され，平成16年 10月から，公益財団法人日本医療機

能評価機構（以下「評価機構」という。）が，国の登録を受けた第三者機関である登録分析機関として，特

定機能病院等の報告を義務付けられた病院及びその他任意参加の医療機関から医療事故事例の報告を受け

るとともに，任意参加の医療機関から誤った医療行為等が実施されたが結果として患者に影響を及ぼすに至

らなかった事例（ヒヤリ・ハット事例）の報告を受け，これらを評価機構において分析し，その結果を国民

や医療機関に広く公表することを内容とした医療事故情報収集等事業が開始された。 

＊ 医療事故事例報告件数及びヒヤリ・ハット事例報告件数は，いずれも増加傾向にあり，前者は平成17年

に 1265 件であったものが平成 23 年には 2799 件に，後者は平成 17 年に 18 万 2898 件であったものが平成

23年には62万 7170件に増加した。なお，ヒヤリ・ハット事例については，平成22年に報告内容が変更さ

れたところ，報告件数が平成21年までの水準を大きく上回るようになった（【図５】参照）。 

医事紛争に関する裁判外の取組として，行政（厚生労働省）では，医療事故情報収集等事業の運用，医

療安全支援センターの設置，医療に関する教育などが行われ，医療機関では，医療安全に対する意識の高ま

りを背景に，医師側と患者側の対話仲介者の設置等が行われるなど，医療事故ないし医事紛争の予防に主眼

をおいた取組が進められている。 

医療ＡＤＲについては，弁護士会，医師会，ＮＰＯ法人が運営主体となって各地に設置され，厚生労働

省においても医療ＡＤＲ機関連絡調整会議においてその普及に向けた議論がされているところであり，普及

に向けた課題も少なくないが，今後の動向が注目される。 

保険制度については，医師賠償責任保険が広く浸透しており，日本医師会医師賠償責任保険では，第三

者機関である賠償責任審査会の判定を前提に，医師会と保険が連携して紛争解決が図られるなど，医事紛争

の解決において大きな役割を果たしている。また，無過失補償制度として，産科医療補償制度や医薬品副作

用被害救済制度が各分野で一定の役割を果たしている。特に，産科医療補償制度は，運用開始から間もない

段階ではあるが，一定数の事案を処理しており，今後の動向が注目される。 
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＊ 報告件数の増加は，報告内容の変更のみならず，各医療機関の医療安全に関する意識の向上が背景にある

ものと考えられ，医療事故等が増加していることを示すものではないと考えられる。 

＊ 評価機構では，３か月に１度の報告書の作成・公表のほか，特定のテーマについて，月１回程度医療事故

情報とその対策を取りまとめた医療安全情報を作成しており，各医療機関に提供されるとともに，インター

ネットにも掲載され，広く活用されている。 

○ 医療安全支援センター 

＊ 医療安全支援センターでは，医療法６条の11に基づき，医療に関する苦情に対応し，又は相談に応ずる

とともに，患者側や医療機関側に対する助言等が行われている。 

＊ 医療安全支援センターは，全国372か所（都道府県に47センター，保健所設置市区に56センター，二次

医療圏センター（相談窓口）として269か所）において，年間10万件の相談等を受け付けている。相談内

容の内訳は，約半分が苦情であるが，近時の傾向としては，苦情の割合が減少傾向にあるのに対し，希望す

る医療に関する相談が緩やかな増加傾向にある。 

○ 医療に関する教育（患者側と医療機関側の相互理解） 

＊ 医療安全支援センターでは，地方自治体等において出前講座を実施しているが，これに加えて，義務教育

等の場においても医療に関する教育を行うことにより，医療機関側と患者側の相互理解が進み，医事紛争の

減少につながる可能性がある。 

(2) 医療機関における紛争の予防ないし解決のための取組 

医事ヒアリングでは，以下のような事実関係等が示された。 

○ 医療安全と管理 

＊ 医療機関においても，医療法・医療法施行規則の改正等を受け，患者相談窓口の設置や医療安全支援セン

ターによる支援等を背景に，報告制度により情報を収集し，リスクマネジメント委員会等による原因分析を

行い，原因と対策に関するマニュアル等を作成して研修等を通じて職員への周知徹底を図るというサイクル

【図５】　医療事故情報収集等事業への報告状況

※　「ヒヤリ・ハット事例報告」については、平成22年に報告内容が変更されている。

※　第45回検証検討会（医事ヒアリング）で聴取者から提供を受けた資料（公益財団法人日本医療機能評価機構
　   医療事故防止事業部「医療事故情報収集等事業平成17～22年年報」及び「同第25～28回報告書」に基づくも
     の）による。
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を基本とする医療安全と管理の基本的な枠組みを構築してきた。 

○ 医療対話仲介者の配置による患者と医療機関の対話促進 

＊ 特定機能病院等の医療機関227施設に対するアンケート結果（平成22年９月実施）によれば，回答した

197施設の50.3％の施設が，医療機関側と患者側とのコミュニケーションの仲立ちをし，十分な話合いをす

る職員（以下「医療対話仲介者」という。）を配置しており，41.1％の施設は医療対話仲介者を配置してい

ないが配置の必要性はあると考えているなど，医療対話仲介者の必要性についての認識は全体的に高まって

いる。 

＊ 医療機関側と患者側との対話を促進するため，患者側に対する支援体制の整備が診療報酬上の算定要件に

追加された。 

(3) 医療ＡＤＲの動向 

医事ヒアリング及び医事関係訴訟委員会では，以下のような事実関係等が示された1。 

○ 厚生労働省の取組 

＊ 厚生労働省では，平成22年から，医療ＡＤＲの活用を推進するため，情報共有及び意見交換を行うこと

を目的として，医療ＡＤＲ機関，医療界，法曹界，患者団体等の代表者で構成される「医療裁判外紛争解決

（ＡＤＲ）機関連絡調整会議」（以下「医療ＡＤＲ機関連絡調整会議」という。）を設置し，議論を進めてい

る。 

＊ 医療機関側の法律家に対する不信感が，弁護士の関与する医療ＡＤＲの利用に関する阻害要因となってき

たものと考えられるが，最近では，医療ＡＤＲ機関連絡調整会議における医療ＡＤＲ機関の報告等を通じ，

医療ＡＤＲの意義に対する医療機関側の理解が進みつつある。 

○ 主要な各地の医療ＡＤＲ機関の状況 

＊ 東京三弁護士会医療ＡＤＲ 

・ 東京三弁護士会医療ＡＤＲは，弁護士会が運営主体となり，平成19年９月に設立された医療ＡＤＲ機

関である。 

・ あっせん人の構成としては，中立あっせん人１名，患者側代理人としての経験が豊富な弁護士のあっ

せん人１名，医療機関側代理人としての経験が豊富な弁護士のあっせん人１名から構成される３名の合

議制を原則としており，医師等の専門家が過失の有無を判定する裁断型のＡＤＲではなく，医師と患者

との対話によって紛争の効果的な解決を促進することが目指されている。 

・ 手続費用は，申立費用が１万 0500 円，期日手数料は 5250 円となっており，成立手数料は金額に応じ

て別途生じる。 

・ 受理件数は，年間30ないし40件で推移しており，設立時である平成19年９月から平成24年３月31

日時点までの累計受理件数は183件となっている。 

＊ 医療紛争相談センター（千葉） 

・ 医療紛争相談センターは，ＮＰＯ法人が運営主体となり，平成 19 年６月に設立（業務開始は平成 21

年４月）された医療ＡＤＲ機関である。なお，同センターは，平成 21 年 12 月には，裁判外紛争解決手

続の利用の促進に関する法律（ＡＤＲ法）の認証を受けている。 

・ 医療紛争相談センターでは，医師，歯科医師又は看護師による事前相談が実施されており，トラブル

等についてのアドバイスや，ＡＤＲでの解決に適するか否かのスクリーニングが行われている。事前相

談では，医療行為についての理解が深まり，患者の誤解を解くことができるため，紛争の防止・解決効

果も期待できる。 

                                                                                                                                                                     
1 ＡＤＲの受理件数の数値は，厚生労働省「第7回医療裁判外紛争解決（ＡＤＲ）機関連絡調整会議資料３－１」を参照。 
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・ 調停委員としては，医師が関与する態勢が採られている。 

・ 申立手数料は患者側２万 1000 円，医療機関側４万 2000 円となっている。また，期日手数料は当事者

双方につき各１万0250円となっており，成立手数料は金額に応じて別途生じる。 

・ 多くのケースが事前相談のみで終了しており，平成21年度は事前相談が158件であるのに対し調停手

続の受理件数は26件，平成22年度は事前相談が107件であるのに対し調停手続の受理件数が32件，平

成 23 年度（ただし，平成 23 年４月１日から平成 24 年２月７日まで）は事前相談が 72 件であるのに対

し調停手続の受理件数が15件となっている。調停手続の受理件数は，年間20ないし30件程度で推移し

ており，業務開始時から平成24年３月31日までの累計は80件となっている。 

＊ 茨城県医療問題中立処理委員会 

・ 茨城県医療問題中立処理委員会は，茨城県医師会が運営主体となり，平成18年３月に設立された医療

ＡＤＲ機関である。 

・ 手続は，弁護士１名，学識経験者・市民代表１名，医師会役員１名の３名で構成されるあっせん調停会

議において進められているが，医師による裁定ではなく，話合いの場を提供することが重視されているた

め，あっせん調停会議の委員長は弁護士か学識経験者の委員を務め，医師委員はあくまでもアドバイザー

としての立場で関与している。 

・ 申立手数料及び成立手数料は，いずれも無料となっている。 

・ 受理件数は，年間十数件程度で推移しており，設立時から平成24年３月31日時点までの累計で74件

となっている。 

○ 医療ＡＤＲの受理件数と医事関係訴訟の動向 

＊ 全国の医療ＡＤＲ機関の受理件数と医事関係訴訟の新受件数の統計は，【図６】のとおりである。全国的

な事件動向では，医療ＡＤＲの受理件数が増加傾向にあるのに対し，医事関係訴訟の新受件数には減少傾向

が見られるが，前者の増加が後者の減少につながっているといえるかは不明である（医療ＡＤＲが設置され

ていない地域においても医事関係訴訟の減少傾向が見られている。）。 

 

 (4) 医師賠償責任保険による紛争解決の現状 

保険制度に関する基礎調査等では，以下のような事実関係等が示された。 

○ 医師賠償責任保険の概要 

＊ 医師賠償責任保険には，病院等の開設者が契約者となり，開設者，管理者が被保険者となる「病院賠償責

【図６】　医事関係訴訟の新受件数と医療ＡＤＲの受理件数の推移

※　医事関係訴訟の新受件数は地方裁判所と簡易裁判所の新受件数の合計である。

※　医療ＡＤＲ受理件数のデータは厚生労働省「第７回医療裁判外紛争解決（ＡＤＲ）機関連絡調整会議資料3-1」による。
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任保険」と，病院，診療所に勤務する医師が加入する「勤務医賠償責任保険」，日本医師会が契約者となり，

日本医師会のＡ会員2を被保険者とする「日本医師会医師賠償責任保険」（以下「日医医賠責保険」という。）

がある3。 

＊ 損害保険会社では，協力医や弁護士が関与して，医療行為の有責・無責の判断を行っている。また，日医

医賠責保険では，医師及び法律家によって構成される第三者機関である賠償責任審査会において，医療行為

について有責・無責の判定を行っており，損害保険会社は，賠償責任審査会の判定に従って解決を図ってい

る。 

○ 医師賠償責任保険が紛争解決に与える影響 

＊ 医師会は強制加入団体ではないため，医師会に加入していない医師も相当数存在するが4，ほとんどの医

師は，日医医賠責保険の被保険者ではなかったとしても，何らかの医師賠償責任保険に加入しており，医師

には，美容の分野を除き，賠償責任保険が広く行き渡っているのではないかと思われる。仮に，医師又は医

療機関が賠償責任保険に加入していなかった場合，医事紛争について賠償金を支払って解決するということ

が難しくなるので，医師賠償責任保険が医事紛争の解決において果たしている役割は大きいといえる。 

＊ 医事紛争の提訴率や提訴前に示談が成立する割合については，全体としての件数の把握が困難で，客観的

なデータや統計数値は不明であるが，損害保険会社において無責と判断して保険金による賠償を断ったとこ

ろ患者側が損害賠償の請求を断念した事案も含め，訴訟前に解決される事案も多いと思われる。 

＊ 医事関係訴訟の終局区分別事件割合の推移は【図７】のとおりであるが，和解により終局している事件の

割合は 50％以上で推移しており，民事第一審訴訟（地裁）全体の和解率（30％前後で推移）よりも高い。

これは，訴訟に至った事案についても，保険会社において賠償金の支払に応じる場合には支払が確実に行わ

れることも背景にあるのではないかと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 日医医賠責保険の概要 

＊ 日医医賠責保険では，医療行為の有責性について第三者機関による判定に基づく事案の処理が行われてい

る。すなわち，日医医賠責保険の被保険者である医師が患者から損害賠償の請求を受けると，当該医師は，

都道府県医師会に紛争の処理を委託し，都道府県医師会が，当該紛争を日本医師会に付託する。これを受け，

日本医師会は，医師と弁護士で構成される調査委員会において事案の調査を行い，調査意見を第三者機関で
                                                                                                                                                                     
2 医師会員は，Ａ(1)会員（病院・診療所の開設者，管理者及びそれに準ずる会員），Ａ(2)会員(B)（Ａ(1)会員及びＡ(2)会員(C)以外の会

員），Ａ(2)会員(C)（医師法に基づく研修医），Ｂ会員（Ａ(2)会員(B)のうち日医医賠責保険加入の除外を申請した会員）及びＣ会員（Ａ

(2)会員(C)のうち日医医賠責保険加入の除外を申請した会員）に分類される。 
3 太田秀哉「賠償責任保険」ジュリスト 1339号82頁（平成19年）参照。 
4 厚生労働省「平成22年（2010年）医師・歯科医師・薬剤師調査」によれば，平成22年 12月 31日時点の医師数（届出数）は 29万

5049人であり，日本医師会の会員数調査によれば，平成24年 12月１日時点の日本医師会の会員数は 16万 5650人（うち日医医

賠責保険の被保険者であるＡ会員は12万3125人）である。 

【図７】　終局区分別事件割合の推移（医事関係訴訟）
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ある賠償責任審査会に上程し，賠償責任審査会において有責・無責の判定が行われる。 

＊ 賠償責任審査会の判定結果は，都道府県医師会に伝えられ，これに基づいて患者側との交渉が行われるこ

とになる。また，損害保険会社は，賠償責任審査会の判定に従って解決を図っている。 

(5) 無過失補償制度の現状 

医事ヒアリング，保険制度に関する基礎調査では，以下のような事実関係等が示された。 

○ 産科医療補償制度 

＊ 分娩時の医療事故については，裁判で争われる傾向にあることが産科医不足の原因の一つと指摘されてい

たため，産科医等のモチベーションの維持，患者側の救済，医事紛争の早期解決，脳性麻痺発症の原因の分

析を通じた産科医療の質の向上を目的として，平成21年１月から，評価機構において，産科医療補償制度

の運営が開始された5。 

＊ 産科医療補償制度は，民間の保険制度を活用した制度枠組みとなっており，評価機構が，民間の損害保険

会社と保険契約を締結し，保険契約者として保険料を支払うが，この制度に加入している各分娩機関が１分

娩当たり３万円の掛金を評価機構に支払うことになる。この３万円の負担については，妊産婦に転嫁されな

いよう，制度導入に当たって健康保険等から支給される出産育児一時金の金額が掛金と同額の３万円上乗せ

されたため，実質的には妊産婦の負担増なしに，制度が運用されている。 

＊ 産科医療補償制度では，制度加入している分娩機関で出生した子が，通常の妊娠・分娩にもかかわらず脳

性麻痺となった場合において，所定の要件（「出生体重2000グラム以上かつ妊娠33週以上」又は「妊娠28

週以上で所定の要件に該当した場合」で，この制度に加入している医療機関等で生まれた子に身体障害者等

級１級又は２級相当の重度脳性麻痺が発症した場合）を満たしたときに，子及びその家族への補償が行われ

る。 

＊ 産科医療補償制度では，同種事案の再発防止を目的として，医師及び法律家等から構成される第三者委員

会である原因分析委員会により脳性麻痺発症の原因分析が行われている。原因分析は医療行為についての過

失の有無を明らかにすることを目的とするものではないが，同委員会が作成する原因分析報告書では，医療

行為の過失の有無が事実上明らかになることもある。また，同委員会において分娩機関に重大な過失のある

おそれがあると判断された場合には，別途，調整委員会に諮ることにもなる6。 

そして，近時は，損害賠償の請求に先立って産科医療補償制度の申請を行う事案が増加しており，損害保

険会社が患者側に示談金を提示する際も，有責・無責の判定については，原因分析報告書を参考にした対応

になっているのではないかと考えられる。 

＊ 産科医療補償制度の審査件数及び審査結果の累計は，【表８】のとおりであり，審査件数は，平成21年 1

月の制度開始から平成25年 4月末時点までの累計で528件，うち補償対象となったものが477件となって

いる。他方，医事関係訴訟全体と産婦人科に関する事件の既済件数は，【図９】のとおりであり，産婦人科

に関する既済件数は平成21年から平成23年までは年間80件程度で推移していたが，平成24年は59件に

減少している（他方，医事関係訴訟全体の既済件数は増加に転じている。）。 

 

                                                                                                                                                                     
5 産科医療補償制度には，平成25年4月末日現在，3333の分娩機関のうち3326の機関が加入（加入率99.8％）している（評価機構

からの情報提供に基づく）。 
6 ただし，実際に調整委員会に諮られた事例はない（評価機構からの情報提供に基づく）。 
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○ 医薬品副作用被害救済制度 

＊ 医薬品副作用被害救済制度は，薬害事案が社会問題化する中で（昭和49年 10月にサリドマイド訴訟の和

解，昭和54年９月にスモン訴訟の和解が成立），昭和55年５月に運用が開始された制度であり，薬害の被

害者に医療費等を給付し，過失の有無とは関係なく，一定の重い健康被害が生じた被害者の迅速な救済を図

ることを目的としている。 

なお，重い副作用であっても，本来の治療のため健康被害の危険を受忍したと考えられる被害は対象外と

されており，除外医薬品として抗がん剤や免疫抑制剤等が指定されている。 

＊ 具体的な手続の流れは，運営機関である独立行政法人医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）が薬害被害者

から請求を受けると，厚生労働大臣に判定の申出をし，厚生労働大臣の諮問を受けた薬事・食品衛生審議会

において医学的薬学的見地から調査・審議が行われ，同審議会の答申を受けた厚生労働大臣からＰＭＤＡに

通知される判定結果に基づき，ＰＭＤＡが薬害被害者に対する医療費等の支給を行うというものである。 

＊ 医薬品副作用被害救済制度は，製薬企業の社会的責任に基づく仕組みであり，全製薬企業からの拠出金が

財源となっており，具体的な徴収額は，医薬品医療機器総合機構法に基づき，企業の出荷額等を基準に算定

されている。また，事務費については，国（厚生労働省）が補助金を拠出している。 

＊ 医事ヒアリングにおいては，給付の要件である因果関係及び適正使用の認定が厳格化されてきたこと，原

因分析や再発防止策の策定が行われないといった問題点の指摘もされた（患者側弁護士による指摘）が，申

請件数は増加傾向にあり，近時は年間1000件程度の申請を処理している（【図10】参照）。 

【図９】　医事関係訴訟の既済件数の推移
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【表８】　産科医療補償制度開始以降の審査件数及び審査結果の累計（平成25年4月末現在）

補償対象外 再申請可能

203 180 7 16 0

25 17 7 1 0

228 197 14 17 0

162 153 1 8 0

16 12 0 4 0

178 165 1 12 0

88 83 1 4 0

13 12 1 0 0

101 95 2 4 0

17 17 0 0 0

4 3 1 0 0

21 20 1 0 0

528 477 18 33 0

※　公益財団法人日本医療機能評価機構からの情報提供による。
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補償対象
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合計

補償対象基準

合計

2000g以上かつ33週以上

28週かつ所定の要件
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児の生年
（保険の年度）

審査件数
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４．１．１．３ 諸外国の状況 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

国外紛争類型別調査では，以下のような事実関係等が示された。 

(1) フランスの状況 

○ 医事紛争についての新しい裁判外紛争処理システムの構築 

  ＊ フランスでは，医事紛争の増加，医事関係訴訟の審理期間の長期化及び賠償額の高額化とこれを受けた医

師賠償責任保険を取り扱う保険会社の市場からの撤退など，医事紛争をめぐる危機的状況を背景に7，2002

年３月４日制定の患者の権利及び保健衛生制度の質に関する法律（以下「2002 年法」という。）において，

無過失補償制度を取り入れた裁判外での医事紛争の処理制度（以下「新制度」という。）が構築された。 

＊ 2002年法では，①医療過誤に基づく損害賠償請求の根拠について，過失責任の原則を明らかにした上で，

②医師及び医療機関に賠償責任保険への加入を義務付けるとともに，③新制度により，国民連帯の観点から

患者に一定の重大な損害が発生した場合に無過失補償が受けられることを定めており，主に過失の有無や損

害の程度についての裁定等を行う機関として「地方医療事故損害調停・補償委員会」（Commissions 

régionales de conciliation et d'indemnisation des accidents médicaux，以下「ＣＲＣＩ」という。）

                                                                                                                                                                     
7 なお，フランスでは，司法権に属する司法裁判所と行政権に属する行政裁判所との二元的裁判制度を採用しており，公立病院における

医事紛争は行政裁判所の管轄となるが，我妻学「フランスにおける医療紛争の新たな調停・補償制度」東京都立大学法学会雑誌46－

２号53頁（平成18年）では，両者が立証責任の転換（行政裁判所では事実上医療機関側に証明責任を転換し，患者の補償を認めて

きた）や消滅時効（行政裁判所では４年，司法裁判所では 30 年）の点で違いがあることから，司法裁判所と行政裁判所で「相手方であ

る病院が公立か，私立かで，患者の救済に差異があり，不平等であるため，統一的な救済をするために，新たな立法による解決が不可

欠となっていた」という点も背景事情として指摘されている。 

フランス，ドイツでは，医事関係訴訟の増加や賠償額の高騰に伴い，医事関係訴訟や保険が機能不全に陥

るといった危機的な事態を受け，新たな紛争解決制度が設けられた。具体的には，フランスでは，医療行為

について過失の有無の裁定を行うことを前提に，無過失補償の可能性も認めた行政型ＡＤＲが整備され，ド

イツでは，医師会が運営主体となって，医師による鑑定を前提とする民間型（業界型）ＡＤＲが機能してお

り，いずれも多数の事件が処理されている。 

なお，陪審制を採用し，トライアルにまで至る事件の割合が低いアメリカでは，制度的にＡＤＲ一般が発

展する状況にあり，医事紛争についても一般的なＡＤＲの枠組みの下で紛争解決が図られているようである。 

【図１０】　医薬品副作用被害救済給制度における給付状況

※　厚生労働省「平成23年版厚生労働白書」による。

※　独立行政法人医薬品医療機器総合機構調べに基づく。
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が，ＣＲＣＩにおいて深刻な損害が発生していると認定された場合に無過失補償を行う機関として「国立医

療事故補償公社」（Office national d'indemnisation des accidents médicaux，以下「ＯＮＩＡＭ」とい

う。）が設置された。 

＊ 新制度の概要は，【図 11】のとおりである。新制度を利用するには，フランス各地に 21 箇所設置されて

いるＣＲＣＩに申立てをすることになるが，申立手数料は無料であり，患者は金銭的負担なしに新制度を利

用することができる。 

＊ 新制度では，一定の深刻な損害が生じている事案を対象としているため，申立要件（補償を受ける損害の

最低基準）として，①労働能力喪失率が 24％を超える恒常的な損害（後遺障害）が生じたこと，②６か月

以上の労働不能状態に陥ったこと，③従事していた職業が継続不能となったこと，④その他，生活面に深刻

な障害（経済的理由も含む）が生じたこと，のいずれかを証明する必要があり，これらの要件を満たさない

ことが明らかになれば，その段階で当該申立ては却下される。 

＊ ＣＲＣＩでは，2002 年法に基づいて設立された「全国医療事故委員会」（Commission nationale des 

accidents médicaux，以下「ＣＮＡＭＥＤ」という。）の鑑定人候補者リストから鑑定人を選任している。

なお，ＣＮＡＭＥＤのリストに登載されている鑑定人候補者は，信頼性の裏付けがあるものと評価されてお

り，質の高い鑑定人を確保することでＣＲＣＩにおける裁定結果の信頼性の担保が図られているといえる。 

＊ ＣＲＣＩでは，鑑定結果を踏まえ，21 人で構成される委員による判定会議において，過失の有無及び損

害の程度についての裁定が示される8。なお，損害の程度については，具体的な損害額は算定されず，損害

費目（身体能力等）ごとの喪失率のみが示される。 

＊ ＣＲＣＩにおいて「過失なし」の裁定がされると，ＯＮＩＡＭに当該事案が付託され，ＯＮＩＡＭにおい

て，あらかじめ定められた算定表に基づいた補償額が患者に提示され，患者がこれを受諾すれば，当事者間

で法的拘束力を持った和解が成立する9。なお，ＣＲＣＩの裁定は法的拘束力を持たないため，ＣＲＣＩで

「過失なし」の裁定がされた事案であっても，ＯＮＩＡＭにおいて過失があると判断した場合には，ＯＮＩ

ＡＭは，患者に対する補償を行った後，裁判所に対して異議を申し立てることができる。この異議申立てに

よりＯＮＩＡＭの主張が認められれば，ＯＮＩＡＭは，当該医療行為を行った医師又は医療機関に対し，患

者に支払った補償額に相当する金額の支払を求めることになる。 

＊ ＣＲＣＩにおいて「過失あり」の裁定がさ

れた場合，裁定結果が医師ないし医療機関の

保険会社に送付され，裁定を受け取った保険

会社では，４か月以内に裁定結果を受諾する

か否かを決定し，受諾後１か月以内に患者に

対して賠償金額の提示をしなければならない

こととされている。そして，患者が保険会社

の提示を受諾すれば，当事者間で法的拘束力

を持った和解が成立するが，患者が保険会社

の提示に納得できない場合には，訴訟で解決することになる。 

なお，保険会社がＣＲＣＩの裁定に従わず，賠償金の提示を拒否するか，４か月以内に応答しない場合に

は，ＯＮＩＡＭにおいて患者に対する補償を行うことになる。この場合，ＯＮＩＡＭは，保険会社を相手に
                                                                                                                                                                     
8 ＣＲＣＩの委員は，元司法官の委員長のほか，6 人の患者代表者（非営利団体等により推薦を受けている者），３人の病院代表者，３人の

医師代表者，２人のＯＮＩＡＭ代表者，２人の保険会社代表者及び４人の有識者（法学者，弁護士等）で構成されている。 
9 １人当たりの平均補償額（2011年）は約８万6000ユーロであるが，ＯＮＩＡＭでの補償は，社会保障からの給付金を控除した金額が支払

われるため，患者が受け取る金額は，ＯＮＩＡＭの補償金に社会保障からの給付金を加えた額となる。 

【図１１】　新制度の概要

ＣＲＣＩ（地方委員会）

鑑定＋合議

裁定

ＣＮＡＭＥＤ
（医療事故
　委員会）

保険会社ＯＮＩＡＭ（補償公社） 絶

過失あり過失なし

賠償の提示補償の実施
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訴訟を提起することができ，裁判所は，医療行為に過失があったと認定する場合，保険会社に対し，ＯＮＩ

ＡＭが患者に支払った補償額に15％のペナルティーを加算した金額の支払を命ずることができる。 

＊ 公的機関であるＯＮＩＡＭは，社会保障費を財源として予算が配分されている。他方，ＣＲＣＩは委員会

にすぎない（法人格を有していない）ため，ＯＮＩＡＭから予算配分を受けて運営されているが，組織上は

ＯＮＩＡＭから独立しており，裁定機関と補償機関との分離が図られている。 

＊ ＣＲＣＩへの申立件数

は，【表12】のとおり，近

時，年間約 4000 件となっ

ており，全体として増加傾

向にある。また，ＣＲＣＩにおける申立受理から

裁定までの期間は，11.8月（2011年）となってい

る。新制度の訴訟件数への影響については，新制

度によって紛争が顕在化している可能性（いわば

掘り起こし的作用）もあり，新制度が訴訟を減少

させたと評価するのは難しいとの指摘もされたが，

司法裁判所の医事関係訴訟の事件数は，【表13】の

とおり，新制度の開始後，減少傾向にあり，我が

国の地方裁判所に相当する大審裁判所における

2010年の新受件数は1569件となっている。 

○ 医師賠償責任保険の状況 

＊ フランスでは，2002年法により，医師ないし医療機関に対し賠償責任保険への加入が義務付けられたが，

保険料は診療科目によって異なっており，例えば，内科等の保険料は年間170ユーロ程度であるが，一般的

にリスクが高い産科の保険料は年間約２万2000ユーロにも上っている。 

こうした保険料の格差は，リスクの高い診療科のなり手が減少する要因の一つにもなり得ることから，保

険料負担を医師の間で均質化することも議論されているが，現在のところ実現には至っていない。 

＊ 保険会社では，医事紛争の解決手段として，示談が第一次的に選択されており，多くの医事紛争が患者と

保険会社との示談によって解決されているのが実情のようである。保険会社では，示談を進めるに当たり，

保険会社の負担で鑑定を実施しており，鑑定結果を前提に，医学的・法律的見地から患者との交渉が進めら

れている。なお，保険会社による鑑定においても，その信頼性を確保するため，裁判所の鑑定人リストやＣ

ＮＡＭＥＤのリストから鑑定人が選任されている。 

○ 医療機関内での和解機関 

＊ フランスでは，1996年の法律により，医療機関内に和解機関（相談機関）を設置することが定められた。

この和解機関では，医師と患者との対話の促進を目的としており，患者に何らかの損害が生じた場合に，そ

の解決方法等に関する手続説明等が行われている。 

＊ 以前は，医師は，一般に「神聖な存在」とされ，訴える対象とはされていなかったが，そのような時代と

比較すれば，医師と患者との関係に変化は見られるものの，医師と患者との対話促進が進んでいるとはいい

難く，和解機関も実際は余り機能していない10。 

 

                                                                                                                                                                     
10  患者側弁護士からの指摘。 

【表１２】　ＣＲＣＩの申立件数

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

申立件数（件） 3,553 2,728 2,736 3,446 3,561 3,615 4,117 4,279

※　「ONIAM Rapport d'activité 2011」による。

2004年 2006年 2008年 2010年

751 667 684 647

2,006 1,884 1,711 1,569

115 150 169 167

2,872 2,701 2,564 2,383

※　「Annuaire statistique de la Justice  Édition
　　  2006-2012」による。

【表１３】　司法裁判所における医事関係訴訟の
              新受件数の推移

合計（件）

管　　轄

控訴院（件）

大審裁判所（件）

小審裁判所（件）



 102

(2) ドイツの状況11 

 ○ 医師会による裁判外紛争処理システムの構築 

＊ ドイツでは，1970 年代頃から，医事関係訴訟の増加と裁判の長期化，賠償額の高額化と保険料の高騰，

刑事手続を利用した証拠収集に対する医療関係者の反発などを背景に，裁判所外での紛争処理機関の創設

が望まれ，1975年から1978年にかけて，全国の各医師会において，紛争解決機関（調停・鑑定所）が設立

された12。 

 ○ バイエルン州医師会鑑定所13 

＊ バイエルン州医師会鑑定所（Gutachterstelle bei der BLÄK，以下「鑑定所」という。）は，1975 年に，

全国の医師会の中でも最初に設立された紛争解決機関である。鑑定所では，鑑定を実施した上で医療行為

の過失の有無について判定結果を提示することで，患者，医師及び保険会社の三者間での話合いにより医

事紛争が裁判外で解決されることが目指されており，損害額の算定や調停は行われていない。したがって，

各当事者は，鑑定所が提示する判定結果を前提に，各自の主張に係る立証の可能性等も踏まえて紛争解決

の方法を選択している。 

＊ 鑑定所には，経験と権威のある専門医である７名の医師委員及び元裁判官である１名の法律家委員によ

って構成される鑑定委員会が置かれており，実際の事案の処理に当たっては，問題となっている診療科目

を専門とする医師委員１名と法律家委員１名の合計２名が担当委員となるのが通常である。なお，複数の

診療科目にわたる複雑な事案では，複数名の医師委員が担当することもある。 

  ＊ 鑑定人の選任に当たっては，鑑定人候補者リストなどが準備されているわけではなく，医師委員の経験と

人脈に基づき，事案に応じた適切な医師に鑑定依頼がされている。鑑定人候補者の情報や鑑定事項の内容は，

事前に各当事者に開示され，当事者が意見を述べる機会を確保するため，４週間の検討期間が設けられる。 

＊ 鑑定では，原則として鑑定人による患者の診察が行われており，鑑定人が実際の患者の状態を把握した

上で鑑定が行われている。作成された鑑定書は，各当事者に送付され，４週間の検討期間が設けられる。

さらに，鑑定結果が担当委員により議論され，担当委員の合意に基づき，各担当委員の名において，当該

医療行為の過失の有無等について判定結果が示される。 

＊ 鑑定所の申立件数の推移は

【表 14】のとおりであり，近

時は，年間約 1000 件の申立て

がされている。なお，2008 年

（平成 20 年）の運用状況は，申立てが年間約 1000 件，このうち鑑定が実施されたのが約 600 件，医師の

過失を肯定したのが約 200 件である。鑑定実施件数のうち医師の過失を肯定した事案の割合（有責率）は

約30％で推移している（なお，全国的に見ても，有責率はおおむね30％程度とのことである。）。 

＊ バイエルン州医師会に対するインタビュー調査では，鑑定所の信頼性・中立性を確保するためのポイン

トとして，①鑑定所が医師会から組織上独立していること，②各当事者（特に患者側）への情報開示を徹

底し，その意見を手続的に反映させる機会を確保することで手続の透明性を高めること，③質の高い外部

                                                                                                                                                                     
11  ドイツの医事紛争に関するＡＤＲをめぐる状況については，我妻学「ドイツにおける医療紛争と裁判外紛争処理手続」東京都立大学法

学会雑誌45－１，49頁（平成16年），畔柳達雄「現代型不法行為事件と裁判外紛争処理機構―ドイツにおける『医療事故鑑定委員

会・調停所』管見―」判例タイムズ 865 号 69 頁（平成 7 年），岡崎克彦「ドイツにおける裁判外紛争解決及び法律相談制度の実情

（１）・（２）」判例時報1724号19頁及び同1726号11頁（平成12年）等を参照。 
12 医師会による裁判外紛争解決機関の名称は，州によって，調停所（Schlichtungsstelle），鑑定委員会（Gutachterkommission），鑑定所

（Gutachterstelle）など様々である。 
13 バイエルン州医師会鑑定所については，一宮なほみ「ドイツ連邦共和国における鑑定制度の実情の調査について」判例タイムズ 1095

号36頁（平成14年）においても紹介されている。 

【表１４】　バイエルン州医師会鑑定所の申立件数の推移

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

申立件数（件） 882 870 853 917 979 986 1,023

※　バイエルン州医師会鑑定所調べによる。
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の鑑定人に鑑定を依頼し，担当委員の合議を経ることで，判定の質を担保し，ほとんどの事案が鑑定所の

判定結果を前提にして解決されるという実績を積み重ねること14が挙げられた。 

○ 他の紛争解決機関との比較 

＊ 医療過誤に遭ったと考える

患者が利用できる紛争解決機

関としては，弁護士，医療保険

（健康保険）による医療サービ

ス，患者相談所，州政府（市役

所等）の患者相談窓口，医師会

の調停・鑑定所，裁判所等が考

えられる。このうち，主な紛争解決機関の運営状況は【表15】のとおりであり，医師会の調停・鑑定所は，

医事紛争の解決において大きな役割を果たしているといえる。 

○ 医師賠償責任保険 

 ＊ バイエルン州では，職業規則上，医師に賠償責任保険への加入義務があり，医事紛争の解決において，

保険会社が大きな役割を果たしている。保険会社では，基本的に訴訟を回避し，示談により解決すること

が目指されており，多くの事案が示談交渉によって解決されている。 

＊ 医事紛争では，示談交渉の段階でも鑑定が実施され，保険会社は鑑定に従って示談による解決を図って

いるが，患者側弁護士からは，鑑定によって医師の過失が認められれば保険会社によって賠償金が支払わ

れるため，訴訟になる事案は非常に少ないこと，特に近時は，保険会社の対応が向上し，鑑定結果に従っ

た賠償が行われるようになっていることが指摘された。 

＊ 医師賠償責任保険の保険料は，各専門分野のリスクに応じた指標に従って定められており，内科等の一

般的な診療科目であれば年間400ユーロ程度であるが，一般的にリスクが高い産婦人科では年間約３万5000

ユーロにも上る。ドイツでは，医事関係訴訟における賠償額が高額化する傾向にあり，これが賠償責任保

険における保険料の高騰につながっている。 

(3) アメリカの状況 

○ 医事紛争におけるＡＤＲの活用 

  ＊ 州裁判所において医事関係訴訟がトライアルに至る割合は，連邦司法省統計局が行った調査（以下「2005

年調査」という。）15を前提とすると2005年で7.8％程度（49管轄区域）であり，同年の一般の不法行為事

件がトライアルに至る割合が約3.5％（104管轄区域）であることと比較して高いものの，１割に満たず，

トライアルに至る割合は少ない。 

  ＊ 2005年調査では，トライアルにまで至った事案における患者側勝訴率は，陪審審理で23％程度である。

ただし，ボストン市及びシカゴ市においては，患者側の勝訴率は極めて低いとの意見もあり，地域性によっ

て幅がある可能性がある。 

    トライアルでは，非専門家である陪審員に対して専門知識を説明するため，専門家証人の確保が当事者双

方の課題となるが，特に患者側にとっては，人材確保そのものが困難であることに加え，交通費や報酬など

専門家証人確保のための費用が高額になることなどから，適切な専門家証人を確保することが難しい。 

                                                                                                                                                                     
14 バイエルン州医師会に対するインタビュー調査では，鑑定を実施した事案のうち約85％が鑑定所の結果に従って和解により解決され，

残りの 15％の事案は訴訟となっているが，訴訟においても，ほとんどの事案が鑑定所の判定結果と同じ結果を前提に解決されていると

の説明がされた。 
15  Lynn Langton et al. Civil Bench Trial and Jury Trials in State Courts, 2005, U.S. Department of Justice Bureau of Justice Statistics 
Special Report 

【表１５】　医事紛争の処理機関の活動状況（2008年概数）

18,500 不明 38

15,000 17.5 25

10,500 様々 30

1,000 18 32

9,000 数年 32

※　バイエルン州医師会鑑定所調べによる。

裁判所

処理期間
（月）

過誤認定率
（％）

申立件数
（件）

処理機関

賠償責任保険会社

疾病保険（健康保険）の医療サービス

全国の医師会調停・鑑定所

うちバイエルン州医師会鑑定所
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また，アメリカ内で，1990年代中頃に「医療過誤の危機」（Med. Mal. Crisis）として，医事関係訴訟が

多く提起されて患者側が勝訴して賠償金を手にすることから賠償責任保険の保険料が高騰し，その結果，医

療費が高騰するという構図にあることが（保険会社などから）問題視された時期があり，その宣伝が陪審員

の考え方に影響しているという見解もある。 

  ＊ 患者側弁護士にとっては，自らの費用負担が高額になる上，敗訴した場合のリスクが大きく，トライアル

での患者側勝訴率も低いため，早期の紛争解決及び和解により金銭支払を受けることのインセンティブがあ

り，医療側の保険会社にとっては，弁護士の報酬が時間制で事件の長期化が報酬負担の増大をもたらすこと

から，早期の紛争解決のインセンティブがある。このように，当事者双方にとって，紛争解決手続が長期化

することによる金銭的なコストが大きいため，トライアルに至る前に和解するメリットは双方にとって大き

いといえる。 

＊ アメリカにおいては，民事陪審が憲法上保障されているところ，陪審の判断の不確実性が否定できない

ことも，当事者がＡＤＲの利用を促進する要因となっていると思われる。 

＊ アメリカでは，公平中立な判断者という伝統的な裁判官像から，裁判所が和解を主宰することについて

否定的な裁判官が相当数存在するところ，訴訟手続による解決に長期間を要することから，早期解決のた

めにＡＤＲを利用せざるを得ない場合がある。 

＊ 医事紛争の解決のために多く用いられるのは，民間のＡＤＲ機関が実施する仲裁や調停であり，全米で

有数の民間ＡＤＲ機関であるＪＡＭＳなどが利用されている。また，特定の医療機関がその内部にＡＤＲ

の制度を設ける医療機関（イリノイ州シカゴ市にあるラッシュメディカルセンター，ミシガン州における

ミシガン大学病院，メリーランド州ボルチモア市にあるジョンズ・ホプキンズ大学病院，ペンシルバニア

州フィラデルフィア市にあるドレクセル大学病院など）も現れてはいるようであるが，病院内にＡＤＲの

システムを設ける試みが米国内で大きな広がりをみせているとまではいい難い。 

○ 医師賠償責任保険 

＊ 医師賠償責任保険への加入が法律上義務付けられているか否かは州によって異なるが，アメリカでは，

医師が賠償責任保険に加入するのは一般的なこととなっている。 

＊ 医師賠償責任保険を提供する保険会社としては，通常の損害保険会社もあるが，医療機関や医師又は医

師会が設立や運営に関与している医療賠償責任保険専門の保険会社もある。例えば，ＣＲＩＣＯ

（Controlled Risk Insurance Company）は，ハーバード・メディカルスクールの関連病院が株主となり，

これらの病院及びそこで勤務する医療従事者に対して賠償責任保険を提供している保険会社であり，ＩＳ

ＭＩＥ（ISMIE Mutual Insurance Company）は，イリノイ州医師会に関連した医師らが同州の医師に安定

した賠償責任保険を提供することを目的に設立した相互会社であり，取締役会は医師であるポリシーホル

ダー（保険契約者）によって運営されている。 

＊ 患者側から請求や訴訟提起があった場合，保険会社は，関係者からの聞き取り，医療記録の収集などの

調査を実施し，内部での検討や外部の専門家への意見聴取を行い，これらに基づいて，和解をするか，請

求を争うかを決める。ＣＲＩＣＯ及びＩＳＭＩＥのいずれにおいても，内部での検討の段階で既に医師が

関与している。また，ＣＲＩＣＯでは，医療事故についてのデータ整理を行い，医療機関の医療従事者も

参加するタスクフォースを組織するなどして，主体的に医療事故の発生防止のための有用な対策が検討さ

れており，保険料の減額と関連付けた医療事故の発生防止対策が提供されている。 
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４．１．２ 現状を踏まえた意見等 

(1) 紛争予防や裁判外での紛争解決の仕組み全般の動向 
○ 調査等での指摘 

医事ヒアリングにおいては，以下のような指摘がされた。 
（患者側弁護士からの指摘） 

＊ 苦情や相談への対応体制として，例えば，院内相談窓口，地域医師会，都道府県医療安全支援センター，

患者の権利オンブズマン等の民間ＮＰＯ，弁護士が挙げられるが，これらは，現在でも質・量ともに不十

分である。 

＊ 医事紛争の防止・解決システムを支える制度に関しては，制度検討の前提となる医療事故そのものの増

減を把握できる統計データが，現在，我が国には存在しないため，いわば氷山の一角である医事関係訴訟

等を見て水面下に隠れている医療事故を想像するしかなく，この点は今後の課題である。 
＊ 医療事故の患者側は，様々な事情により萎縮して真相の究明等を断念しがちであるから，医療機関側に

おいて，患者側に診療情報を開示して説明責任を果たすとともに，医療機関側及び第三者機関における医

療事故の原因分析制度を整備することが重要である。 
  （厚生労働省医政局担当者からの指摘） 

＊ 無過失補償制度を拡充する場合の財源は，大変難しい問題であるが，厚生労働省では，補償金額や対象

となる医療事故を限定することも視野に入れつつ，産科医療補償制度や諸外国の例を参考に，無過失補償

の拡充が検討されている。 
＊ 平成 19 年から医療事故の調査制度の創設に向けた検討が始められ，平成 20 年６月には医療安全調査委

員会設置法案(仮称）大綱案が作成されたが，意見の対立から法案提出には至らなかった。その後，厚生労

働省において，平成23年に「医療の質の向上に資する無過失補償制度等のあり方に関する検討会」が，平

成24年には，同検討会の中に「医療事故に係る調査の仕組み等のあり方に関する検討部会」がそれぞれ設

置され，医療事故に係る調査制度の目的や組織の在り方等に関する議論が進められている。 
＊ 医療機関側に国民の信頼を得るために一定の活動をしなければならないとの機運が高まっており，その

ような機運を制度の構築につなげるための検討が進められている。 
 ○ 検証検討会における意見 

   検証検討会においては，委員から，以下のような意見があった。 

＊ 医事紛争をめぐる現状については，ＡＤＲや保険制度等の裁判外紛争解決の仕組みがようやく全体的に整

い始めた段階にあるということを前提に評価する必要があり，現時点ではこうした仕組みを拡充させていく

方向にあると思う。 
＊ 潜在化していた医事紛争が，整備されつつある仕組みの中で顕在化していく可能性はあると思う。ただ，

そういう仕組みはまだ十分ではなく，紛争解決のためのアクセスポイントを増やしていかなければならない

と思っている。 
＊ 現在は，医療対話仲介者を活用するなどして医療機関側による十分な説明やカルテの開示等が行われるよ

うになり，規模の大きな病院であれば内部の事故調査委員会による調査の結果を患者に説明するといったこ

とも行われている。こうしたことが，決定的な原因とはいえないかもしれないが，医事関係訴訟の新受件数

の減少にある程度影響を及ぼしていると思われ，今後もこの傾向は続くのではないかと思われる。 
＊ 医療対話仲介者が最初に十分な説明を行えば，無用な紛争が防止できると思われるが，単に医療対話仲介

者のようなものを置けばよいのではなく，その質が重要であり，医療機関側の姿勢が変わらないと，不誠実

な対応によりかえって紛争を誘発することにもなりかねない。制度の形は整いつつあるが，その質を高め，
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実効あらしめる方策を考えていくことが必要ではないか。 
(2) 医療ＡＤＲの充実 

○ 調査等での指摘 

医事関係訴訟委員会，医事ヒアリング及び保険制度に関する基礎調査においては，以下のような指摘がさ

れた。 
（医事関係訴訟委員会での指摘） 
＊ 弁護士会が運営主体となっている医療ＡＤＲに対しては医療機関側から信頼性への疑念があるといわれ

ており，医師会が医療ＡＤＲの運営主体になると患者側から中立性に疑問が生じ，中立性があると思われ

るＮＰＯ法人が運営主体になると運営資金が非常に厳しい状況に陥るといった問題があり，運営機関の中

立性と経済的基盤の両立が課題となる。 

（医事ヒアリング：患者側弁護士からの指摘） 

＊ 広報活動の不十分さなどから，医療ＡＤＲが広く認知されておらず，申立てに当たっての心理的なハード

ルも高いと考えられる。 

＊ 医療機関側が弁護士に不信感を抱いており，弁護士会が運営する医療ＡＤＲに医療機関側が応じない場合

も少なくない。 

＊ 医療に関する苦情や医事紛争を，まずは社会内において対話により解決するシステムを構築することが 

望ましい。具体的には，医療機関側と患者側の対話を促進するため，医療対話仲介者についての検討を進め

るとともに，医療ＡＤＲについては，管轄がなく全国の医事紛争を取り扱うこともできるメリットに着目し，

その活用を進めていくべきであり，市民に身近なものとして各地に設置することが望まれる。 
（医事ヒアリング：医療機関側弁護士からの指摘） 
＊ 医療機関側からすれば，カルテを開示して説明しているのに医療ＡＤＲが申し立てられた場合には，納得

できず，むしろ被害感が生じて手続に応じないことがある。 

＊ 医療の現場を退いたり最先端の研究から引退した専門家が医療ＡＤＲに関与するとしても，医療の専門分

野は細分化しており，日々高度化していることから，争点に関し適切な知見を有していない場合も多いとい

う問題もある。 

（保険制度に関する基礎調査：医師賠償責任保険に造詣の深い弁護士からの指摘） 

＊ 医師賠償責任保険と医療ＡＤＲとの間で，具体的な連絡調整ないし連携はされておらず，日医医賠責保険

であれば，少なくとも賠償責任審査会の結論が示されない限り保険金が支払われることはないため，仮に，

医療ＡＤＲにおいて示談交渉が進行していたとしても，賠償責任審査会で無責と判定されれば，保険金が支

払われないことになる。 

 ○ 検証検討会における意見 

 検証検討会においては，委員から，以下のような意見があった。 

＊ 医療ＡＤＲは黎明期であり，今後の動向について予測を行うことは難しいが，現状としては壁に当たって

いるという印象を持っている。弁護士会が運営するＡＤＲについては，医療機関側の応諾率が十分に上がっ

ていないが，これは法律家に対する医療機関側の不信感が大きいのが原因ではないかという印象を持ってい

る。ＮＰＯ法人が運営するＡＤＲについては財政的な問題があり，何らかの措置をとらない限り単体で黒字

にすることは不可能な状況のようである。 
＊ ドイツでは医師会がＡＤＲ機関を運営しているが，医療機関側がプロフェッションとして紛争を自律的に

解決し，財政的に一定の負担もするドイツの方式は，運営の中立性の確保が課題になるとは思うが，日本に

おける医療ＡＤＲの今後の在り方として参考になるのではないか。 
＊ 現在の医療ＡＤＲは美容整形等の事案では解決に至っているという印象だが，医事関係訴訟でよく見られ
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る重篤な事案は扱えていないと思われ，必ずしも訴訟の代替的手続とはなっていない。また，原因究明の点

で医療ＡＤＲが裁判所と同水準の機能を持つということは非常に難しいと思っている。厚生労働省でも検討

中の医療事故の調査を行う第三者機関で医療事故の原因究明ができるようになれば，その結果を前提に，医

療ＡＤＲで解決を図ることができるかもしれないが，制度の整備にはまだ時間がかかると思われる。 

（コラム） 医事関係訴訟委員会における医療ＡＤＲの検討状況 
 最高裁判所に設置されている医事関係訴訟委員会では，医事紛争事件について，医事紛争事件の運営に関す

る共通的な事項を調査審議し，最高裁判所に意見を述べるなどの活動を行っているが，平成 24 年の委員会の

活動として，「医療ＡＤＲの現状及び課題」をテーマに複数回の意見交換会等を実施し，一定の取りまとめを

するに至ったので，以下，医事関係訴訟委員会における検討結果を紹介する。 

 

医療ＡＤＲに対する意見交換について 

医事関係訴訟委員会 

（医事紛争解決システムにおける医療ＡＤＲの現状） 

 医事関係訴訟委員会は，平成24年４月から12月までの間に，２回の意見交換会及び１回の本委員会を開催

し，医療ＡＤＲについて意見交換を行った。 

まず，茨城県医療問題中立処理委員会，千葉の医療紛争相談センター及び東京三弁護士会の医療ＡＤＲから

ヒアリングを行い，医療ＡＤＲの現状及び課題について聴取した。また，事務局から，フランス，ドイツ及び

アメリカにおける医療ＡＤＲについての調査を行った結果について，報告された（注）。そして，これらのヒ

アリング結果や調査結果を踏まえて，日本の医療ＡＤＲの現状について，次のとおり確認された。 

医療ＡＤＲは医事紛争解決システムの一つであるが，我が国の現在の医療ＡＤＲは，話合いを通じて相互理

解をはかり，もって両当事者の了解のもとに合意形成を目指す対話型の手続である。そして，簡易迅速な手続

であり，必ずしも医師が関与するものではなく，責任の有無についての裁定は行われないといった特色を有し

ていることから，比較的事案が軽微なものについて利用されることが多い。他方，これと比較して，同様に医

事紛争解決システムの一つである医療訴訟については，鑑定や証人尋問などといった証拠調べ手続が装備され

ており，判決となると有責性まで判断されることから，比較的重大な事案について利用されることが多いとい

う現状になっている。 

（注） 迅速化検証における国外紛争類型別調査のうち，医療ＡＤＲに関連する報告がされたものである。 

（医療ＡＤＲの果たし得る役割） 

上記現状を踏まえて，今後，医療ＡＤＲが，医事紛争解決システムにおいてどのような役割を果たし得るか，

医事紛争解決システムにおける医療ＡＤＲと医事関係訴訟の位置付けをどのように考えるかについて，意見交

換をした結果，大きく分けて二つの意見に集約された。 

 一つは，医事紛争解決システムにおける医療ＡＤＲを，医事関係訴訟とは必ずしも重ならない分野の紛争，

すなわち，比較的軽微な事案を主に解決する対話型システムとして考えるという意見である。具体的には，日

本の現状の医療ＡＤＲ制度では有責性まで問うのは難しく，責任を問われないレベルの事案の処理が限界であ

るといった意見や，医療ＡＤＲに期待するのは，当事者が互いに対話して解決していこうという姿勢であると

いう意見が出された。 

もう一つは，医療ＡＤＲを，医事関係訴訟が取扱う比較的重大な事案まで解決する裁定手続も備えたシステ

ムとして考えるという意見である。具体的には，緩やかな解決も可能であるが，最終的に話合いで解決できな

い場合には，裁定もできるという医療ＡＤＲの方が，医事関係訴訟にも代わり得る紛争解決システムとして有

効に機能するのではないかという意見，医療ＡＤＲは医事関係訴訟に比べてはるかに簡便な手続であるため，
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(3) 専門弁護士の動向 

 ○ 調査等での指摘 

医事ヒアリングにおいては，患者側弁護士から，以下のような指摘がされた。 
＊ 各弁護士会には，医事紛争を専門とする弁護士のグループが存在するが，弁護士の研修内容や研究活動

には濃淡がある。また，関係者によると，近年，医事紛争を専門としない弁護士が医事関係訴訟に参入す

るようになってきているところ，医事関係訴訟については，依頼者からの弁護士に関する苦情も少なくな

いため，専門弁護士制度の創設が急務ではないか。 

(4) 紛争ないし裁判事件の動向についての展望 

○ 検証検討会における意見 

  検証検討会においては，委員から，以下のような意見があった。 

＊ 医事関係訴訟の新受件数は統計上は減少しているが，今後も同じ傾向が続くかは疑問がある。国内実情調

査ではインターネットの普及によって国民の権利意識が向上していくのではないかという指摘がされたが，

医療の分野でも，情報開示が進めば，患者自身が治療内容をインターネットである程度検索できるようにな

るので，こうしたことが患者の意識に変化を生じさせるのではないかと思う。 

＊ インターネットを通じてクラスアクション的なものが容易にできるようになってくると，特に薬害のよう

な事案では，一つの判決を契機に紛争が掘り起こされることもあると思う。 

＊ 医事紛争のうち複雑困難な事案が訴訟となり，それ以外の事案を医療ＡＤＲや医療機関内のシステム等で

解決されるとしても，医事紛争には感情的な対立などもあって複雑困難な事案が多く，医療ＡＤＲ等での解

決には限界があるように思われるので，無過失補償のような抜本的な救済システムが整備されない限り，医

できるだけ医療ＡＤＲで問題を処理するような体制を整え，もし解決できなければ医事関係訴訟で解決を図る

という段階的な位置付けをすべきという意見があった。 

なお，医療ＡＤＲが果たす役割については，各地域によって需要等が異なると考えられるため，地域差が生

じることをある程度容認すべきという意見もあった。 

（医療ＡＤＲの今後の課題） 

医療ＡＤＲの位置付けについて，上記のとおり大きく分けて二つの意見に集約されたところ，それぞれにお

いて今後検討すべき課題について，意見交換をした結果は次のとおりとなった。 

まず，医療ＡＤＲを現状のまま，比較的軽微な医事紛争を解決する制度として利用を促進していくという場

合には，手続の中立性に対する配慮及び恒常的に赤字であるという財政面についての対応策が，克服すべき課

題であるということで意見が一致した。また，医事関係訴訟によることなく，医療ＡＤＲにおける対話によっ

て医事紛争を解決することができれば，患者側は納得し，医療機関側にとっても有用であるが，この点につい

て医療ＡＤＲはいまだ周知不足であることから，一般社会をはじめとして医療機関側に広報していき，できる

限り医療ＡＤＲの活用を促していくことが望ましいとの意見があった。 

他方，医療ＡＤＲにおいて裁定手続を整備し，有責性を判断するところまで行うことを目指す場合には，上

記の課題のほか，鑑定に類する専門的な資料の作成をするためや裁定内容に対する当事者からの納得を得るた

めにも，医療界及び法曹界の双方の専門家を関与させることが望ましいところ，両者を手続にどのように関与

させるかについて検討をする必要があるとの指摘がされた。また，手続が重厚になり費用がこれまでより相当

高額になることから，医療ＡＤＲと保険の連携を含め，しっかりとした制度設計をする必要があるとの指摘が

された。そして，これらの課題を踏まえて，まずは現状の医療ＡＤＲの利用率を高める努力をしつつ，将来的

には，これらの課題を克服して，医療ＡＤＲで解決できる紛争の範囲が拡大することが望ましいとの意見があ

った。 
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事関係訴訟の新受件数が更に減少するとは考え難いのではないか。 

＊ 医事紛争を専門としない弁護士が，歯科や美容整形などの医事紛争を取り扱うことが増えていくことで，

今後，医事紛争の外縁は広がっていくのではないか。 

 

４．１．３ 調査結果等の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．１．３．１ 現状の評価 
(1) 裁判外の制度等の整備状況 

○ 行政及び医療機関による紛争予防等の取組 

＊ 医事関係訴訟が増加し，専門弁護士の活動も拡充する中，平成11年頃に社会の耳目を集める医療事故が

相次いで発生したことなどを契機として，厚生労働省を中心に，医療事故情報収集等事業や医療安全体制の

整備など，医療事故の予防という観点から様々な取組や制度整備がされた。これらは，直接的には医療事故

の予防を目的とするものであるが，これを通して紛争の予防も図られる関係にあり，この局面においては，

行政の取組は相当程度進展したといえよう。また，医療機関においても，医療安全に対する意識が高まって

おり，医師側と患者側の対話仲介者の設置等の取組がされるなど，医療事故ないし医事紛争の予防に関する

取組が，相当程度進められているものと考えられる。 

○ 医療ＡＤＲの状況 

＊ 後に見る建築分野の状況と異なり，医療ＡＤＲの法制化が進められるといった展開にはなっておらず，医

療ＡＤＲの整備は，各地の関係者の努力に委ねられている面がある。 

＊ もっとも，各地において整備されつつある医療ＡＤＲは，それぞれ独自の特色を発揮しつつ，機能し始め

ていることがうかがわれ，厚生労働省においても，医療ＡＤＲ機関連絡調整会議でこの動きがバックアップ

されているように思われる。また，前記コラムのとおり，医事関係訴訟委員会においては，今後の医療ＡＤ

Ｒについて，克服すべき様々な課題があるとしながら，まずは現状の医療ＡＤＲの利用率を高める努力をし

つつ，将来的には，課題を克服して，医療ＡＤＲで解決できる紛争の範囲が拡大することが望ましいとの意

見も示されるなど，今後の医療ＡＤＲの発展に対する期待が示されているところである。 

医事紛争については，多数の医事関係訴訟が提起されるなど，重要な紛争類型として認識される中で，

社会の耳目を集める医療事故が相次いで発生するなどし，世論が喚起されるなどして医療界や行政を動か

すに至ったことを背景に，行政や医療機関での医療安全の取組，医療ＡＤＲによる裁判外での紛争解決の

ための取組，医師賠償責任保険を通じた紛争解決，産科医療補償制度等の無過失補償制度の運用など，裁

判外の制度等の整備が相当程度進められている。フランスやドイツでは，我が国の医療ＡＤＲとは運営主

体や処理の在り方が異なっているが，医事紛争に関するＡＤＲが発展しており，我が国においても，医事

紛争の動向によっては，医療ＡＤＲが更に発展する可能性もあろう。 

そして，ＡＤＲと裁判の関係としては，争訟性がさほど高くない事件をＡＤＲで処理し，争訟性が高い

ものは裁判により処理するといった役割分担や，ＡＤＲにおいては，第三者的判断を訴訟で活用できるよ

うにし，裁判所においては，ＡＤＲでの事件処理の基準となるような質の高い法的判断を示すといった相

互連携の関係が機能することが望まれよう。 

もっとも，我が国の制度等の整備は始まって間もない段階であり，今後の動向を引き続き注視する必要

がある。また，今後，法曹人口の増加等を背景に医事紛争の外縁が広がるなどして医事関係訴訟の新受件

数が反転して増加する可能性もあり，医事関係訴訟の動向は予断を許さないものというべきである。 
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医療ＡＤＲの受理件数については，いまだ多いとまでいえる状況ではなく，医療ＡＤＲが医事関係訴訟の

動向に与える影響についても，統計上明確になっているとはいい難いが，医事関係訴訟の新受件数と比較し

ても一定の存在感を持つ程度の事件数にまでは至っており，今後の進展や訴訟に与える影響等が注視される

べきものと考えられる。 

○ 無過失補償制度（医薬品副作用被害救済制度，産科医療補償制度）の状況 

＊ 産科医療補償制度は，対象が産科に限られるとはいえ，公的な第三者機関が事故の原因分析等を行う仕組

みが設けられた点，医療（特に産科医療）にリスクが伴うことを前提にこのリスクを社会的に負担するとい

う観点から無過失補償制度が導入された点で重要な意義があるといえ，無過失補償制度について，産科以外

の分野への展開の可能性も注目される。 

＊ 産科医療補償制度は，施行後相当数の事件を処理しており，医事関係訴訟の事件数にも一定の影響を及ぼ

しているものと考えられる。また，原因分析の過程において過失の有無についても事実上明らかになること

もあり得ることから，それらが医事関係訴訟に与える影響が注目される。 

＊ 医薬品副作用被害救済制度については，医事ヒアリングにおいて，近時，要件の厳格な運用等により被害

者救済が十分ではない等の問題点が指摘もされてはいたが，申請件数は増加傾向にあり，相当程度の機能を

発揮しているものと評価できよう。 

○ 医師賠償責任保険が医事紛争の解決において果たしている役割 

＊ 医師賠償責任保険は，医師の間で広く浸透しているとのことであり，賠償金の支払原資の確保や支払基準

の明確化などの観点からみて，これが医事紛争の解決に大きな役割を果たしていることは疑いがないと思わ

れる。もっとも，医師賠償責任保険は，医療ＡＤＲと異なり，患者側からの申立てを認めていないこと，ま

た，仮に医療ＡＤＲで有責の判断が示されても，医師賠償責任保険の枠組みで無責と判断されると保険金が

支払われない仕組みとなっており，この点で医療ＡＤＲとの連携が不十分であることなどの問題点を指摘す

る意見も見られるところである。 

○ 紛争予防や裁判外での紛争解決の仕組みの整備に係る経緯 

＊ 以上のような紛争予防や紛争解決の仕組みが整備されるに至る背景事情としては，医事紛争の分野におけ

る専門弁護士層の発生，拡大があり，多数の訴訟事件が裁判所に持ち込まれるに至り，これが法的紛争の重

要な類型として認識される状況があったことを指摘できよう。そのような中で，社会の耳目を集める医療事

故が相次いで発生し，世論が喚起されたことが契機となって，紛争の予防や解決のために制度の整備が重要

であるという認識が社会内に広まり，これが医療界や行政を動かした結果，新たな仕組みが誕生し，機能し

始めるに至ったという流れを指摘できるように思われる。 

(2) 諸外国の状況 

＊ フランス・ドイツのいずれにおいても，医事関係訴訟の増加や賠償額の高騰に伴い，医事関係訴訟や保険が

機能不全に陥るといった，いわば医事紛争をめぐる危機的事態が生じていたことを受け，新たな紛争解決制度

が設けられ，医事紛争の解決に当たり大きな役割を果たすようになった経緯を指摘することができ，このよう

な制度整備に係る経緯は，我が国における近時の制度の整備の経緯ともやや類似した面がある。 

そして，フランスでは，医療行為について過失の有無の裁定を行うことを前提に，無過失補償の可能性も認

めた行政型ＡＤＲの仕組みが整備され，ドイツでは，医師会が運営主体となって，医師による鑑定を前提とす

る民間型（業界型）ＡＤＲが機能しており，いずれも我が国の医療ＡＤＲより多数の事件が処理されている。

これらの国々のＡＤＲは，我が国の医療ＡＤＲとは運営主体や処理の在り方が異なっているが，我が国よりも

多数の事件を処理している背景としては，我が国における医事関係訴訟のボリュームがフランス・ドイツと比

して相当小さいことも影響しているのではないかと思われ，今後の医事紛争の発生状況いかんによっては，社

会の関心が更に高まり，我が国の制度が更に進展していく可能性もなくはないであろう。 
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＊ なお，陪審制を採用するアメリカについては，トライアルに至るまでのコストの問題や陪審による判断の不

確実性の問題から，制度的にＡＤＲ一般が発展しやすい状況にあり，医事紛争についても，トライアルにまで

至る事件の割合は低く，多くの事件が一般的なＡＤＲの枠組みの下で解決されているようである。 

 

４．１．３．２ 課題及び展望 
○ 裁判外の制度等が医事関係訴訟に与える影響 

＊ 裁判との役割分担という観点では，争訟性がさほど高くない事件についてはＡＤＲで簡易迅速に，争訟性が

高いものは裁判によって適正に，それぞれ処理されるという形で役割分担をすることが考えられるところであ

り，多様な紛争処理手段が用意されることにより，国民の権利の適切な実現が可能になるといえよう。 

そして，ＡＤＲをはじめとする裁判外の制度等と裁判所との相互連携については，ＡＤＲにおいて専門家に

よる一定の第三者的な判断が示されれば，仮に当該ＡＤＲで紛争が解決できなかったとしても，その判断やこ

れに係る資料が訴訟の証拠となれば，その後の訴訟において審理促進の効果が生じ得る。この観点からは，産

科医療補償制度において作成された原因分析報告書は訴訟において大きな役割を果たし得ると推測されると

ころであり，今後の運用の在り方を注視する必要がある。もっとも，現在各地で整備されつつある医療ＡＤＲ

において，そこでの判断やこれに係る資料が訴訟において活用されているとの情報は得られていない。医療Ａ

ＤＲの現状としては，その仕組みが様々であり（例えば東京三弁護士会の医療ＡＤＲは医療専門家の入らない

対話型ＡＤＲであり，当該ＡＤＲが何らかの判断を示すことは予定されていない。），訴訟に与える影響につい

ては，その動向を長い目で見る必要があろう16。 

他方，裁判所においては，その示す法的判断が，ＡＤＲにおける事件処理の基準として用いられるという形

で，ＡＤＲと裁判所との相互連携を理解することができるものと思われ，ＡＤＲが裁判外で効果的に機能する

ためにも，裁判所が質の高い判断を示すことが求められよう。 

＊ また，厚生労働省が導入を検討している原因究明制度が設けられた場合には，医事紛争の解決の在り方に多

大の影響を与えると考えられるが，現在のところ，設置に向けた検討が続けられているところであり（前記４．

１．２(1)「○ 調査等での指摘」における「厚生労働省医政局担当者からの指摘」参照。），制度整備の動向

を引き続き注視していく必要があろう17。 

○ 医事紛争の動向についての展望 

＊ 行政を中心とした医療安全体制の整備，医療機関における医師側と患者側の対話仲介者の設置，各地に設置

されたＡＤＲによる一定数の事件処理，産科医療補償制度による産科分野での相当数の事件処理等により，相

当程度の数の医療紛争が，訴訟に至る前に解決される可能性はある。しかし，これらの制度整備の動きが始ま

って間もないこともあり，近時の医事関係訴訟の新受件数の減少が，上記の諸制度の整備によるものかについ

て確たることはいえず，今後も，医療ＡＤＲ等の諸制度の整備の動向と医事関係訴訟の事件動向への影響を引 

                                                                                                                                                                     
16 第４回報告書施策編では，民事訴訟事件一般に共通する長期化要因に関する施策のみならず，医事関係訴訟に特有の長期化要因

に関する施策においても，「ＡＤＲ機関の手続において作成された主張整理結果や証拠等を訴訟で活用できる制度の導入」として，「専

門家が関与するＡＤＲ機関で事案が整理された場合に特に有用性が高いことに照らし，ＡＤＲ機関の手続において提出された資料が後

の裁判ですべて開示されるとなると，当事者が積極的な資料提出を躊躇するのではないかといった指摘も視野に置きつつも，検討を

進める。」との施策を提示しているところであり（第４回報告書施策編45頁，26頁），今後の更なる検討が望まれよう。 
17 第４回報告書施策編では，「原因究明システムの構築」として，「中立な第三者機関による原因究明システムの構築について，関連す

る制度の状況も踏まえて，検討を進める。」との施策を提示しているところ（第４回報告書施策編45頁），厚生労働省に設置されている

「医療事故に係る調査の仕組み等のあり方に関する検討部会」では，医療事故に係る調査の仕組みの在り方について，立法も見据え

た検討が行われているところであり，現在行われている取組を引き続き注視していく必要があろう。 
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き続き注視する必要がある18。 

＊ 検証検討会の委員から，医事紛争を専門としない弁護士が，歯科や美容整形などの医事紛争を取り扱うこと

が増えていくことで，今後，医事紛争の外縁は広がっていくのではないかとの指摘がされたところであり，こ

うした弁護士の活動も，医事紛争の動向に影響を与える可能性がある。そして，今後，法曹人口の増加等をも

背景にして医事紛争の外縁が広がれば，医事紛争の顕在化や多様化が進み，医事関係訴訟の新受件数が反転し

て増加する可能性もあるといえ，この点でも，今後の医事関係訴訟の動向については，予断を許さないものと

いうべきである。 

なお，医事紛争を専門としない弁護士の参入に関し，医事ヒアリングにおいては，専門弁護士制度の創設が

急務ではないかとの指摘もされたところであり，今後の医事紛争をめぐる専門弁護士の動向については注視す

る必要があろう19。 

                                                                                                                                                                     
18 第４回報告書施策編では，「医療ＡＤＲの活動の充実」として，「医事関係訴訟においても，ＡＤＲの活動を充実させ，その活用を図るこ

とについて，裁判所とＡＤＲとの適切な役割分担の在り方を踏まえながら，検討を進める。」との施策を提示しているところ（第４回報告書

施策編 45 頁），関係機関等において医療ＡＤＲに関する議論や検討が進められているところであり，医療ＡＤＲの更なる活動の充実が

期待される。 
19 第４回報告書施策編では，「弁護士が専門的なスキルを有していることを認定する制度の創設」として，「弁護士が専門的なスキルを

有していることを認定する制度の創設や，その認定に関する情報を国民に適切に伝達するための方策について，実現に向けた実務上

の問題点も踏まえつつ，検討を進める。」との施策を提示しているところであり（第４回報告書施策編35頁），今後の議論が望まれよう。 
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＜第４章の１「医事紛争」＞

制度整備に係る経緯

　医事関係訴訟の動向

  制度等の整備の
　具体的経緯

社会的関心の高まり
　医療事故・医療ミスの報道件数の増加
　医療事故の警察届出件数の増加

相次ぐ医療事故の発生
　　平成11年に社会の耳目を
　　集める事故が発生

諸制度の整備の現状

行政による医療安全の推進

医療安全推進総合対策の策定

医療事故情報収集等事業の 始

医療安全支援センターの設置

医療に関する教育の推進

医療機関の取組

医療安全管理の取組

医療対話仲介者の配置

医療ＡＤＲの動向

医療ＡＤＲ機関連絡調整会議の設置

 弁護士会・ＮＰＯ法人・医師会が運営
　　→　一定数の事件を受理

医師賠償責任保険の役割

賠償責任保険の浸透

保険の紛争解決機能

日医医賠責保険による紛争解決
　　→賠償責任審査会での判定

医事関係訴訟の増加，保険料の高騰などが社会問題化する中でＡＤＲが発展

無過失補償制度の現状

　 産科医療補償制度の開始
       →相当数の事件処理

   医薬品副作用被害救済制度
       →利用件数の増加

諸外国の状況

フランス

国費による行政型ＡＤＲ

裁定と無過失補償の組合せ

保険とＡＤＲとの連携

ドイツ

医師会が設置・運営

 鑑定を前提とする裁定
   →当事者間での解決を促進

制度等の現状

制度整備は始まって間もない

アメリカ

トライアルの回避・早期解決
→　ＡＤＲの利用

民間型ＡＤＲの発展

課題及び展望

課
題

医事紛争の動向

医療ＡＤＲの更なる充実
無過失補償制度の拡充
医療事故調査制度の創設など

裁判外の制度等について，今後の更なる整備を注視する必要がある
医事紛争の外縁の拡大等による事件数等への影響にも注視が必要

弁護士の増加・活動の広がり

医事紛争の外縁が拡大する可能性

平成１６年までの事件増 専門弁護士層の形成
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４．２．１ 主な調査結果等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

４．２．１．１ 制度整備に係る経緯 
 
 

 

 

 

 

建築ヒアリング等では，以下のような事実関係が示された。 

○ 建築関係訴訟の新受件数の動向 

＊ 建築関係訴訟の新受件数は【図１】のとおりであり，平成18年以降増加して平成21年の2489件となった

後，同年以降緩やかな減少傾向が続いているが，なお，新受件数は年間2000件を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築紛争を対象とした社会的要因の調査として，第44回検証検討会において，国土交通省住宅局担当者，

日弁連住宅紛争処理機関検討委員会担当者（弁護士），建築紛争に造詣の深い法学部教授（弁護士・一級建

築士）を講師としたヒアリング調査（建築ヒアリング）を実施するとともに，事務局において，フランス，

ドイツ及びアメリカの各国における建築紛争に焦点を絞った実情調査（国外紛争類型別調査）及び中古住宅

売買及びリフォーム工事を対象とする瑕疵担保責任保険の動向等について国土交通省住宅局担当者へのイ

ンタビューを中心とする保険制度についての基礎的な調査（保険制度に関する基礎調査）を行った。 

これらの調査においても，医事紛争と同様，紛争の予防あるいは裁判外での解決のための様々な制度が

整備されてきた経緯が紹介されるとともに，それが現状としてどのように機能し，どのような課題があると

されているのかなどが紹介されたところであるので，建築紛争の主な調査結果等を整理するに当たっても，

医事紛争における整理と同様，建築関係訴訟の動向も含めた諸制度の整備に係る経緯について確認した上

で，建築紛争の予防ないし解決に関する諸制度の整備の現状，諸外国の状況及び課題について，各種調査に

おいて示された事実関係や意見等を整理して指摘したい。 

建築紛争の分野において裁判外の制度等が整備された背景としては，多数の訴訟事件が裁判所に持ち込ま

れるなどして法的紛争の重要な類型として認識される状況の中，社会の耳目を集める欠陥住宅問題が発生

し，世論が喚起されたことを契機に，建築紛争の予防や解決のための制度整備への要請が社会内で高まり，

これが建築業界や行政を動かすに至ったという，医事紛争と類似の流れを指摘することができよう。 

４．２ 建築紛争 

【図１】　新受件数の推移（建築関係訴訟）
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＊ 建築紛争は専門弁護士層が形成されてきた紛争類型と考えられるが1，建築関係訴訟の代理人選任率は，【図

２】のとおり高く，特に瑕疵主張ありの事件では双方に代理人が選任されている割合は８割を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 社会の耳目を集める事件の発生と制度の整備 

＊ 平成９年の建築基準法改正に関する国会審議において，欠陥住宅対策の強化について指摘がされていたが，

秋田県木造住宅株式会社の欠陥住宅問題（第三セクターである秋田県木造住宅株式会社及びその子会社が，

首都圏で高品質の木造住宅をうたい文句に多数の欠陥住宅を建築・販売した上，多額の負債を抱えて平成 10

年２月に東京地裁で破産宣告を受けた問題｡欠陥住宅の被害の実態が広く報道された。）が明らかとなり，欠

陥住宅の問題が社会問題化した。 

 こうした事情を背景に，品確法が制定（平成11年６月23日公布，平成12年４月１日施行）された。 

＊ 平成17年に，いわゆる構造計算書偽装問題（一級建築士が構造計算書を偽造し，耐震基準を満たさないマ

ンションなどの建造物が建築された問題。）が発生したが，その際，住宅事業者の倒産により瑕疵担保責任が

履行されない事案が発生し，事業者において瑕疵担保責任の履行に必要な資力が確保されていなければ，住

宅取得者の実質的な救済が図れないことが問題となった。 

こうした問題が明らかとなったことを受け，瑕疵担保履行法が制定（平成19年５月30日公布，平成21年

10月１日施行）された。 

                                                                                                                                                                     
1 例えば，平成７年に発生した阪神大震災を契機に欠陥住宅問題が社会問題化したことから，日弁連の消費者問題対策委員会において，

土地・住宅問題に消費者の視点から取り組むことを目的とした土地住宅部会が設置され，平成８年に土地住宅部会の構成員が中心と

なり，「欠陥住宅被害全国連絡協議会」（欠陥住宅全国ネット）が結成されている（同協議会のホームページを参照）。 

【図２】　代理人選任率の推移（建築関係訴訟）

※　建築関係訴訟には，建築瑕疵損害賠償事件（建物建築に関する設計，監理，施工等につき瑕疵があったと主張
     し，その瑕疵に基づく損害賠償を求める事件）と建築請負代金事件（建物建築に関する請負代金，工事代金，設
     計料，報酬金等を請求する事件）があり，建築請負代金事件には，建物の不具合（瑕疵）を巡る主張のあるもの
     とそうでないものとがある。建築瑕疵損害賠償事件と瑕疵主張のある建築請負代金事件を「瑕疵主張のある建
     築関係訴訟」と，瑕疵主張のない建築請負代金事件を「瑕疵主張のない建築関係訴訟」と分類する。

〈全体〉

63.2 64.2 61.7 62.7 66.3 64.6 63.1

21.3 21.8 23.2 21.9 20.0 20.7 23.7

6.4 5.5 5.5 4.6 4.8 5.5 5.4
9.1 8.5 9.6 10.8 8.9 9.2 7.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年

双方 原告側のみ 被告側のみ 本人による

〈瑕疵主張あり〉

79.7 81.0 81.5 82.9 83.6 82.7 82.3

11.4 11.2 11.3 9.8 9.1 9.9 9.9
6.0 4.8 4.1 4.6 5.5 5.0 5.0

2.83.0 2.9 3.1 2.7 1.9 2.4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年

双方 原告側のみ 被告側のみ 本人による



 116

○ 建築業界の市場動向 

＊ 新築住宅着工戸数の推移は【図３】のとおりであるが，平成 23 年における新築住宅の着工戸数は 83.4 万

戸であり，２年連続で増加しているものの，100 万戸を超えていた平成 20 年以前に比べると低い水準で推移

している。人口動態等も考慮すれば，市場規模自体が拡大することはないものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 全住宅流通量（新築住宅の着工数と既存住宅の流通戸数との合計数）に占める既存住宅（中古住宅）の流

通戸数の割合は，【図４】のとおり 13.5％（平成 20 年）となっており，アメリカやイギリスの６分の１，フ

ランスの５分の１程度の低い水準にとどまっているが，既存住宅の流通シェアは大きくなりつつある。また，

住宅リフォームの市場規模は，【図５】のとおり，平成８年に約９兆円とピークを迎え，近年は約６兆円前後

で推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図３】　新築住宅着工戸数の推移

※　第44回検証検討会（建築ヒアリング）で国土交通省住宅局住宅生産課から提供を受けた資料による。
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【図４】　既存住宅流通シェアの推移

※　第44回検証検討会（建築ヒアリング）で聴取者から提供を受けた資料（総務省「住宅・土地統計調査」及び
   　国土交通省「住宅着工統計」に基づくもの）による。
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＊ 経済情勢等を考慮すれば，従来のような新築住宅中心の住宅需要は今後変化する可能性があり，国土交通

省においても，中古住宅の流通市場及びリフォーム市場の拡大を成長戦略として位置付けている2。 

 

４．２．１．２ 諸制度の整備の現状 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 品確法による制度整備の状況 

 建築ヒアリングでは，以下のような事実関係が示された。 

○ 瑕疵担保責任の特例の規定 

＊ 品確法により，民法上の瑕疵担保責任の特例として，住宅を新築する建設工事の請負契約においては，

新築住宅の供給事業者（請負人又は売主）は，構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部分（以

                                                                                                                                                                     
2 国土交通省「中古住宅・リフォームトータルプラン」（平成24年３月）参照。 

品確法では，請負契約ないし売買契約において示された住宅の性能を確保するため，住宅性能表示制度

が創設されるとともに，民法上の瑕疵担保責任の特例として，新築住宅の供給事業者が，住宅の基本構造

部分について引渡し時から10年間の瑕疵担保責任を負うこととされた。また，瑕疵担保履行法では，品確

法で定められた瑕疵担保責任の履行を確保するための資力確保措置として，新築住宅の供給事業者に対し，

住宅瑕疵担保保証金の供託又は住宅瑕疵担保責任保険への加入が義務付けられ，保険の引受主体として住

宅瑕疵担保責任保険法人の指定がされた。なお，住宅瑕疵担保責任保険では，保険加入に際し建築士によ

る実地検査が実施されるため，瑕疵の予防も期待される。また，近時は，中古住宅売買やリフォーム工事

を対象とした瑕疵担責任保険が，普及は今後の課題ではあるが，任意保険として販売されている。 

裁判外での紛争解決手続としては，建築ＡＤＲが創設され，指定住宅紛争処理機関に指定された全国の

弁護士会に住宅紛争審査会が設置されている。また，弁護士会では，無料の専門家相談が開始され，紛争

処理業務を支援する機関である住宅紛争処理支援センターの電話相談や建築ＡＤＲと連携し，紛争解決プ

ロセスの一つとして機能している。 

さらに，中小規模の事業者，特に零細事業者では契約書や設計図書を作成しない場合があるが，こうし

た建築業界の慣行等の改善に向けた取組も行われている。 

【図５】　住宅リフォームの市場規模（推計）の推移

※　第44回検証検討会（建築ヒアリング）で聴取者から提供を受けた資料（公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支
　   援センターによる推計に基づくもの）による。

※　推計には，分譲マンションの大規模修繕等共用部分のリフォーム，賃貸住宅所有者による賃貸住宅のリフォー
　   ム，外構等のエクステリア工事は含まれない。

※　「広義のリフォーム金額」は，戸数増を伴う増築・改築工事費と，リフォーム関連の家庭用耐久消費財，インテリア
   　商品等の購入費を加えた金額である。
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下「基本構造部分」という。）について，注文者又は買主に引き渡した時から強制的に 10 年間の瑕疵担保

責任を負う旨が規定された。 

 ○ 住宅性能表示制度の創設 

＊ 住宅の性能に関する共通の基準が欠如していたことから，示された性能が実現できているかが不明確と

なり，このことがトラブルの原因の一つとなっていたため，品確法において，住宅性能表示制度が創設さ

れた。 

具体的には，国の登録を受けた第三者機関である「登録住宅性能評価機関」が評価を行い，国が定めた

基準（日本住宅性能表示基準）に適合する住宅について住宅性能評価書（設計段階の評価については「設

計住宅性能評価書」，完成段階の評価については「建設住宅性能評価書」）が交付され，契約当事者が，住

宅性能評価書やその写しを請負契約書や売買契約書に添付した場合には，請負人又は売主が請負契約書又

は売買契約書において反対の意思を表示しない限り，住宅性能評価書に表示された性能を有する住宅とし

て契約を締結したものとみなされることが規定された。 

＊ 建設住宅性能評価書の交付状況は【図６】のとおりであり，平成12年 10月から平成24年４月までの累

計で，約141万件となっている。新築住宅の着工戸数に占める建設住宅性能評価書の交付を受けた住宅（以

下「評価住宅」という。）の割合については，国土交通省では50％を目標としているが，平成23年度は19.6％

にとどまっており，平成19年度以降，20％前後で推移する状況が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 瑕疵担保責任保険の状況 

建築ヒアリング及び保険制度の基礎調査では，以下のような事実関係が示された。 

○ 新築住宅についての法整備（瑕疵担保履行法による資力確保措置の義務付け） 

＊ 瑕疵担保履行法では，品確法に基づく瑕疵担保責任の履行を確保するため，新築住宅の供給事業者（請

負人又は売主）に対し，資力確保措置として，住宅瑕疵担保保証金の供託又は住宅瑕疵担保責任保険への

加入が義務付けられ，同保険の引受主体として住宅瑕疵担保責任保険法人（以下「保険法人」という。）の

指定がされた。なお，これに違反した場合には，瑕疵担保履行法に基づく罰則が科されるほか，宅地建物

取引業法に基づく監督処分等も課される。 

＊ 平成23年度上半期（４月～９月）における住宅着工戸数に占める住宅瑕疵担保責任保険の申込件数の割

合は，【図７】のとおり約 55％となっており，残りの住宅では住宅瑕疵担保保証金の供託がされているが，

供託を利用している事業者の多くは大手の事業者であり，事業者数から見れば，ほとんどの事業者が保険

制度を利用している。なお，住宅瑕疵担保保証金の供託により資力を確保する場合には，過去10年間に引

き渡した新築住宅の戸数等に応じて算定される金額を供託することとなっている。 

【図６】　建設住宅性能評価を受けた住宅戸数の推移
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＊ 住宅瑕疵担保責任保険では，保険加入に際し，保険法人において建築士を現地に派遣し，瑕疵の発生を

防止するための実地検査が実施される枠組みとなっており，検査と一体的に保険の引受けができる保険法

人として５つの法人が指定され，住宅瑕疵担保責任保険の引受主体の整備がされた。 

＊ 住宅瑕疵担保責任保険は，新築住宅の基本構造部分を対象とし，保険期間は10年，支払保険金の上限は

基本的に2000万円（オプションでこれを超える契約をすることも可能）とされている。また，事業者の自

己負担部分は20％（事業者の倒産時には100％が保険によりてん補される）とされている。 

○ 中古住宅売買・リフォーム工事に関する保険の整備 

＊ 新築住宅に対応する住宅瑕疵担保責任保険の仕組み（実地検査の実施を前提とする保険を保険法人が引

き受ける枠組み）を，新築住宅のみならずリフォーム工事や中古住宅の売買にも活用すべく，平成22年４

月頃から，保険法人において，任意保険として，中古住宅売買やリフォーム工事を対象とした瑕疵担責任

保険の商品（以下「リフォーム保険等」という。）が販売されるようになった。 

＊ リフォーム保険等も，新築住宅における住宅瑕疵担保責任保険と同様，実地検査の実施を前提とした保

険商品となっており，瑕疵があった場合には事業者に補修費用相当の保険金が支払われる仕組みが採られ

ている。 

＊ リフォーム保険等の種類としては，「リフォーム瑕疵保険」，「大規模修繕工事瑕疵保険」，「既存住宅売買

瑕疵保険」などがある3。リフォーム瑕疵保険は国土交通省が主導して開発された商品といえるが，取引実

態に即した保険商品を開発することが普及の面でも重要なことから，各保険法人において保険商品の開発

が行われており，中古住宅売買とリフォーム工事の複合型保険などの新しい保険商品が，開発能力の高い

法人によって販売されるようになっている。 

＊ 中古物件の流通件数は年間約17万件となっており（平成20年），中古住宅売買の瑕疵保険の普及率は数％

にすぎない。また，リフォーム瑕疵保険の普及率は，リフォーム工事の件数（母数）の把握が難しいが，

母数を広くとると１％に満たないものと考えられる。 

＊ 平成 24 年３月に，国土交通省において，新築中心からストック型の住宅市場に転換することを目指し，

中古住宅流通やリフォーム市場の環境整備等を推進する目的で「中古住宅・リフォームトータルプラン」

が策定され，既存住宅（中古住宅）の売買に関する瑕疵保険については，平成32 年度までに中古住宅流通

                                                                                                                                                                     
3 平成24年４月時点の保険申込件数は，リフォーム瑕疵保険が1万3478件，大規模修繕工事瑕疵保険が665件，既存住宅売買瑕

疵保険の宅建業者売買用保険が5810件，既存住宅売買瑕疵保険の個人間売買用保険が1599件である（保険制度に関する基礎調

査で国土交通省住宅局住宅生産課から提供を受けた資料による）。 

【図７】　特定住宅瑕疵担保責任保険の利用状況

※　第44回検証検討会（建築ヒアリング）で国土交通省住宅局住宅生産課から提供を受けた資料による。

※　「１Ｑ」，「２Ｑ」は「第１四半期」「第２四半期」の略である。

※　保険加入割合は，保険申込件数／住宅着工戸数で算出した。
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量に占める割合を 20％とすること，基本的性能に関する部分のリフォーム工事に関する瑕疵保険について

は，リフォーム実施件数に占める加入件数の割合を平成 32 年度までに 30％とすることが目標として設定

された4。 

○ 保険による紛争予防効果 

＊ 建築瑕疵に関する保険は，保険加入に当たって建築士による実地検査が実施されるが，これにより不適

合と判定されれば，補修した上で保険に加入するため，検査を通じて将来の瑕疵をめぐる紛争を予防する

ことができると思われる。また，検査の実施自体が，事業者への心理的な牽制となり，この点でも瑕疵の

予防につながっているものと思われる。 

＊ 新築住宅に関する住宅瑕疵担保責任保険における，被保険者等から保険法人に対する保険事故の発生報

告件数は，同保険の販売が開始された平成 20 年４月から平成 24 年４月末時点までの累計で 720 件となっ

ており，そのうち 388 件が保険事故として確定した。新築住宅において住宅瑕疵担保責任保険を導入する

際，保険事故の発生率について，従前から利用されていた類似の保険商品における最大手の会社の10年平

均の保険事故の発生率を参考に 0.75％と想定されていたが，上記時点での保険事故の発生率は 0.032％で

あり，想定を大きく下回っている。 

(3) 裁判外での紛争処理制度の状況 

建築ヒアリング及び保険制度の基礎調査によれば，以下のような事実関係等が示された。 

○ 建築ＡＤＲの整備 

＊ 品確法に基づき，紛争の簡易・迅速な処理を図るため，評価住宅を対象にした裁判外紛争解決手続が整備

され，全国の弁護士会が「指定住宅紛争処理機関」として指定されるとともに，各弁護士会において「住宅

紛争審査会」が設置され，評価住宅を対象に，弁護士及び一級建築士を紛争処理委員として裁判外で紛争の

あっせん，調停及び仲裁の業務を行う建築ＡＤＲの運用が開始された。また，紛争処理業務を支援する機関

として，品確法に基づき，財団法人（現在は公益財団法人）住宅リフォーム・紛争処理支援センターが，「住

宅紛争処理支援センター」（品確法82条）に指定された。 

＊ 保険金支払いの前提となる瑕疵をめぐる紛争の簡易・迅速な解決を図るため，瑕疵担保履行法に基づく住

宅瑕疵担保責任保険を付された住宅（以下「保険付き住宅」という。）についても，建築ＡＤＲの対象に加

えられた。 

＊ 建築ＡＤＲの受理件数は，【図８】のとおり，平成23年度が105件（平成22年度は年間72件）となって

おり，保険付き住宅に関する事案を中心に増加傾向にある。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊ 平成12年４月から平成24年２月末までの申請件数は356件であり，終局件数は285件である。そのうち

                                                                                                                                                                     
4 国土交通省・前掲脚注２・12頁，14頁参照。 

【図８】　評価住宅及び保険付き住宅に係る住宅紛争処理の受付件数の推移

※　保険制度に関する基礎調査で国土交通省住宅局住宅生産課から提供を受けた資料による。

※　平成24年度は同年６月30日までの件数である。
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約55％に当たる158件が調停等の成立により解決している。 

＊ 評価住宅又は保険付き住宅を前提とする建築ＡＤＲでは，登録性能評価機関や保険法人に紛争処理業務に

必要な資料の提出を求めることができるため，客観的証拠の不足による審理の長期化という問題を緩和す

る効果が期待できる。 

○ 電話相談及び専門家相談 

＊ 住宅紛争処理支援センターでは，建築士を相談員とする無料での電話相談を実施しており，その相談件数

は，【図９】のとおり，増加傾向にある。また，弁護士会は，住宅紛争審査会の運営に加え，平成22年から，

評価住宅，保険付き住宅及び住宅のリフォームに関する紛争について，住宅紛争処理支援センターでの電話

相談とも連携し，弁護士及び建築士による無料の専門家相談を行っており，その実施件数も，【図10】のと

おり，平成22年度は631件，平成23年度は909件と増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 相談結果については，評価住宅，保険付

き住宅及びリフォームに関するいずれの

相談についても，相談のみで終了したもの

が半数を超えている（もっとも，その後，

訴訟を提起したかどうか等の追跡調査は

実施されていない。）。相談においては，評

価住宅及び保険付き住宅については建築

ＡＤＲを紹介することも少なくなく，専門

家相談及び住宅紛争処理支援センターの

電話相談は，建築紛争の解決プロセスにお

いて一連のものとして機能している。 

(4) 建築業界における取組状況 

建築ヒアリング等では，以下のような事実関係等が示された。 

 ○ 建築業界の慣行ないし業界内部の環境 

＊ 中小規模の事業者，特に零細事業者では契約書や設計図書を作成しない場合がある。契約書を作成しな

い理由として，今まで契約という観念の乏しい業界であったこと，工期が短い仕事が多いこと，ある程度

の経験を有する大工であれば図面がなくても経験だけで作れてしまうことなどが挙げられる。 
＊ 情報が設計者や施工業者に偏在している上，情報が専門的であるため，建築主に説明しても理解を得る

【図９】　公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センターの電話相談の状況

※　保険制度に関する基礎調査で国土交通省住宅局住宅生産課から提供を受けた資料による。

※　知見相談とは，住宅に関する技術，法律，知識，情報などの一般的な相談及び検査機関などの照会である。

※　新築住宅不具合等相談とは，住宅（中古を含む。）に不具合があったり，瑕疵のあることが疑われる相談及び
　   契約トラブルの相談 ある。
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【図１０】　公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援セン
            ターにおける弁護士等による無料専門家相談の
            状況
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ことが容易でない。また，建築主は，往々にして過大な意識・期待を抱きがちであり，予算に照応した限

界を意識しない傾向にある一方で，設計者や施工者は，予算に照応した限界を前提に行動するため，両者

の間にズレが生じやすい。 
 ○ 紛争予防の取組 

＊ 契約書のひな形となる約款について，建設業法に基づき建設工事の標準請負契約約款について審議を行

う中央建設業審議会や建築士の任意加入団体等による改正が進められている。 
＊ 建築士の任意加入団体において，建築相談や苦情相談を実施しているほか，国土交通省において，建設

業法に違反している建設業者に関する情報の通報を受け付ける駆け込みホットラインを設置している。 
＊ 社団法人日本建築学会（以下「日本建築学会」という。）の設立した司法支援建築会議において，建築紛

争情報の調査・分析を進めるとともに，建築関係の技術的事項に関する学会規準類の整備を検討しており，

国土交通省においても，報酬基準や各種ガイドラインを制定している。もっとも，建設業者の規模は大小

様々であるため，規準等を全ての業者に適用するのは困難である。 

○ 司法支援建築会議における取組 

 ＊ 日本建築学会と最高裁判所においては，建築紛争を合理的期間内に適正に解決するためには，建築界と法

曹界との相互理解と継続的な協力関係の構築が不可欠であり，また，こうした関係を築き，建築紛争の実情

についての認識が共有されることで，ひいては建築紛争の予防にもつながるという認識の下，平成11年か

ら，建築紛争の予防につながるような情報等について意見交換が開始された。さらに，この意見交換を契機

として，建築界と法曹界との継続的な協力関係を構築するための組織が必要であるとの認識の下，平成 12

年６月，日本建築学会内部に司法への支援協力のための組織である「司法支援建築会議」が設立された5。 

＊ 司法支援建築会議では，日本建築学会の社会貢献活動として，鑑定人，民事調停委員及び専門委員の推薦，

裁判所との情報交換，建築紛争の学術的な調査分析と，その成果の建築関係者等への還元，講演会の開催や

建築紛争の解決に資する文献の出版活動等が行われてきている6。法曹界と専門家団体との連携の在り方を

考える上で参考になるものと思われる。 

 

４．２．１．３ 諸外国の状況 
 

 

 

 

 

 

 

国外紛争類型別調査では，以下の事実関係が示された。 

(1) フランスの状況 
○ 保険の機能 

＊ フランスでは，約200年前（ナポレオン民法典の時代）から，民法上，施主は建築物の引渡しから10年

間の瑕疵保証（以下「10年保証」という。）を受けられるとされてきたが，1978年の法律（通称「スピネッ

タ法」）により，設計者，施工者，建築業者等が10年保証に対応した瑕疵担保責任を負う旨が明示され，さ

                                                                                                                                                                     
5 司法支援建築会議の設置に至る経緯等については，建築関係訴訟委員会答申（平成17年６月）参照。 
6 司法支援建築会議の活動内容等については，日本建築学会「司法支援建築会議会報 No.11」（平成 24 年８月），仙田満「建築紛争の

法的解決」Journal of Architecture and Building Science Vol.126 No.1615 53頁（平成23年）等を参照。 

建築紛争の処理に関し，フランス，ドイツ及びアメリカの各国に共通する特徴として，施工業者の保険加

入を前提に，当事者間での交渉ないし当事者間の合意によって行う任意の調停等により，多くの紛争が裁判

外で解決されており，契約書で紛争解決方法を定めておくことも多い点を指摘できる。特に，フランスでは，

施主と施工業者の双方に保険加入義務があり，双方の保険会社相互間で実質的な紛争解決が図られるという

興味深い仕組みが採られている。 
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らに，施工業者等に対して10年保証を担保するために瑕疵担保責任保険への加入が義務付けられるととも

に，施主に対して，修補費用の支払を保証する建造物損害保険への加入が義務付けられた。 

＊ 施主が加入する建造物損害保険は，対象となる瑕疵が生じている場合に，あらかじめ施主に修補費用を支

払うものであり，施工業者が加入する瑕疵担保責任保険と対応関係にある。 

○ 保険による紛争解決の状況 

＊ 10年保証の対象となるような瑕疵が明らかになった場合，施主の保険会社は，60日以内に保険金を支払

うか否かの立場を明らかにし，更に30日以内に保険金の支給額を提示しなければならないこととされてい

るため，施主としては，保険会社の対応を前提に早期に紛争解決の方針を決めることができる。その後，施

主の保険会社から施工業者の保険会社に対し，修補費用相当額の求償請求がされ，瑕疵によって生じた損害

の分担（責任の所在）に係る紛争は，保険会社相互間で処理されることとなる。 

＊ 10 年保証の対象となる瑕疵は，一定の重大性・深刻性を備えていることが要件となっており，具体的に

は，①建造物の堅固性に関する瑕疵，②建造物がその目的に適合しなくなるような瑕疵のいずれかに該当す

ることが必要とされている。また，建築事業は，「建物の建築」と「土木工事」とに大きく分類することが

できるが，このうち，「建物の建築」については，保険加入義務の規定が適用され，「土木工事」については，

保険加入義務が法定されていない。そのため，土木工事においては，保険に加入しない業者も少なくないよ

うであるが，この場合も，瑕疵等による損害が発生することに備え，工事の予算に損害引当金が組み込まれ

ているのが通常であり，これによって紛争解決が図られている。 

＊ 施工業者の保険加入率については，例外の存在を否定することはできないとしても，基本的に100％と考

えられるが，施主の保険加入率は，新築工事の場合で80％，補修工事の場合で30～40％程度にとどまって

いるようである。施主の保険加入率が低い理由としては，保険料の負担を回避したいという動機によるもの

のほか，保険加入が義務であること自体が認識されていないこともあるようである。なお，保険加入義務に

違反した場合には刑事罰が規定されているが，実際にこれが適用されることはないようである。  

○ ＡＤＲの利用状況 

＊ 裁判外での紛争解決方法としては，当事者間での直接の示談交渉による和解，調停，仲裁が考えられるが，

フランスでは，施主と施工業者の双方に保険加入義務があり，建築関係の保険制度が整備されているため，

紛争解決手段としても，保険会社相互での示談交渉（直接交渉）が中心となっている。 

＊ 他方，フランスでは，10 年ほど前から，調停が紛争解決手段として注目されているようであるが，調停

の利用は少ないようであり，調停については，和解を模索する際の補助手段という位置付けであって，和解

まで「もう一押し」というときに，第三者の力を借りるために調停を用いるとの指摘がされた。 

＊ フランスでは，フランス民事訴訟法 131 条の１から 131 条の 15 に規定のある裁判所の調停（médiation 

judiciaire，以下「司法調停」という。）は余り利用されておらず，契約に基づく調停の手法が用いられて

いる。 

＊ 工期中の問題に対する備えとしては，あらかじめ契約に調停条項を設けておき，契約上の調停人が工事現

場に赴いて解決策を模索する手法が用いられている。その際の調停人として，控訴院に登録されている鑑定

人等の建築の専門家を指定することで，技術的な問題も含めた解決が図られている。 

建築物の引渡後に瑕疵が問題となった場合は，10 年保証の対象となる瑕疵であれば保険によって問題の

処理が図られるが，10 年保証の対象になるか否かが争いになることもあるため，請負契約上に，話合いに

よって鑑定人を選任し，当該鑑定人による鑑定結果に基づいて解決案を示すことに合意する旨の建築保険解

決契約（Convention de Règlements des Assurances Construction：ＣＲＡＣ）と呼ばれる条項（ＣＲＡＣ

条項）を設けることで，裁判外での紛争処理が図られている。 

＊ フランスの司法調停では，当事者間で合意がされれば，裁判所が調停命令書を出すことで事件が調停に付
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され，裁判所においてパリ調停・仲裁センター（Centre de Médiation et d'Arbitrage de Paris：ＣＭＡ

Ｐ）やヨーロッパ調停協会（Association des Médiateurs Européens：ＡＭＥ）などに依頼し，事案にふさ

わしい調停人が選任されている。司法調停では，裁判官は関与せず，調停人も裁判官に対して守秘義務を負

っているなど，守秘義務の下で自由に話をする場としての位置付けが重視されており，調停が不成立になり

訴訟に至った場合でも，調停資料等が当該訴訟を担当する裁判官に伝達されることはない。 

フランスでは，司法調停は浸透しておらず，パリ大審裁判所建築部では，調停を支持する立場の裁判官で

も調停の手持ち事件数は数件程度であり，一般的な裁判官は，司法調停を全く利用していないようである。

司法調停が浸透しない背景として，調停を利用するには当事者の合意が必要であるところ，建築紛争は，設

計士，建築士，施工業者など，当事者の数が多くなるため，必ず調停に反対する当事者が出てくるという点

などが指摘されている。 

(2) ドイツの状況 

○ 保険の機能 

＊ ドイツでは，施主側に保険加入義務はなく，施工業者が保険加入義務を負うか否かは州によって異なっ

ているが，多くの州で施工業者に保険加入が義務付けられている。また，施工業者は，保険加入義務の有

無にかかわらず，原則として賠償責任保険（瑕疵担保責任保険）に加入しており，施工業者の保険加入率

は100％と考えられている。 

＊ 建築紛争が生じた場合，通常は，施工業者の保険会社と施主との間で任意交渉（弁護士を通じての交渉）

が行われ，実際に多くの事案が，保険会社と施主との任意交渉によって和解に至っている。保険会社では，

裁判外での紛争解決が目指され，施工業者が過失を認めていれば，保険会社において相手方（施主）との

間で賠償金の交渉を行うことになるが，責任の所在に争いがある場合には鑑定が実施され，保険会社が保

険金の支払を拒絶する場合には，訴訟での解決となる7。 

＊ 任意交渉の段階でも，責任の所在に問題がある事案については，保険会社の費用負担で鑑定が実施され

ているが，この場合も，鑑定人を商工会議所や手工業会議所の鑑定人候補者名簿から選任することで，鑑

定の信頼性・中立性の確保が図られている8。また，鑑定では，鑑定人が実際に当事者を交えて調査を行う

ので，その過程で和解が成立する場合も少なくないようである。 

＊ 賠償責任保険の保険料は，年間の報酬額，売上高，建築費などを考慮して算定されており，1000 ユーロ

～５万ユーロが一般的である。また，保険金額は，100 万～300 万ユーロ程度とされるのが一般的である。

もっとも，大型のプロジェクトとなると，保険料及び保険金額は更に高額となる。 

保険金の支払額については，建築紛争の場合，家屋の一部に瑕疵がある程度の事案であれば修補すれば

足りるため，保険金の支払額が大きくなることは少ない。具体的には，支払額が２万～４万ユーロ程度の

事案が多く，50万ユーロを超える事案は少ない。なお，施工業者側の自己責任として2500ユーロは自己負

担額とされている。 

○ ＡＤＲの利用状況 

＊ 一般に，ドイツでは，医師会の調停・鑑定所は成功していると評価されているが，「その他の裁判外紛争

解決機関は必ずしも十分に利用されているとはいえない。特に，建築関係の調停機関は，建築紛争を内容

とする訴訟件数が多いにもかかわらず，ごくわずかの利用件数にとどまっており，十分に活用されている

とは言い難い」と評価されている9。なお，バイエルン州建築士会（Bayerische Architektenkammer）では，

                                                                                                                                                                     
7 裁判になった場合，施主側が証拠保全を申し立てるのが通常であるが，証拠保全では，鑑定人が選任され，証拠を保全した上で鑑定

意見が出され，この段階で，ほとんどの事件が和解に至っているようである。 
8 鑑定人名簿に登載された鑑定人は，当該分野の専門家として公認されていることを意味しており，鑑定結果についての信用性の担保に

なっている。 
9 岡崎克彦・前掲４．１．１．３脚注 11・(1)の 25 頁参照。なお，国外紛争類型別調査における施工業者が加入する賠償責任保険を取り
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建築士会内に調停所を設け，建築士間や建築士と第三者との間の紛争について調停を行っているが，調停

の実施件数は，年間で10件程度である。 

＊ 建築紛争の専門弁護士によれば，建築紛争についての裁判外での紛争解決方法としては，任意交渉，調

停・メディエーション，仲裁が考えられるが，少なくとも全体の 50％が裁判外で解決されており，任意交

渉によって解決される事案が全体の 30％程度，調停・メディエーションによって解決される事案が全体の

20％程度（仲裁が利用されることは少ない）とのことである。 

＊ 裁判外で任意に紛争を解決する手法として，保険会社による任意交渉のほか，当事者間で調停を行うこ

とを合意し，これに基づいて調停人を選任して調停を行う手法（契約に基づく調停）も活用されている。

調停の合意は，問題が発生した段階でされる場合もあるが，あらかじめ請負契約にその旨の条項（調停条

項）が設けられることも多い。 

調停人としては，技術関係の専門家１人，法律関係の専門家１人を選任するのが一般的であり（大規模

な事件になると，調停人を３人にすることもある），技術関係の専門家については商工会議所や手工業会議

所の鑑定人候補者名簿から，法律関係の調停人については弁護士会の建築部門の調停人候補者名簿から，

それぞれ選任することが多い。なお，調停を行うには関係者全員の合意が必要であるが，建築紛争では，

発注者，エンジニア，設計者，施工業者，下請業者，それらの保険会社など，多くの関係者が関与するた

め，誰かが調停に反対する可能性が高く，調停の合意を得ること自体が非常に難しい点が問題点として指

摘された。 

＊ 任意交渉や調停において技術的な問題が生じた場合には，仲裁鑑定人（schiedsgutachter）と呼ばれる

鑑定人を選任し，鑑定に基づいた専門的な判断を行う手法が用いられている。仲裁鑑定人は，技術的な問

題を解明するため，商工会議所や手工業会議所の鑑定人名簿に登載されている専門家から，当事者の合意

によって選任される鑑定人であり，仲裁鑑定人による鑑定（schiedsgutachten，仲裁鑑定）は，当事者間

の合意に基づく鑑定として，仮に，後に訴訟となった場合でも事実上の拘束力が生じ，技術的な問題につ

いては，仲裁鑑定人の鑑定所見を前提として判断されることとなる。 

＊ 建築紛争における裁判所内の調停は，本訴を担当する裁判官以外の裁判官が調停人となり，必要に応じ

て技術者１名を陪席調停人に選任し，本訴の手続とは分離して進められる。なお，調停の結果や調停内で

話し合った内容が訴訟に引き継がれることはなく，調停内のやりとり等について秘密を守ることが重視さ

れている。 

建築紛争における裁判所内の調停の事件数は，１人の裁判官につき１か月に１件の調停期日を入れる程

度のようであり，事件数が少ない要因として，記録検討などの準備の負担が大きいことや，関係者が多数

になる建築紛争では，最終的な解決を考えると，判決で結論を示すことが望ましく，調停や和解に適さな

い場合が多いと考えられること，当事者が多数になるため当事者全員の同意を要するＡＤＲによる解決に

は適さないことなどが指摘された。 

(3) アメリカの状況 

○ アメリカにおける建築紛争の位置付け 

＊ 建築紛争のうち，大規模なプロジェクトに関するものは，異論なく複雑困難なものと認識されており，

マサチューセッツ州のサフォーク地区上位裁判所には，商業事件を取り扱う専門部（Business Litigation 

Session：ＢＬＳ）において大規模な建築関係訴訟を取り扱われているが，上記の裁判所では，建築関係訴

                                                                                                                                                                     
扱っている保険会社へのインタビュー調査では，建築紛争では，調停は使っておらず，当事者間の合意によって仲裁鑑定人（後述）を選

任し，鑑定を実施した上で任意交渉を行っているとの指摘や，建築紛争においては，設計士，建築士，施工業者等の多数の関係者が

存在するため，これらの関係者が同時に話合いの機会を持つ必要があるが，結局は各関係者の保険会社の担当者が話し合うという構

造になるため，特別のＡＤＲ機関を作る必要性は感じないとの指摘がされた。 
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訟であっても，個人の住宅の瑕疵が問題になるような事件は，特別に複雑困難な事件であるとは認識され

ておらず，通常部で取り扱われている。 

○ 保険の機能 

＊ ほとんどの建築紛争の当事者は保険に加入しており，建築業者に保険加入を義務付けるというような連

邦法はないが，小規模な建築についても，施主は業者に保険への加入を求め，その上で契約を締結してい

る（さらに，その業者も，下請業者と契約するに当たり保険加入を要求する。）ので，建築紛争においては，

保険に加入していることが通常であるとのことである。 
＊ 多くの場合，保険会社が，和解をするか，和解をするとしてもいくらでするか，訴訟をするか，またそ

の他どのようなアクションをとるかに関して，決定権をもっており，非常に重要な役割を果たしていると

のことであり，建築紛争において，保険ないし保険会社は大きな役割を担っている。 
○ ＡＤＲの利用状況 

＊ 建築関係訴訟においてトライアルを実施するとすれば，専門的知見が関わり，調査が必要であるととも

に専門家証人を準備する必要があるため，費用が非常にかかるといわれている。また，多数当事者訴訟と

なった場合には，トライアルの負担は更に大きくなる。そのため，建築関係訴訟がトライアルに至ること

はまれのようであり，建築紛争は90％台後半の事件がトライアル前に解決するとか，裁判所も建築関係訴

訟については調停を利用するよう勧めているといった指摘もある。 

＊ 建築紛争は，基本的に契約関係紛争であり，業者間では当初の契約時に紛争解決について合意しておく

ことが多い。ほとんどの中規模ないし大規模の商業的プロジェクトの場合に用いられるアメリカ建築家協

会（The American Institute of Architects：ＡＩＡ）の標準契約書には，紛争解決について，訴え提起

前の調停を義務付ける条項が設けられている。 

 ＊ カリフォルニア州の裁判所では，建築紛争に特化した調停プログラムを設けているとのことである。一

般的に，当事者が確定し，調停人を選び，証拠書類などを交換する手続を経た後，２，３回の期日の調停

が実施され，和解による解決が試みられているとのことである。当事者は，トライアルのコストが高いこ

とから，建築紛争がトライアルにまで至ることを望まず，実際に多くの事件が和解により解決されている。 

 

４．２．２ 現状を踏まえた意見等 

(1) 保険の普及 

○ 調査等での指摘 

建築ヒアリング及び保険制度の基礎調査においては，以下のような指摘がされた。 

（建築ヒアリング：国土交通省住宅局担当者からの指摘） 

＊ 評価住宅の割合は，50％を目標にしているが，平成22年度は20％程度にとどまっており，性能評価を受

けた住宅を増やすため，表示事項や広報の在り方を検討する必要がある。 

＊ 消費者が住宅性能評価書の有無により住宅を選別するようになれば，事業者に住宅性能評価書を取得する

インセンティブが働くと思われ，国土交通省において，現在，50％の目標を達成するため，消費者の目線に

立った表示事項の充実等の施策が検討されている。 

（保険制度の基礎調査：国土交通省住宅局担当者からの指摘） 

＊ リフォーム瑕疵保険は，国土交通省主導で開発された商品といえるが，保険商品の開発は，基本的に各保

険法人の競争により開発されており，近時は，既存住宅とリフォームの複合型の保険商品なども，開発能力

の高い法人によって先行して商品化されている。 

＊ 既存住宅のリフォームに関する保険制度の加入件数はいまだ少ない。普及率については，リフォーム等保
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険の認知度が極めて低いという点が最も大きな問題であり，広報活動により周知を図ることが今後の一番の

課題となる。 

 ○ 検証検討会における意見 

検証検討会においては，委員から，以下のような意見があった。 

＊ 建築業界では，下請けが重層的で，下請業者は契約書なしで動くことが多いといった構造的な体質の問

題があるため，契約書・設計図書の整備は非常に重要であるが，それだけですべてが解決するわけではな

いと思われる。保険等の仕組みを作っていかなければならないが，この点の制度の整備はいまだ緒に就い

たばかりであり，建築紛争は，問題が深刻な割には紛争解決の仕組みが整っていないのが現状といえる。 

＊ 建築紛争については，緒に就いたばかりとはいえ国土交通省を中心に制度の整備が進められているが，

業界の慣行を動かすところまでに至っていないように思う。 

＊ 保険が普及しないのは，保険料を誰が負担するのかという問題が大きく影響していると思う。保険料を

建築費に上乗せすると建築費が高くなり，業者が負担すると利益率が下がることになるが，もともと建築

業界は利益率が薄く競争が過当な業界なので，大手のような体力のあるところはいいが，中小の業者では，

保険は割に合わないということになろう。 

(2) 建築ＡＤＲの課題 

 ○ 調査等での指摘 

建築ヒアリングにおいては，以下のような指摘があった。 

（国土交通省住宅局担当者からの指摘） 

＊ 建築ＡＤＲの認知度は十分ではなく，広報活動により認知度を高める必要がある。 

（建築紛争に造詣の深い法学部教授（弁護士・一級建築士）からの指摘） 

＊ ＡＤＲにおいても，申立人が厳密な法的主張をしなければならないのであれば，その負担は訴訟と同様に

重く，メリットはないが，ＡＤＲにおいては不具合を列挙して解決を求めることで足りるとすれば，申立人

の負担は軽くなり，少額の建築紛争についてＡＤＲによる解決が促進されると思われる。 

(3) 実務慣行の改善 

○ 検証検討会における意見 

検証検討会においては，委員から，以下のような意見があった。 

＊ 基本契約では契約書を交わすが，追加工事ではほとんど契約書を作らないということも多いようである。

また，建築工事の場合，請負業者が下請け業者を使う場合には，契約書を作成しないこともあるようであ

る。 

＊ 海外調査なども踏まえてみると，日本特有の問題として，契約書が交わされていないために紛争になっ

ているものがあると考えられ，今後，契約の書面化の必要性については強く発信していく必要がある。 

＊ 契約の書面化等の業界慣行の改善に向けた取組が行われていることも確かであるが，こうした取組は，

まだまだ不完全であり，現状を肯定的に評価することはできないと考えている。ほかにも，建築の高寿命

化が進められている一方で，図面や計算書等の資料の保管義務の期間が短いという問題がある10。客観的な

資料が残されているか否かで建築紛争の性質は大きく違ってくるが，契約の書面化や客観的資料の保管な

どに対する意識が十分ではない。 

(4) 建築紛争の動向・展望 

 ○ 検証検討会における意見 

検証検討会においては，委員から，以下のような意見があった。 

                                                                                                                                                                     
10 例えば，建築士法24条の４第２項，建築士法施行規則21条４項・５項では，建築士事務所の開設者は，配置図，各階平面図，構造

詳細図，構造計算書等を作成した日から起算して15年間保存しなければならない旨が定められている。 
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＊ 近時，建築関係訴訟の新受件数が減少していることについて，建築紛争の予防や解決に関する仕組みが

影響している可能性や，契約書等の書面がなければ主張の立証が困難であるとの意識や専門家による合理

的な説明を尊重する意識が浸透しつつあり，そのような書面や専門家の意見を重視する意識の下，当事者

が訴訟に至る前に妥当な解決の見通しを付け，当事者間の交渉やＡＤＲにより解決することが増加してい

ることが影響している可能性があるのではないか。また，建築の着工件数の減少が影響している可能性も

あるのではないか。 

＊ 建築紛争全体とすると，人口が減少してもリフォーム工事などは増えるだろうから，急激に紛争が減る

ということは考え難く，むしろ潜在的な紛争が顕在化していくようにも思われる。 

＊ 建築紛争は，ビジネスライクに解決できるところもあるとは思うが，他方で，専門の細分化が非常に進

んでいることや，工事全体を監理する設計士の関与が弱いことなど，紛争を複雑化させる要因も指摘もさ

れているようである。 

＊ 建築部材に含まれる化学物質によって健康被害が表面化した場合などのように，思いもかけないところ

に紛争が眠っており，何かのきっかけでこれが顕在化し，拡大するということがある。 
 

４．２．３ 調査結果等の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．２．３．１ 現状の評価 
(1) 裁判外の制度等の整備状況 

○ 建築紛争の予防を目的とする取組ないし諸制度 

＊ 建築紛争には，契約内容をめぐる紛争と瑕疵の有無をめぐる紛争があるが，品確法に基づく住宅性能評価

書が交付された場合，そこに記載された性能を有する契約がされたものとみなされることで契約内容をめぐ

る紛争を一定程度予防する効果があると解され，また，同評価書交付に先立って第三者機関による住宅評価

がされることで瑕疵の有無をめぐる紛争を予防する効果があると解される。ただし，評価住宅の普及度は未

だ 20％程度にとどまり，今後の普及が課題といえる。また，瑕疵担保履行法は，新築住宅の供給事業者に

対し，品確法で定められた瑕疵担保責任の履行を確保するため資力確保の措置を義務付けるものであるが，

建築紛争についても，医事紛争と同様，多数の訴訟が提起されるなど，重要な紛争類型として認識される

中で，社会の耳目を引く欠陥住宅問題が発生するなどし，世論が喚起されるなどして建築業界や行政を動か

し，品確法や瑕疵担保履行法の制定，建築ＡＤＲや瑕疵担保責任保険の整備などが進められた。また，近時

は，任意保険としてリフォーム等保険の販売も始まっている。 

フランス，ドイツ及びアメリカでは，保険を介在させることで，裁判外での紛争解決が図られており，保

険の普及が進むこれらの国々の状況を踏まえると，我が国においても，保険が建築紛争の解決の在り方に大

きな影響を与える可能性がある。我が国の建築紛争についての保険の普及は道半ばではあるが，建築紛争の

分野における保険をはじめとする裁判外の制度等は，一定程度整備が進められているものと評価できる。 

そして，こうした保険やＡＤＲをはじめとした裁判外の制度等が機能すれば，争訟性がさほど高くない事

案はＡＤＲで解決し，争訟性の高い事案は訴訟で解決するとともに，裁判所が裁判外の諸制度の指針となる

通用力のある判断を示すという役割分担がより機能するものと考えられる。また，裁判外の制度等で用いら

れた資料が訴訟でも利用されれば，審理の促進に資する可能性があり，この点でも今後の動向が注目される。 

もっとも，裁判外の制度等の整備は始まったばかりの段階であり，その普及や浸透は今後の課題というべ

きであるから，建築紛争の今後の動向は予断を許さないものというべきである。 
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資力確保の措置である住宅瑕疵担保責任保険では，保険加入の前提として，住宅の基本構造部分について保

険法人による実地検査が行われるため，瑕疵の有無をめぐる紛争を予防する効果があると解される。このよ

うに，建築紛争の分野では，紛争予防機能を果たす仕組みが一定程度整備されてきたといえよう。 

 もっとも，建築市場における流通シェアが増加しつつある中古住宅売買や，リフォーム工事を対象とする

リフォーム等保険については，いまだ普及率が低く，紛争予防についても今後の課題といえる。 

＊ 紛争予防に向けた取組としては，建築業界の実務慣行の改善も重要と考えられ，これに対する意識の向上

も見られているところであるが，検証検討会の委員からは，建築の分野では契約書が作成されない場合が少

なくなく，下請けが重層的で，下請業者は契約書なしで動くことが多いといった構造的な体質の問題もある

等の問題が指摘され， また，国土交通省を中心に制度の整備が進められているが，業界の慣行を動かすと

ころまでに至っていないように思われるとの意見や，契約の書面化等の業界慣行の改善に向けた取組はまだ

まだ不完全であり，契約の書面化の必要性については強く発信していく必要があるとの意見も示されている

ところであり，今後，合意内容の書面化をはじめとした建築業界における実務慣行の改善に向けた取組が更

に進められることが望まれよう11。 

また，建築界と裁判所を始めとする法曹界との相互理解や連携強化の取組は，建築関係訴訟の適正・迅速

な処理のみならず，建築紛争の予防にもつながるものと考えられるところ，日本建築学会に設置された司法

支援建築会議や最高裁判所に設置された建築関係訴訟委員会等を通じて，学会と裁判所との相互理解や連携

強化の取組がされているところであり，今後，こうした取組の継続と更なる拡充が望まれよう12。 

○ 建築ＡＤＲの取組 

＊ 建築ＡＤＲでは，品確法に基づく指定住宅紛争処理機関として指定された弁護士会が，住宅紛争審査会を

設置して運営しているが，紛争処理委員には，弁護士のほか建築士も参加しており，専門的知見を要する紛

争にも対応できる態勢となっているといえる。また，建築ＡＤＲは，評価住宅に関する紛争を対象として整

備されたものであるが，瑕疵担保履行法施行後は，保険付き住宅に関する紛争が建築ＡＤＲの対象に加えら

れ，その対象となる紛争に広がりが見られる。 

＊ このように建築ＡＤＲは，制度としては整備されているが，件数の規模は決して多くないのが現状であり，

課題として，認知度の低さ等が指摘されている。国土交通省では，建築ＡＤＲの広報活動等を行い，制度の

普及に努めているところであり，今後，制度の浸透による利用の増加が期待される。 

＊ 住宅紛争処理支援センターでは，電話相談を実施し，弁護士会と連携し，相談案件を弁護士会の専門家相

談に紹介するなど，相談態勢の充実強化を図っており，相談件数も相当な規模で推移し，かつ，増加傾向に

ある。こうした相談業務は，建築紛争を顕在化させる機能を果たしているものと思われ，このような過程で

顕在化した紛争の解決機関として，建築ＡＤＲの役割は重要度を増すのではないかと考えられる。 

○ 建築紛争に関する瑕疵担保責任保険 

＊ 瑕疵担保履行法では，瑕疵担保責任の履行を確保するため，新築住宅の供給業者に対し，瑕疵担保責任の

履行を確保するための資力確保措置を義務付けているが，瑕疵担保責任保険は，実地検査による紛争予防が
                                                                                                                                                                     
11 第４回報告書施策編においても，「合意内容の書面化に向けた業界慣行の改善」として，「契約書等の当事者間の合意内容等を証す

る書面類の作成の義務化を始めとする業界慣行の改善について，取引の実情にも十分目を向けつつ，行政手続における規制の在り方

も含めて検討を進める。」との施策を提示しているところである（第４回報告書施策編51頁）。 
12 第４回報告書施策編では，既に司法支援建築会議が設立され，同会議の支援により裁判所と建築学会との連携が進められていること

を念頭におきつつ，「各地域の地裁レベルにおける裁判所と建築学会等の専門家団体との連携の強化」として，「建築関係訴訟におい

ては，裁判所による専門的知見の取得を容易にするため，建築学会の協力により連携が図られてきたが，今後，これを更に充実させ，

各地域の地裁レベルでも，裁判所と建築学会等の専門家団体との連携を強化することについて，検討を進める。」との施策，及び，「建

築関係訴訟における弁護士のサポート態勢の整備」として，「建築関係訴訟への弁護士の対応能力を向上させ，同訴訟の適正迅速な

解決を図るため，弁護士会と建築学会等の専門家団体との連携を強化しつつ，同訴訟における弁護士のサポート態勢を整備すること

について検討を進める。」との施策を提示しているところであり（第４回報告書施策編 54 頁），建築界と法曹界との連携の更なる充実が

望まれよう。 
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一定程度図られることに加え，紛争が発生した場合においても，業者側が全額を自己負担しなければならな

い危険を負う立場から解放されるため，紛争過程における争い方がより合理的なものになることや，支払原

資が確保されているために和解等による解決が容易になることによって，紛争解決が促進されることなども

期待されるところであり，これが建築紛争の解決に与える影響は大きいといえる。 

もっとも，瑕疵担保責任保険は，制度導入から間もない段階であるので，今後の動向については，引き続

き注視していく必要があろう。 

＊ リフォーム等保険については，まだ販売が始まって間がないこともあるが，普及率は数％程度と低いのが

現状である。国土交通省では，平成24年３月に中古住宅・リフォームトータルプランを策定し，ストック

型社会への移行を推進する施策を進めるのに合わせて，紛争予防ないし解決の仕組み（保険制度等）の整備・

普及を進めるとしており，任意保険については，基本的構造に関する瑕疵を対象とした保険加入率を，平成

32年度までに20％とすることを目標に掲げ，広報活動等により保険の普及を図っているが，現状としては，

発展途上の段階にあるといえよう。 

○ 紛争予防や裁判外での紛争解決の仕組みの整備に係る経緯 

＊ 以上のような紛争予防や紛争解決の仕組みが整備されるに至る背景事情としては，建築紛争の分野におけ

る専門弁護士層が拡大するなどして多数の訴訟事件が裁判所に持ち込まれ，これが法的紛争の重要な類型と

して認識される状況があった中で，社会の耳目を引く欠陥住宅問題が発生し，世論が喚起されたことが契機

となり，建築紛争の予防や解決のために制度の整備が重要であるという認識が社会内に広まり，これが建築

業界や行政を動かした結果，新たな仕組みが誕生し，機能し始めるに至ったという，医事紛争の場合と類似

の流れを指摘できるように思われる。 

(2) 諸外国の状況 

＊ フランス・ドイツでは，医事紛争の場合と異なり，建築紛争について特別の解決手続を設けているわけでは

ないが（アメリカもまた同様である。），いずれの国においても共通しているのは，施工業者に保険が広く浸透

していることであり，保険の存在を前提に，当事者の交渉ないし調停等で紛争が解決されている。特にフラン

スでは，施主側の保険会社と業者側の保険会社との間で実質的な紛争解決が図られるという興味深い仕組みが

採られている。 

＊ 住宅寿命が長く，中古住宅を取得して必要に応じてリフォームするというライフスタイルが一般的な上記の

国々では，古くから，新築住宅に限らず，広く瑕疵担保責任保険が普及しており，保険会社が建築紛争の解決

において主導的な役割を果たしているが，従来から住宅の取得が新築中心であった我が国では，近時，新築住

宅について住宅瑕疵担保責任保険等に関する法整備が進められ，建築ＡＤＲによる紛争解決のシステムも整備

されたものの，これらは運用が開始されて間もない段階であり，リフォーム等保険については，販売が開始さ

れたものの，普及率はいまだ低いのが現状であるから，古くから保険が広く普及してきた上記の国々と比較す

ると，保険等を通じた裁判外での紛争処理システムの整備・確立は道半ばといえる。もっとも，我が国におい

ても，制度整備は瑕疵担保履行法の施行等によって大きく前進しているところ， 上記の国々では，我が国に

おけるように建築関係訴訟が負担の重い訴訟類型として訴訟関係者に受け止められている様子はなく，建築紛

争は保険を介在させればさほど困難なく解決される類型の紛争と理解されているように思われ，このような諸

外国の状況を踏まえれば，我が国においても，建築紛争に関する保険の普及は，建築紛争の在り方に大きな影

響を与える可能性があり，今後，建築紛争に与える影響が注目される。 

 

４．２．３．２ 課題及び展望 
○ 裁判外の制度等が建築関係訴訟に与える影響 

＊ 建築紛争の分野においてＡＤＲ等の裁判外の制度等が整備されたのは近時のことであり，これらの制度等が
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建築紛争の動向に与えている影響は必ずしも明らかでない。しかしながら，瑕疵担保責任保険をはじめとする

保険が建築紛争の分野に普及していけば，一定の基準に則った上で保険金の支払がされることによって，紛争

解決への予測可能性が高まるといったことも考えられるのであり，このような事情も相まって，建築ＡＤＲ等

の裁判外での簡易迅速な解決が一層促進されるものと考えられる。 

そうすることによって，掘り下げた検討を要する争訟性の高い事案は訴訟で解決されるが，それ以外の事案

は建築ＡＤＲ等を通じて裁判外で解決されるという役割分担が機能することになるのではないかと思われる。 

＊ 他方，上記のような見立てをすれば，建築紛争のうち訴訟に持ち込まれるものは相対的に見て困難な事案が

多くなってくるものと考えられるのであり，保険が普及していけば支払原資が確保される事案も多くなり，困

難な事案であっても和解による解決が促進される可能性はあるが，裁判所においては，困難な事案に対して適

正・迅速な判断を示すことが要請されることとなろう。 

また，裁判所が判決を通じて通用力のある判断を示していくことにより，ＡＤＲの審理の指針や保険の運用

に係る基準が明確化していくことになるものと考えられるのであり，裁判外の制度等の運用の指針ないし基準

となるような判断を迅速に示すことが，これまで以上に求められるものと考えられよう。 

＊ さらに，評価住宅における第三者機関の評価や新築住宅における保険法人の検査等を通じて作成された資料

が訴訟において利用されるようになれば，有力な証拠として審理の促進に資する可能性はあると思われる。ま

た，建築ＡＤＲでは，登録性能評価機関や保険法人に必要な資料の提出を求めることができるため，建築ＡＤ

Ｒを通じて必要な資料が提出されれば，訴訟における客観的資料の提出が容易になることも期待されるが，こ

うした資料等が訴訟で利用されるようになれば，審理の促進に資する可能性もあると考えられる。 

現状においてそのような資料が訴訟で利用されるようになっている状況にあるとまではうかがわれないが，

このような観点でも，今後の動向が注目される13。 

○ 建築紛争についての展望 

＊ 争訟性がさほど高くない事件についてはＡＤＲで簡易迅速に，争訟性が高いものは裁判によって適正に，そ

れぞれ処理されるという形で役割分担をすることが考えられる。そして，多様な紛争処理手段が用意されるこ

とにより，国民の権利の適切な実現が可能になるといえるが，建築紛争の分野では，紛争の予防ないし解決機

能を果たす裁判外の仕組みが一定程度整備されており，これらが有効に機能することによって，社会全体で紛

争の予防ないし解決が可能となり，仮に建築紛争が訴訟となった場合でも円滑な審理が可能となることが期待

できよう。また，保険やＡＤＲが機能すれば，争訟性がさほど高くない事案はＡＤＲで解決し，掘り下げた検

討を要する争訟性の高い事案は訴訟で解決するとともに，裁判所が通用力のある判断を示すことにより，ＡＤ

Ｒの審理の指針や保険の運用に係る基準が明確化するといった役割分担がより機能するようになるものと考

えられる14。 

＊ もっとも，裁判外での紛争予防ないし紛争解決システムの整備・構築に向けた取組は，いまだ始まったばか

りというべき段階であり，その普及・浸透も今後の課題であるから，建築紛争の動向についても予断を許さな

い状況が続くものと考えられる。 

                                                                                                                                                                     
13 第４回報告書施策編では，民事訴訟事件一般に共通する長期化要因に関する施策において，「ＡＤＲ機関の手続において作成された

主張整理結果や証拠等を訴訟で活用できる制度の導入」として，「専門家が関与するＡＤＲ機関で事案が整理された場合に特に有用

性が高いことに照らし，ＡＤＲ機関の手続において提出された資料が後の裁判ですべて開示されるとなると，当事者が積極的な資料提

出を躊躇するのではないかといった指摘も視野に置きつつも，検討を進める。」との施策を提示しているところであり（第４回報告書施策

編26頁），今後の更なる検討が望まれよう。 
14 第４回報告書施策編では，「建築物の瑕疵についての保険制度の拡大，保険制度と連携するＡＤＲ機関の拡充」として，「建設業者側

の負担や保険料の高額化の可能性等の点も考慮しつつ，保険制度の拡大や，保険制度と連携するＡＤＲ機関の拡充の実現可能性に

ついて検討を進める。」との施策を提示しているところであり（第 4回報告書施策編56頁），今後，建築ＡＤＲの更なる充実や，リフォー

ム等保険の一層の普及が期待される。 
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＜第４章の２「建築紛争」＞

瑕疵担保責任保険の状況

制度整備に係る経緯

　建築関係訴訟の動向

  諸制度の整備に
  係る背景事情

　建築業界の市場動向
　　→　既存住宅（中古住宅）の流通シェア
　　　　 の増加

　欠陥住宅の建築・販売
　構造計算書偽装問題など

諸制度の整備の現状

電話相談及び専門家相談の実施

保険を通じた裁判外での紛争処理が中心

諸外国の状況

フランス

10年間の瑕疵担保責任

　施主と施工業者双方の
　保険会社間で解決

ドイツ

責任保険の浸透

 契約において紛争解決方法
 を明示（契約に基づく調停）

制度等の整備は始まって間もない段階

アメリカ

   トライアルを回避するため
  民間型ＡＤＲが発展

保険会社主導の解決

課題及び展望

課
題

住宅性能表示制度の普及
建築ＡＤＲの利用促進
中古・リフォーム住宅の保険の普及
業界慣行の更なる改善（契約書の作成など）

法制度も含めた制度整備がされ，課題はあるも，今後の動向が注目される
制度整備は始まって間もない段階であり，建築紛争の動向についても注視が必要

　年間2000件を超える新受件数 　専門弁護士層の形成

資力確保の措置の義務付け
保険法人の整備
保険加入時に実地検査を実施

平成22年頃から販売開始
保険の普及率は数％にとどまる

瑕疵担保責任の義務化
住宅性能表示制度の創設
　　※　普及率は20％程度（目標は50％）

瑕疵担保履行法（新築住宅）

中古売買・リフォームの保険

品確法による制度整備

裁判外での紛争処理制度

建築ＡＤＲの整備(弁護士会に住宅紛争審査会)

住宅紛争処理支援センターの指定

建築業界内部の慣行改善
司法支援建築会議における取組

建築業界における取組

紛争予防の取組
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４．３．１ 主な調査結果等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３．１．１ 遺産紛争に関する背景事情の影響 
 
 

 

 

 

 

 

 

○ 社会の変容と問題の顕在化 

前記２．１．２．１及び２．３．２において検討したとおり，少子高齢化，それに伴う核家族化による世帯の

縮小，認知症患者・身体障がい者の増加，不動産や金融資産の高齢者への偏在，家族観ないし家族規範の多様化

による家庭内の葛藤の高まり，家庭や地域社会の紛争解決能力の低下などが見られ，こうした少子高齢化を中心

とする社会の変容は，当面，進展ないし継続するものと考えられる。また，遺産紛争に関する基礎調査及び国内

実情調査では，このような社会の変容等を背景に，死亡者数の増加による遺産紛争の増加や少ないきょうだい間

での遺産紛争の先鋭化など，様々な問題が顕在化している実情が紹介されたところであり，少子高齢化を中心と

する社会の変容によって，遺産紛争が増加し，かつ，複雑化・先鋭化する可能性を指摘することができる。 

○ 関連する統計データ 

＊ 遺産分割事件（審判及び調停）の事件数は，近時，おおむね増加傾向にあり（【図１】参照），遺産分割調停

遺産紛争に影響を及ぼし得る社会的要因を調査するため，遺産紛争を中心とする家事事件の動向を対象

に，地方部（政令指定都市であるＥ市）の法テラス，弁護士会法律相談センター，社会福祉協議会，家庭

裁判所及び公証役場を訪問しての実情調査（国内実情調査）を行った。また，事務局において，相続問題

を専門的に取り扱う弁護士，遺言公正証書や任意後見契約公正証書の作成に携わる公証人，一般社団法人

信託協会の担当者らに対するインタビューを中心とする遺産紛争に関する基礎調査（遺産紛争に関する基

礎調査）並びにフランス，ドイツ及びアメリカにおける遺産紛争に焦点を絞った実情調査（国外紛争類型

別調査）を行った。 

これらの調査では，遺産紛争の動向の背景事情として，少子高齢化を中心とする社会の変容の影響につ

いて様々な指摘がされるとともに，遺産紛争の予防に有効と考えられる遺言，成年後見，信託銀行等の相

続関連業務（以下，遺言，成年後見及び信託銀行等の相続関連業務をまとめて「遺言等」と表記する。）の

機能や課題などが紹介されたところであるので，少子高齢化を中心とする社会の変容が遺産紛争に与える

影響について概観した上で，遺産紛争に関する制度等の整備として，遺言等の現状，行政の取組の状況，

家事調停を中心とする家庭裁判所による紛争解決の現状，フランス，ドイツ及びアメリカにおける遺産紛

争の処理の状況について，各種調査において示された事実関係や意見等を整理して指摘したい。 

少子高齢化の進行に伴い死亡者数の増加が見込まれており，今後の遺産紛争の増加は避けられないものと

考えられることに加え，認知症高齢者の増加や要介護認定率の上昇，少子化・核家族化による世帯の縮小，

家族観や家族規範の多様化といった要因は，いずれも親族間の対立を先鋭化させ，また，社会の流動化の進

行や高齢者への資産の偏在，高齢者層での高い持ち家率といった要因も，遺産紛争の解決を困難にするもの

と考えられる。そして，こうした遺産紛争の増加や複雑化・先鋭化をもたらす社会の変容は，今後，ますま

す進行するものと考えられる。 

４．３ 遺産紛争 
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についてみれば，平成24年の事件数（１万2697件）は，平成13年（9109件）の約1.4倍に達している。ま

た，平成13年から平成22年の10年間の変化をみると，平成22年と平成13年の比率では，死亡者数が123％，

遺産分割事件の事件数が124％と，同程度の割合で増加傾向を示している（【図２】参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 遺産分割事件の当事者数は，【図３】のとおりであり，おおむね減少傾向にある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊ 遺産分割事件のうち認容・調停成立件数について，遺産の価額別の事件数を見ると，【図４】のとおり，平

成24年は，遺産の価額が1000万円以下の事件数（2849件）が全体（8791件）の約32％を占め，1000万円以

下の事件数を含む5000万円以下の事件数（6656件）が全体の約76％を占めている。平成13年当時では，遺

【図１】　遺産分割事件の新受件数の推移

※　審判事件は，調停不成立により審判事件として係属した事件を，調停事件は，審判申立て後に調停に付して
　   調停事件として係属した事件を含む。
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【図３】　遺産分割事件の当事者数の推移
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【図２】　遺産分割事件の新受件数と死亡者数の推移

※　死亡者数は厚生労働省「平成２３年人口動態統計」による。

※　新受件数は，審判事件及び調停事件のいずれかとして係属したものを合計した件数であり，調停不成立により審判
　   事件として係属した事件や，審判申立て後に調停に付して調停事件として係属した事件を含む。
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産の価額が1000万円以下の事件数が占める割合は約21％（総数が6208件，遺産の価額が1000万円以下の事

件数が 1280 件），1000 万円以下の事件数を含む 5000 万円以下の事件数（3778 件）が占める割合は約 61％で

あったことと比較すると，遺産価額が比較的低い事案であっても，調停等の申立てがされるようになってきて

いることがうかがわれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３．１．２ 遺産紛争に関する制度等の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 現状についての統計的俯瞰 
前記２．３．２において分析したとおり，遺産紛争については，法的紛争が顕在化・増加し，かつ，質の面で

も複雑化，先鋭化する傾向が強まっていくことが見込まれるところであり，遺産紛争を予防し，又は遺産紛争の

複雑化を防止し得る遺言等の効果的な活用が望まれる。そこで，以下では，遺言等の状況を中心に，遺産紛争の

全体的な状況を統計的に俯瞰することとする。 

○ 遺言の利用状況 

＊ 遺言書の検認件数は【図５】のとおりであるが，近時，一貫して増加しており，平成24年の事件数（１

万6014件）は，平成13年の事件数（１万0271件）の約1.6倍に達している。 

遺言等の利用は増加傾向にあるが，有効な遺言は遺産紛争の予防ないし複雑化の防止に役立ち，判断能力

が低下した被相続人について成年後見制度が適切に利用されれば，被相続人の生前の財産管理が透明化され

ることで遺産紛争の予防ないし複雑化の防止につながるものと考えられる。さらに，信託銀行等の相続関連

業務も，遺産紛争を予防するものといえる。また，遺言等が適切に活用されれば，紛争が裁判所に持ち込ま

れることになっても，審理のポイントが絞られ，迅速な事件処理が促進されるものと考えられる。こうした

遺言等の機能からすれば，遺産紛争の増加や複雑化・先鋭化が見込まれる中，遺言等が有効に機能すること

で遺産紛争の予防や複雑化・先鋭化を防止し，裁判所での適正・迅速な事件処理に資することが期待される。

もっとも，意識調査の結果等では，遺言等の浸透や意識の高まりは十分とはいえず，遺産分割事件（調停・

審判）の新受件数も死亡者数の増加に従って増加するなど，遺言等が決定的な効果を示すには至っていない

のが現状と考えられる。 

社会福祉協議会等の行政機関では，福祉の観点からの様々な取組もされており，こうした取組は，遺産紛

争を法的に顕在化させ，紛争の予防ないし早期解決につなげる契機になり得る。また，弁護士会や法テラス

でも，家事分野での相談業務等が増加しており，相談業務の一層の充実も図られているところであり，こう

した動きも，遺産紛争を法的に顕在化させるものといえよう。 

他方，遺産紛争の解決という観点では，民間・行政型ＡＤＲの利用は極めて少なく，専ら家事調停を中心

とする家庭裁判所の諸手続が遺産紛争の解決を担っているのが現状である。 

【図４】　認容・調停成立事件における遺産の価額別事件割合の推移
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＊ 遺言公正証書の作成件数も，近時，おおむね増加傾向にあり，平成23年の作成件数（７万8754件）は，

平成22年の作成件数（８万1984件）よりも減少したが，平成13年の作成件数（６万3804件）の1.2倍以

上になっている（【図６】参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 成年後見制度の利用状況 

＊ 成年後見関係事件1の新受件数は【図７】のとおりであるが，平成12年の制度導入以降，おおむね増加傾

向にあり，平成24年の事件数（４万2855件）は，平成13年の事件数（１万2244件）の約3.5倍に達して

いる2。 

 

                                                                                                                                                                     
1 後見開始等，保佐開始等，補助開始等及び任意後見監督人選任事件の合計であり，後見開始等の申立てには後見開始の審判の取

消しの申立てを，保佐開始等又は補助開始等の申立てには，保佐開始又は補助開始の審判の取消し，同意を要する行為の定め，代

理権付与などの申立てを含む。 
2 なお，成年後見関係事件の新受件数は，平成18年には前年の２万4448件から３万6991件に急増し，平成19年には２万9782件

に減少しているが，これは，障害者自立支援法が平成18年に施行されたことを受け，主に知的障がい者の施設入所契約のために後見

開始の申立てが集中したことによるものと考えられる。 

【図６】　遺言公正証書作成件数の推移

※日本公証人連合会（以下「日公連」という。）調べによる。

※上記遺言公正証書件数には，秘密証書遺言の件数は含まない。
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【図５】　遺言書の検認の新受件数の推移
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【図７】　成年後見関係事件の新受件数の推移

12,244
16,484

20,066 20,610
24,448

36,991

29,782 32,004 33,496
36,994 38,783

42,855

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成
13年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

新
受
件
数

（
件

）



 137

＊ なお，成年後見関係事件の申立人と本人の関係について見ると，平成13年では，本人，配偶者，親，子，

兄弟姉妹及びその他親族による申立てが大部分を占め，市区町村長による申立ては約１％にとどまっていた

が，平成23年では，市区町村長による申立ての割合が11.7％に増加しており，家族関係の弱まりの影響が

うかがわれる。 

＊ 任意後見契約登記・任意後見契約公正証書の作成件数は【図８】のとおりであり，平成12年に任意後見

制度が導入されて以降，増加を続け，平成22年には，任意後見契約登記の件数が8904件，任意後見契約公

正証書の作成件数が8835件に達している。なお，平成23年は，任意後見契約登記の件数が8289件，任意

後見契約公正証書の作成件数が8378件となっている。 

 

○ 信託銀行等の相続関連業務 

＊ 信託銀行等の相続関連業務ののうち，遺言書の保管件数（一般に遺言信託と呼ばれる業務の件数）の推移

は，【図９】のとおりであり，遺言の保管のみを行うサービスは，近時減少傾向にあるが，遺言の保管から

遺言の執行まで行うサービス（執行付きサービス）は増加傾向にある。平成23年の執行付きサービスの利

用件数（７万0155件）は，平成13年の同サービスの利用件数（２万6628件）の約2.6倍に増加し，信託

銀行等の相続関連業務全体の９割以上を占めるに至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 遺産整理業務の利用件数（引受件数）も【図10】のとおり増加傾向にあり，平成23年の件数（3147件）

は，平成13年（1295件）の2.4倍に達してはいるが，その件数は，遺言信託に比較すれば少ない。 

【図９】　遺言書の保管件数の推移

※　一般社団法人信託協会「信託統計便覧」による。

※　遺言書の保管件数は年度末現在の件数である。

6,399 6,302 6,278 6,224 6,189 6,721 7,796 10,557 9,832 9,407 8,956 8,436 8,018 7,574 7,175 6,142 5,948 5,820

13,88915,551

70,155
66,385

62,76958,43754,070
49,328

44,272
39,20934,246

30,231
26,62823,455

20,26817,681

12,233
11,134

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成
6年

平成
7年

平成
8年

平成
9年

平成
10年

平成
11年

平成
12年

平成
13年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年
（年度）

保
管
件
数

（
件

）

保管のみ 執行付

【図８】　任意後見契約登記・任意後見契約公正証書作成件数の推移

※　任意後見契約登記件数は，法務省「登記統計年報2009～2011」による。

※　任意後見契約公正証書作成件数は日公連調べ（平成12年から15年までは統計がない。）による。

※　任意後見契約公正証書作成件数は，合意による任意後見契約解除件数を含む。

※　登記件数が公正証書件数より多い原因として例えば複数の受任者の場合があげられる。

※　登記件数より公正証書件数が多い原因として例えば合意による契約解除の場合があげられる。
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＊ 法テラスにおける法律相談援助及び代理援助の動向は，【図11】及び【図12】のとおりであり，多重債務

事件の取扱件数が減少したのに対し，離婚や相続などの家事事件の取扱件数が増加した。なお，法テラスで

は，平成23年度の事件動向を踏まえ，「借金の問題」から「家族の問題」へと法律相談分野の内訳が大きく

変わったとした上で，家族に関する問題については，相談すること自体をためらい，一人で問題を抱えがち

であるため，なかなか法律相談へと繋がらないという特徴があるとして，法テラスが気軽に利用していただ

ける相談窓口となるよう広報活動や環境整備を進めていく必要があるとしている3。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                     
3 法テラス「Press Release」（平成24年４月９日付け）参照。 

【図１０】　遺産整理の引受件数の推移

※　一般社団法人信託協会「信託統計便覧」による。
※　遺産整理は年度中の引受件数である。
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【図１１】　法テラスにおける法律相談援助の動向

※　法テラス調べ（平成２４年４月９日付け「Ｐｒｅｓｓ　Ｒｅｌｅａｓｅ」）による（平成23年度は速報値）。
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(2) 遺言の活用 

○ 遺言による紛争予防の実情 

遺産紛争に関する基礎調査及び国内実情調査では，以下のような指摘がされた。 

  （遺産紛争に関する基礎調査：弁護士からの聴取内容） 

＊ 遺言が相続人間の紛争の予防手段として有効であることは間違いない。例えば，資産価値の高い居住用不

動産を所有しているものの，流動資産は少ないという場合で，法定相続分による遺産分割が行われることを

避け，同居者に居住用不動産を相続させようとするときには，遺言を勧めている。もっとも，遺言がある事

案では，遺言無効や遺留分減殺の主張がされることも多い。 

  （遺産紛争に関する基礎調査：公証人からの聴取内容） 

＊ 遺言者の意思を十分に確認して遺言公正証書を作成することが遺産紛争の予防となるのであり，同証書は，

より一層活用されるべきである。 

＊ 遺産紛争を完全に予防することはできなくとも，遺言の効用，遺留分減殺請求がされた場合の見込み等を

説明し，できるだけ紛争の解決方法が容易であるような遺言公正証書を作成することが公証人の役割である。 

＊ 遺言公正証書の作成は，これからも増えることと思われるが，他方で，遺留分を侵害された相続人からの

遺留分減殺請求事件が増えることも予想される。 

（国内実情調査：家庭裁判所での聴取内容） 

＊ 自筆証書遺言では，有効性が争われて遺産分割が必要になることも少なくない。他方，遺言公正証書につ

いて有効性が争われることもないわけではないが，非常に少ない。一部の相続人に全財産を相続させる旨の

遺言公正証書の存在により，遺留分減殺請求が誘発されるという面はあるが，誰がどの財産を相続するかと

いう最も深刻な紛争は解決済みとなるので，紛争全体の規模は小さくなり，長期化もしにくいということは

いえる。 

（国内実情調査：公証役場での聴取内容） 

＊ 遺言公正証書の作成動機の典型例としては，子のない夫婦が，配偶者と他の相続人（兄弟姉妹）との間で

相続紛争が起きることを防止する目的で作成した例を挙げることができる（他方，紛争防止に限らず，預貯

金の解約等の煩雑な相続手続を簡素化する目的で作成した例もある）。また，子のあるなしにかかわらず，

とりあえず配偶者に全財産を相続させるために作成する例も多い。 

○ 遺言の普及・浸透状況 

遺産紛争に関する基礎調査及び国内実情調査では，以下のような指摘がされた。 

（遺産紛争に関する基礎調査：弁護士からの聴取内容） 

＊ 相談時に自筆証書遺言を書いている相談者はかなり増えている。最近，遺言の効用がメディアで頻繁に取

り上げられていることが要因であろう。 

（遺産紛争に関する基礎調査：公証人からの聴取内容） 

＊ 遺言公正証書の作成件数が増加した原因として，社会の高齢化，核家族化の進行，家族関係の希薄化，高

齢者の孤立，権利意識の高揚，遺産関係紛争の増加及び遺言公正証書の必要性と効用への理解の深化等があ

ると考えられる。 

（国内実情調査：家庭裁判所での聴取内容） 

＊ 遺言書の検認事件の増加に表れているように，遺言の数は漸増しているが，高齢化の進展状況に照らすと

普及度は低い。自分が死ぬことを実感しない限り，遺言を作成することには抵抗があるためと思われる。 

（国内実情調査：公証役場での聴取内容） 

＊ かつては，遺言公正証書の効用として相続紛争の防止を強調していたが，最近は相続開始後の各種の手続

が容易であるとの観点からも遺言の効用を説明している。 
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＊ マスコミが相続問題や遺言の効用について論じる機会が増えている。 

○ 関連する意識調査等の結果 

＊ 内閣府「国民生活選好度調査」（平成16年）における遺産相続に関する意識調査の結果（【図13】参照）

では，「残す遺産がないので，遺産を残すことは考えていない」という回答が 31.4％で最も多いが，「子供

になるべく多くの遺産を残したい」など，何らかの形で遺産を残そうと考えている回答が全体の３割を超え

ており，「自分の人生を楽しみたいので，遺産を残すことは考えていない」という遺産相続に否定的な回答

は全体の8.9％にとどまっている。他方，「遺産を残すかどうかは考えていない」という回答も全体の22.8％

を占めており，遺産相続に関して無関心でいる者も相当数を占めているといえる。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 経済産業省商務情報政策局サービス政策課サービス産業室「安心と信頼のある『ライフエンディング・ス

テージ』の創出に向けた普及啓発に関する研究会報告書」（平成24年４月）（以下「経産省研究報告書」と

いう。）における意識調査の結果（【図14】～【図16】参照）では，死についての準備状況として，「財産な

どの相続方法を決めておくこと」や「財産整理をしておくこと」についての準備状況についての質問に対し，

「準備をすべきと感じるが，準備していない」という回答が最も多く，遺産相続に対する備えが進んでいる

とはいい難い。また，経産省研究報告書では，相続経験者に対する遺言の有無についての質問に対し，「遺

言はなかった」という回答が７割を超えており，遺言の作成意向についての質問についても，「いずれ作成

するつもりである」という回答も相当数を占めているが，「既に作成している」との回答は70歳以上の高齢

者層であっても 3.8％にとどまっており，「作成するつもりはない」及び「考えていない，わからない」と

いう回答も半数を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１３】　遺産相続に関する意識

※　内閣府国民生活局「平成16年度国民生活選好度調査」による。

※　回答者は全国の15～79歳の男女3670人である。
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(3) 成年後見制度の活用 

○ 成年後見制度による紛争予防 

【図１４】　死についての準備状況

※　経済産業省商務情報政策局サービス政策課サービス産業室「安心と信頼のある『ライフエンディング・ステージ』
　   の創出に向けた普及啓発に関する研究会報告書」（平成24年４月）（以下「経産省研究報告書」という。）による。

※　回答者は国内に居住する30歳以上の男女4181人（平成24年１月14日～１月17日にモニターを活用したＷＥＢア
　   ンケート調査を実施）。
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【図１５】　遺言の有無（年齢階層別・相続経験者のみ）

※経産省研究報告書による。

※相続経験者は，回答者4181人中1248人。
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【図１６】　遺言の作成意向（年齢階層別）

※　経産省研究報告書による。
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遺産紛争に関する基礎調査及び国内実情調査では，以下のような指摘がされた。 

（遺産紛争に関する基礎調査：弁護士からの聴取内容） 

＊ 成年後見人の選任の手続が円滑に進まない事例，例えば，当該相続人と同居する親族が診断書の提出を拒

むといった事例は，相続人の手続行為能力が欠けているため遺産分割の手続が進められず，紛争解決の支障

となることがある。 

（遺産紛争に関する基礎調査：公証人からの聴取内容） 

＊ 任意後見契約と同時に遺言公正証書を作成するケースが多く，遺産紛争の予防になっている。 

＊ 任意後見契約により財産管理が透明化され，遺産紛争の予防に資すると考えられる。任意後見受任者には，

適正な財産管理と記録化が重要であると説明している。他方，任意後見契約を締結する際に他の推定相続人

への根回しができていないために，他の推定相続人が別に任意後見契約の締結をしたいと述べたり，契約締

結時の本人の意思能力が争われたりするなど，遺産紛争の前哨戦になっているようなものや，任意後見受任

者による財産管理の透明化が進んでいないと感じられるものもある。 

（国内実情調査：法テラスでの聴取内容） 

＊ 法律相談を受けている弁護士としての感覚からすれば，成年後見に関する相談については，多くの場合，

親族間で財産に関する争いがあり，「特定の親族に管理させるのは許せない」といった将来の紛争を見越し

た相談が多い印象である。 

（国内実情調査：家庭裁判所での聴取内容） 

＊ 成年後見制度は，認知症高齢者の財産管理を透明化して将来の遺産紛争を防止する機能を有する一方で，

遺産紛争を先取りする場合もある。推定相続人の一部が本人の財産を流出させるのではないかと疑い，他の

推定相続人が後見等開始を申し立て，第三者後見人として弁護士が選任された例がある。もっとも，地方部

では，都市部に比べて裕福な高齢者は少なく，親の財産を当てにしている人が少ないためか，遺産紛争を先

取りする事案は都市部に比べて少ないように思われる。 

＊ 独居している高齢者が施設に入所する際に，入所資金を捻出するためにその不動産の売却が必要となり，

後見開始の申立てがされる例などがあり，高齢化が進むと，このような例が増えるのではないか。 

○ 成年後見制度の普及・浸透 

遺産紛争に関する基礎調査及び国内実情調査では，以下のような指摘がされた。 

（遺産紛争に関する基礎調査：公証人からの聴取内容） 

＊ 任意後見契約の件数は増えている。その原因としては，社会の少子高齢化，核家族化，代理権についての

金融機関の手続の厳格化，任意後見制度の周知等があると考えられる。 

（国内実情調査：社会福祉協議会での聴取内容） 

＊ ボランティアセンターの研修で，成年後見制度の講座が開設されると，多くの参加者が集まっているよう

であり，成年後見制度への関心は高まっている。市民後見人養成の調査研究事業も始められており，成年後

見制度に対する理解や関心は，今後も高まっていくものと思われる。 

（国内実情調査：公証役場での聴取内容） 

＊ 任意後見契約公正証書の作成件数が増加している原因としては，少子高齢化の進展，日本公証人連合会や

公証役場の広報，マスコミの報道などによる任意後見制度の認知度の向上等が挙げられる。 

○ 関連する意識調査等の結果 

＊ 経産省研究報告書（【図 17】参照）によれば，任意後見制度の認知度は，高齢者層ほど高まっているが，

「よく知っている」との回答については，全体の約１割程度，70歳以上の高齢者層においても17.2％を占

めるにとどまっている。また，30代では「知らない」という回答が50％を超えている。 
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＊ 経産省研究報告書（【図18】参照）によれば，任意後見制度を認識している回答者のみを対象とした任意

後見制度の活用経験・意向を尋ねる質問に対し，「いずれ活用するつもりである」という回答は全体の３割

に満たず， 70歳以上の高齢者層であっても，「活用するつもりはない」という回答（37.5％）が，「いずれ

活用するつもりである」という回答（32.4％）を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 信託銀行等の相続関連業務の活用 

 ○ 信託銀行等の相続関連業務の普及・浸透状況 

遺産紛争に関する基礎調査（金融機関担当者からの聴取内容）では，以下のような指摘がされた。 

＊ 10 年ほど前までは，相続に関する信託銀行等の業務はそれほど知られておらず，そもそも一般的に遺言

をするという発想自体が余りなかった。ところが，遺言に対する認知度が高まったこと，信託銀行等が広告

宣伝に力を入れたこと，次世代への資産の橋渡しといったことがマスコミに取り上げられたこと，セミナー

や相談会等を通じて信託銀行等における相続関係業務が認知されるようになったことなどから，信託銀行等

の相続関連業務の利用も徐々に広まってきている。 

＊ 遺言信託や遺産整理業務等が広まった理由としては，次世代への資産の継承に対する関心が高まったこ

と，相続人世代の権利意識が高まって，取得できる権利を取得したいと考える人が増えたこと，高齢化が

進んで相続手続が大変になっていることなどが考えられる。 

＊ 信託銀行の顧客の中で，信託銀行等の相続関連業務に対する相談が多いのは，おおむね相続財産が１億円

前後の人である。これは，弁護士や税理士等に相談した経験がない人たちが，日ごろ利用している銀行に相

談することが多いからと考えられる。 

【図１７】　任意後見制度の認知度（年齢階層別）

※　経産省研究報告書による。
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【図１８】　任意後見制度の活用経験・意向（年齢階層別：認識している人のみ）

※　経産省研究報告書による。
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 ○ 関連する意識調査等の結果 

  ＊ 信託協会が平成24年に実施した相続に関する意識調査（【図19】及び【図20】参照）によれば，相続関

連業務の認知度についての質問に対して，「詳細を知っている」という回答は数％にとどまっており，最も

認知度が高い遺言信託についても，「知らない」との回答が60％近くに達している。また，相続関連業務へ

の関心についての質問に対しても，「非常に関心がある」との回答は１～２％にすぎず，最も関心の高い遺

言信託についても，「非常に関心がある」と「やや関心がある」の回答の合計は25％程度にとどまっている。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 遺産紛争の動向に影響を与える行政の取組 

国内実情調査（社会福祉協議会での聴取内容）では，以下のような指摘がされた。 

 ○ 高齢化社会に対応する行政の取組 

  ＊ 社会福祉協議会は，地域社会において福祉活動の中核として，判断能力に不安のある人を対象に，安心し

て自立した生活が送れるよう，福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理サービス等を行う日常生活自立

支援事業，首長による後見開始の申立てについて，家庭裁判所の審判を経て，法人として成年後見人に就任

し，被後見人の生活全般に対して組織的に対応するとともに，支援を継続的に行う法人後見事業等を実施し，

地域福祉の推進を図っている。 

  ＊ 地区社会福祉協議会では，地域住民が主体となり，町内会・自治会と連携して高齢者の見守り活動等を行

っており，こうした活動を通じて，民生委員やボランティアの関係者が高齢者の相談事や悩み事を拾い上げ，

関係機関と連携して問題解決を図ることができる。 

 ○ 相談窓口の充実 

＊ 高齢者に対する相談窓口としては，法テラスや弁護士会での法律相談のほか，市役所や区役所でも，弁護

士による無料法律相談のほか，司法書士相談，家庭生活カウンセラーによる家庭生活相談などの各種相談が

行われている。最近では，初回の相談を無料で受け付ける法律事務所もあり，以前に比べて，弁護士に相談

しやすい状況にあるのではないかとも思われる。また，市役所の保健福祉局や区役所の保健福祉部でも，高

齢者の認知症や成年後見等に関する相談を受け付けており，介護保険法に基づく地域包括支援センターなど

【図１９】　相続関連業務の認知度

※　一般社団法人信託協会「相続に関する意識調査調査結果報告書（2012年８月）」による。
※　回答数は3998（平成24年５月18日～同月21日に全国の50歳以上の既婚者１万5000人を対象にインターネット
　   モニター調査を実施）である。
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【図２０】　相続関連業務への関心

※　一般社団法人信託協会「相続に関する意識調査調査結果報告書（2012年８月）」による。
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でも，高齢者の総合相談，消費者被害や虐待に対する相談，介護医療の相談等を受け付けている。さらに，

高齢者にとって身近な相談窓口としては，民生委員を挙げることもできる。このように，高齢者を中心とし

た住民に対する相談窓口については，近時は，整備されてきていると思われる。 

 ○ 福祉のアプローチと法的紛争解決 

＊ 日々の業務の中で法的問題が関係してくることは少なくないが，そのような場合には，顧問弁護士に相談

している。また，日常生活自立支援事業では，援助契約の内容や本人の契約締結能力に疑義が生じたときな

どのために，弁護士等の専門家で構成される権利擁護審査会が設置されており，そこで弁護士等から指導・

助言を受けることもある。 

＊ 近時，高齢者を支援する態勢は整備されてきているが，いずれも福祉からのアプローチなので，把握でき

る困り事は日々の生活に関するものが中心であり，相続を始めとする法的な問題については，更に時間をか

けて信頼関係を構築しないと把握することは難しいと思われ，様々な機会を通じて，法的な問題に関する相

談先を広報・紹介していくことも必要と考えている。 

(6) 家庭裁判所での紛争解決 

 ○ 家事紛争（遺産紛争以外の家事紛争を含む）の解決の実情 

   遺産紛争に関する基礎調査及び国内実情調査では，以下のような指摘がされた。 

（遺産紛争に関する基礎調査：弁護士からの聴取内容） 

＊ 紛争性のある事案の相談としては，例えば，自己の相続分を少なくする遺言をされたために遺言の効力を

争いたい，他の相続人が遺産を隠している疑いがあるので，これを開示させて遺産分割をしたいといった相

続人からの相談がある。こうした紛争性のある事案のうち，８～９割は家裁に調停を申し立てることになる。

残りの１～２割は，相談者の主張に無理があるため，調停等を申し立てても言い分が通る可能性がない旨を

説明してその理解を求めている。 

＊ 紛争性のある事案で，弁護士に相談に来る事案は当事者間での話合いによる解決は困難なものが多く，裁

判になるのはやむを得ないと考えている相談者が多い。また，司法的判断に裏付けられた解決をしたいとい

うニーズもあるようであり，裁判官及び調停委員の関与の中で妥協点を見出したいという希望を持つ依頼者

も多い。また，以前と比べると，相続人が裁判手続を利用することへの抵抗感が低下しているようであり，

裁判を回避しようとする意識は余り感じない。 

（国内実情調査：家庭裁判所での聴取内容） 

＊ 少子化の影響で破綻した夫婦による子の奪い合いの事案が急増している。特に，父が親権を主張する傾向

は顕著で，背後に父方の祖父母の存在が見え隠れしている。ここ数年で若い男性の子育てに対する意識が急

激に高まっており，家事にも積極的に協力しているようだ。夫の方が子のことをよく知っているという例も

珍しくない。 

＊ 非監護親と子との面会交流については，調停申立てが増えていることはもちろん，父の権利意識の高まり

によって争いも深刻化している。調停では解決できず，審判にならざるを得ない例が少なくないが，ただで

さえ履行の確保が難しい類型であるため，当事者の合意に基づく調停の場合はまだしも，審判の場合はなお

さら履行確保が困難である。特に苦労するのは，子供が会うのを嫌がっているとして，監護親が面会交流を

拒否する事案である。 

＊ 面会交流調停は，行動科学の専門家である家裁調査官が能力を発揮すべき分野であるため，家裁調査官が

積極的に関与している。履行確保が難しい類型であることは事実であるが，監護親には，子の福祉の観点か

ら，面会交流を実現するために子に働きかける義務があると考えられるので，この点を粘り強く説明するよ

うに心掛けている。また，面会交流の内容についても，子の利益のためにどのような内容がふさわしいかを

事案に応じて考え，面会交流が実現しやすいようなものとなるように心掛けている。 
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＊ 調停委員として実務に携わる者の実感として，裁判官は繁忙なように感じる。同じ時間帯に複数の事件に

ついて裁判官との評議が重なっているために，当事者を待たせざるを得ないこともある。 

○ 関連する統計データ 

  ＊ 前記３．１．１．３において見たとおり，家事調停事件の新受件数はおおむね増加傾向にあり，平成 24

年には過去最高の14万 1802件に達するなど，家庭に関する紛争解決においては，家事調停を中心とした家

庭裁判所の役割が非常に大きくなっているといえる。なお，弁護士会ＡＤＲの平成23年の受理件数は，全

国の合計が1370件であることは，前記３．１．１．２のとおりであるが，家族間の紛争に関する事案は109

件，うち相続に関する事案は19件となっている。 

 

４．３．１．３ 諸外国の状況 
 
 

 

 

 

 

 

国外紛争類型別調査では，以下のような事実関係等が示された。 

(1) フランスの状況 
○ 公証人を中心とした遺産分割 

＊ フランスでは，遺言が当事者にとって重要な法律行為であり，当事者に熟考を促し，法律の専門家である

公証人の助言を得る機会を与えることが必要との考えから，遺産に不動産が含まれる場合又は遺産総額が

5400 ユーロを超える場合には相続手続に公証人の関与が必要とされているため，遺言書に関する相談や作

成は公証人がほぼ独占している。フランスでは年間約50万人が死亡しているが，公証人が関与する場合に

必ずアクセスする遺言のデータベースには，１年間で約40万件のアクセスがあり，約80％の相続に公証人

が関与しているものと推測される。 

＊ フランスの相続法制は緻密にできており，それ自体紛争の発生を予防するための仕組みとして機能してい

ることもあって，公証人に持ち込まれる相続の相談のうち，紛争性があるものは多くないが，家族関係の複

雑化により，紛争性のある事案は増加しており，当面は，こうした事案の増加傾向が続くものと予想される。 

＊ 遺産分割の手順としては，まず，分割に先立って相続人と遺産の確定が行われ，被相続人が夫婦の一方で

ある場合には，夫婦財産契約又は夫婦財産制に基づく清算がされ，その後，遺産分割手続に入る。遺産分割

手続の基本的な手続の流れは，公証人の事務所に関係者が集まり，公証人を中心に協議を重ねた上，公証人

が作成した遺産分割案に合意することを目指すというものであり，公証人が，中立公平な立場から手続に関

与することで，遺産分割を円滑に進める原動力となっている。 

○ 訴訟による解決 

＊ ほとんどの遺産分割は，以上のような公証人による裁判外の遺産分割手続によって円満に解決されており，

ここで解決ができなかった事案のみが裁判所に持ち込まれることになるが，この場合，各相続人は，大審裁

判所に対して訴え（民事訴訟）を提起することにより，裁判上の分割を求めることができる。訴訟における

典型的な争点としては，遺産の価値の評価，手書きの遺言の有効性（筆跡の同一性），遺言作成時の判断能

力等がある。 

＊ 遺産分割事件の判決主文は，各相続人への財産の割当てを命ずることもあるが，それはまれであって，ほ

フランスでは，遺産分割について公証人が中心的な役割を担っており，裁判所は民事訴訟において遺産分

割の前提問題について判断するが，具体的な分割は公証人に委ねられている。ドイツも，遺産紛争は民事訴

訟の枠組みで処理され，訴訟での立証責任の負担が当事者間での解決への動機付けともなっている。アメリ

カでは，裁判所の手続では柔軟な遺産分割が困難であることから，信託制度が裁判手続を回避する手段とし

て広く利用されている点が特徴である。 
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とんどの場合は，遺産の分割を命じた上で分割作業を行う公証人とこれを監督する裁判官を指名し，公証人

が原則１年以内（条件により１年を超えない範囲で延長可能）に分割案を作成して裁判官に報告することを

命じている。そして，公証人は，裁判所が判決理由において示した判断（相続人及び遺産の範囲，遺産の価

値，遺言の有効性，生前贈与の評価等）に基づいて分割案を作成している。なお，分割案の作成に当たり，

遺産の評価が必要な場合には裁判所が鑑定人を選任することになる。 

 ○ 遺産紛争に関するＡＤＲの状況 

＊ 遺産紛争について利用されているＡＤＲとしては，裁判所が指定した調停人が調停を試みる司法調停のほ

か，当事者が契約に基づいて調停人を指定して行う契約調停があるが，契約調停は始まったばかりの制度で

あり，利用が活発な状況ではなく，また，司法調停についても，公証人による遺産分割の仲介に比べれば，

比較にならないほど規模が小さい。 

 ○ 後見制度の概要 

＊ 判断能力の低下した成年者を保護するための制度には，法的保護措置と任意的保護措置があり，法的保護

措置には，本人の判断能力の程度や緊急性に応じて，司法的救済，後見，保佐（単純・強化）の類型がある。

任意的保護措置としては，将来保護委任の制度（将来的に判断能力が低下した場合に備えて，あらかじめ財

産の管理や身上の保護について代理権を行使する者を定めておく制度であり，2009年に導入された。）があ

る。2007年に大規模な制度改正が行われ，2009年 1月１日から施行されており，施行後の制度の概要は【表

21】のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ドイツの状況 

○ 遺産分割手続の概要 

＊ ドイツでは，遺産に関する被相続人の意思を尊重するため，被相続人の死亡により効力を生ずる死因処分

として相続契約及び遺言が認められている。相続契約は，被相続人と相続人の双方が，裁判所又は公証人の

面前で締結するもので，遺言のような一方的な行為ではなく，遺留分を有する相続人の納得を得て締結され

るものであるので，被相続人の死後に紛争が生じることはなく，遺言にも増して遺産紛争を防止するための

有効な手段となる。なお，公証人は，相続契約の仲介や公正証書遺言の作成を通じて死因処分に関与し，遺

産紛争の防止において重要な役割を果たしている。 

＊ 遺産分割手続は，相続人と相続分の確定，遺産の範囲の確定と評価，遺産債務の清算，特別受益及び寄与

分の調整，具体的な分割という流れをたどるが，その具体的な方法としては，①被相続人が遺言で指定した

遺言執行者による分割，②相続人の遺産分割契約に基づく分割，③遺産裁判所の仲裁手続を通じた分割，④

訴額に応じて，地方裁判所又は区裁判所に提起する民事訴訟を通じた分割がある4。遺産の範囲の確定と評

価，遺産債務の清算，特別受益及び寄与分の調整，具体的な分割については，相続人や受遺者の間に争いが

                                                                                                                                                                     
4 実情調査の結果のほか，天野史子「ドイツ相続贈与税法と資産取得課税について」立命館法学2008年４号（320号）318頁（平成20

年）等を参照。 

単純保佐 強化保佐

保佐人は本人の処分行為について同意
権を有する

保佐人は，同意権並びに収入の受領と
支払の決済についての代理権を有する

市民生活において継続
的な支援を要する場合

非司法的手段 将来的保護委任

司法的手段

【表２１】　成年後見制度の概要

市民生活において継続
的な代理を要する場合

後見

裁判官が後見人に代理権を付与する。後見人は，行為の内容に応じて，裁判官若
しくは家族会の許可を得て，本人を代理する

一時的な司法的保護を
要する場合

司法的救済

精神能力又は身体能力の低下により意思表明が困難な場合
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ない限り，裁判所の関与は必要とされておらず，相続人や受遺者が協議し，最終的な各自の取得分を定める

ことになるが，他方，相続契約や遺言又は法定相続分により定まる具体的取得分に不服のある相続人は，民

事訴訟の手続により解決を求める必要がある。 

 ○ 訴訟による解決 

＊ 遺産分割についての民事訴訟を提起する場合，原告は，弁護士を代理人に立て（弁護士強制が採用されて

いる），自らが妥当と考える遺産分割計画を作成し，他の相続人や受遺者を被告として，これに同意するよ

うに求める訴訟（遺産分割計画への同意訴訟）を提起することになる。 

＊ 遺産分割計画への同意訴訟においては，原告は，遺産の範囲及び評価について立証責任を負うほか，遺産

分割計画のうち被相続人の遺言や法定相続分を超える取得分については，それを基礎付ける事実（遺言の無

効，寄与分の存在，他の相続人の特別受益等）についても立証責任を負うため，これらを立証しなければ訴

えが棄却されることになるが，特に遺産の範囲を完全に立証することは難しく，勝訴は非常に困難とされて

いる。また，費用（弁護士費用，鑑定費用等）と時間も要するとされている。こうした立証の困難さ等が，

当事者に協議による分割を促しているとの指摘がある5。 

○ 遺産紛争に関するＡＤＲの状況 

＊ ドイツの遺産紛争におけるＡＤＲの利用は，裁判所による調停を含めても極めて低調である。その要因と

して，遺言や法定相続分と異なる取得分を主張する者が裁判でこれを実現するには立証責任の面から困難が

伴うため，そのような主張をＡＤＲでしても解決につながらないと考えられていることが指摘された。 

○ 世話制度の概要 

＊ 世話制度は，従来の禁治産・準禁治産制度に代わり，1992年１月に導入された。その後，1999年，2005

年及び2009年に世話法の改正がされている。世話法においては，後見，保佐，補助というような類型はな

く，本人のニーズに応じて世話人の権限が決められることになっており6，日本でいう補助の制度に近い。 

＊ ドイツでは，2011 年の時点で約 120 万人が世話を受けており，日本における被後見人等（同時点で未成

年後見人を含めて約16万 6000人）の数と比べると，制度の利用者が圧倒的に多い。もっとも，利用者増に

伴い，国庫による費用負担が深刻になったことから，2005 年改正法においては，利用者増の制限を第１次

的な目的として民法上の事前代理権の付与が強化されたり，裁判官の権限を司法補助官に一部委譲するなど

の見直しがされた。また，2009 年改正では，疾病時の治療行為に関する事前指示の制度が明文化された。

現在では，真に世話制度を必要としている人の支援を充実させるため，代替手段により保護を図ることので

きる人については，事前代理権の付与や事前指示の制度を積極的に利用するように促す施策や広報活動等が

ドイツ全土で進められている。 

＊ 世話開始及び世話人選任事件の管轄は，区裁判所（後見裁判所）にあるが，世話人選任の審理の過程では，

世話官庁（市の社会福祉局などがこれに該当する）が，世話人選任の必要性や世話人候補者に関する調査（社

会調査）を行い，世話人の選任においては，ドイツ全土に約800ある世話協会（州の認可で設立される民間

団体）が世話人の給源となり，又は親族の世話人の支援を行うなど，関係諸機関の連携によって制度が支え

られているといえる。 

＊ 世話制度は，必ずしも財産管理のための制度ではなく，身上の保護にも重点が置かれた制度ではあるが，

世話人に財産管理権が付与されている場合において，世話人が管理記録を付けていれば，相続の際に争い

になりにくいという指摘がされている。 

                                                                                                                                                                     
5 国外紛争類型別調査における弁護士に対するインタビュー調査では，遺産分割訴訟において勝訴することはほぼ不可能であり，30 年

以上の弁護士経験の中で，遺産分割訴訟を提起したことは一度もなく，被告側の代理人になった場合には，とりあえず争うとだけ主張し

ておけば，原告が立証責任を果たせないため，間違いなく勝訴できるとの指摘がされた。 
6 施設入所契約の締結，財産全体の管理などの項目から選択するという形で決められる。 
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(3) アメリカの状況 

○ 相続に関する相談と遺言の作成 

＊ アメリカでは，遺産相続について適切な助言を行うには税制や信託法制等に精通している必要があると考

えられており，相続に関する相談は弁護士や信託銀行等が受けることが多い7。相続に関する相談では，遺

産の総額や財産構成を分析し，遺言を作成するか，信託等を用いてプロベート手続（probate）8を避けるか

どうかを決することになるが，遺産の規模が小さい場合には遺言の作成を勧め，遺産の規模が大きい場合に

は信託等を用いてプロベート手続を経由しない形での遺産の承継の枠組みを設計するのが通常である。 

＊ 遺言の作成に際しては，後に遺言の効力を争われる場合に備えて遺言作成状況を証拠化するために工夫

することが多い。例えば，遺言の作成に当たり，将来遺言の効力が争われた場合に備えて，同じ事務所の

弁護士に遺言者と話をするなどしてもらい，遺言能力が存在することを確認させた上で遺言作成の際の証

人とすることが行われている。この場合には，将来の裁判手続において，遺言作成の証人となった弁護士

を証人とすることができるからである。また，別の例としては，遺言作成過程をビデオカメラで撮影する

ということも行われている。なお，このような場合に，後に遺言の効力が問題となった場合には，遺言作

成に関与した弁護士が訴訟手続において証人となることもある。 

○ 遺言がない場合の処理 

＊ 被相続人が遺言を残さずに亡くなった場合には，裁判所では原則として遺産管理手続（administration）

が行われる。この遺産管理手続では，親族等が管理人に選任され，その者が遺産を分割することになり，相

続人の中に不満がある者があれば，清算（accounting）という手続により，裁判所において再度遺産の価値

を評価し直し，その上で法定相続分に従って分割することになる。このような厳格な手続を避けるため，遺

産管理人は公平に遺産の分割を行うことが期待され，また弁護士も，公平を期すことや，可能であれば遺産

を現金化して分配するよう助言することが多い。 

○ 遺言がある場合の遺産分割手続 

＊ 被相続人が遺言を残していた場合には，プロベート手続によることになる。多くの場合，遺言により遺言

執行者（executor）が指名されており，遺言執行者が遺言を検認裁判所（surrogate court）に持参し，プ

ロベート手続を申し立てる。裁判所は，遺言により財産を受け取る者，受け取らない者，先行する遺言によ

り財産を相続するはずであった者など当該遺言に利害関係を有している全ての者に通知をする。 

＊ 遺言執行者は，遺産を保全・回収し，財産目録を作成し，財産の評価を行い，遺産管理費用，債務及び公

租公課の支払を行った上で，遺産を遺言に従って分割することとなる。もっとも，プロベート手続は，手続

が煩瑣で費用や時間がかかること，プライバシーの観点から裁判手続の中で遺産の内容が明らかにされるこ

とを避けたい当事者が多いことなどから，これを回避するための様々な方策が取られており，これが遺産処

分計画という分野を形成している。実際，多くの弁護士は，相続について相談を受けた場合には，一定以上

の規模の遺産があれば，遺言を書くのではなく，信託等を利用してプロベート手続を回避できるよう資産の

運用を組み立てることを助言するのが通常である9。 

＊ 遺言がある場合には，プロベート手続により当該遺言に従った遺産の分配が行われることになるため，遺

言に不満のある当事者が当該プロベート手続において異議を申し立てる方法は，遺言無効の主張に限られる

ことになるが，遺言の効力を争う事案（will contest cases）は，親族間の複雑かつ感情的な対立関係が背

景にあるなどの事情もあって，証拠開示手続が長期化し，費用が高額になることも珍しくないため，遺産の

                                                                                                                                                                     
7 アメリカでは，遺産処分計画（estate planning）と呼ばれる法分野が形成されている。 
8 プロベート（probate）は，検認と訳されることが多いが，我が国における検認手続とは異なり，相続関係の手続一般を含む意味で用いら

れているので，本報告書では検認という言葉を用いず「プロベート手続」とする。 
9 自分の顧客のうちでプロベート手続を利用するのは1割以下であると述べている弁護士もいる。 
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規模がそれほど大きくなければ，証拠開示手続の費用負担を増大させないために和解することも多く，裁判

所からそのような経済的な負担や予想される結果が示唆されることで和解が促進されることも多い10。また，

和解が成立しなければ最後は陪審裁判となり，結果の予測可能性が低くなるため，陪審裁判のリスクを避け

るため，どこかの時点で和解することが合理的であるとも考えられている。 

○ 信託制度の利用 

＊ 遺産に相当する財産を信託財産とすると，遺産を構成する財産がなくなり，プロベート手続を行なう対象

財産がなくなるため，プロベート手続が必要なくなる。そこで，長期化し多額の費用を要することの多いプ

ロベート手続を回避するため，撤回可能生前信託（revocable living trust）等が用いられることが多い。 

＊ もっとも，信託制度を利用しても，訴訟数が減少するとは限らず，信託をめぐる訴訟という形で，遺産紛

争に関する争いが裁判所に持ち込まれており，その件数は増加傾向にある。 

○ 遺産紛争に関するＡＤＲの状況 

カリフォルニアでは，裁判所の関与に係るＡＤＲが遺産紛争にも利用されている。他方，ニューヨークでは，

遺産紛争についてのＡＤＲの利用は活発ではなく，州によって実情は様々のようである。 

○ 成年後見制度の概要 

＊ 成年後見制度（guardianship 又は conservatorship）は各州法で定められているため，州により違いが

あるが，一般論としては，従来，全ての意思決定を後見人が行なうこととされていたが，被後見人の自律

的意思決定の尊重の観点から，近時，多数の州で，成年被後見人については，判断能力が不十分と思われ

る事項に限定して後見人を選任することにより，最も制限的でない手段（least restrictive means）を用

いることを原則とするように変わってきている。 

＊ 財産がないなどの理由から，親族や知人等の中から適切な後見人候補者を見付けられない場合の第三者

後見人の給源について，ニューヨーク州ではＮＰＯ法人を活用した地域後見人（community guardian）と

いう制度があり，カリフォルニア州では公的後見人（public guardian，public conservator）11という制

度がある。また，カリフォルニア州では，後見人となることを専門としている私的後見人（private guardian）

も発達している。 

 

４．３．２ 現状を踏まえた意見等 

(1) 遺言等が紛争の動向に与える影響 
○ 検証検討会における意見 

検証検討会においては，委員から，以下のような意見があった。 

＊ 公正証書遺言，成年後見などの手続的に証拠が残るような仕組みを利用すれば，将来の遺産紛争を予防

することができるし，仮に紛争となったとしても，証拠に基づく合理的な解決を図ることができるのでは

ないかと思う。 

＊ 遺言については，確かに遺産紛争の予防や深刻化の防止に資する面もあるとは思うが，他方，遺言の増加

に伴い，同居の子が親に自分に有利な遺言を書かせたとか，遺言に記載された遺産が消失しているといった，

遺言に起因する紛争が増加する可能性もあるのではないか。 
＊ 遺留分に配慮した遺言も増えていると感じており，大きな流れでは，遺言は，遺産紛争の予防に効果的で

                                                                                                                                                                     
10 国外紛争類型別調査における裁判官に対するインタビュー調査では，ほとんどの事件は和解で終了しており，７年間プロベート手続を担

当したが，陪審裁判になった事案はないとの指摘がされ，弁護士に対するインタビュー調査では，そもそもプロベート手続で争われるこ

とは非常に少なく，そのうち 95％は和解しているとの指摘がされた。 
11 カリフォルニアでは，18歳以下のための未成年後見人をguardian と呼び，それ以上の年齢の成年のための成年後見人をconservator

と呼ぶ。 
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あるといえるが，他方で，一部の子の意向を反映させた遺言が作成されたことなどにより紛争を招来するこ

ともある。 
(2) 遺言等の普及 
 ○ 調査等における指摘 

   遺産紛争に関する基礎調査及び国内実情調査においては，以下のような指摘がされた。 

（遺産紛争に関する基礎調査：公証人からの聴取内容） 

＊ 遺言公正証書については，その有用性が国民にまだ十分に周知されておらず，更に広報を充実させる必

要がある。国としての広報も検討されてよいのではないか。 

＊ 後見人の援助を必要とする高齢者は，今後も増え続け，成年後見制度の利用の需要は一層高まると思わ

れる。適正な後見人受任者を得るための方策などが検討されなければならない。 

＊ 任意後見契約制度については，現在の高齢者人口とこの制度の趣旨からしてもっと活用されてよい制度

であると思われるが，この制度が有効に機能するためには，適任の受任者が確保される必要があり，その

受け皿の充実と受任者の養成が課題となる。また，金融業界，地方自治体等の任意後見制度に対する理解

がより深まる必要がある。 

（国内実情調査：家庭裁判所での聴取内容） 

＊ 任意後見契約公正証書の相談者の中には契約の受任者を公証役場で紹介してもらえると思っている人が

おり，その場合の対応に苦慮している。弁護士会，司法書士会，行政書士会で受け皿になるセンターや法

人を準備しているが，きちんとした紹介のルールがないため適切に対応できていない実情がある。市民後

見人の養成を含め適切な受任者候補者の確保は重要である。 

 ○ 検証検討会における意見 

＊ 遺言を普及させるには，啓発活動だけでなく，遺言を作成することにインセンティブが働くような仕組

みを設けることも考えられるのではないか。 
＊ 急速な高齢化の進行により，相続人及び被相続人とも，相続に関する意識や権利意識が高まっているよ

うに感じられるが，これらに関する正しい情報へのアクセスは不十分であると思われる。インターネット

等により，相続に関する情報に触れることは容易になったが，その情報が正しいものか分からないまま，

自己に有利なように偏った形で知識を得ることも少なくないのではないか。今後，法テラスや弁護士など，

正しい法的知識を得られるところへのアクセスが進むと，遺産紛争の増加や深刻化は避けられるかもしれ

ない。 
(3) 家事調停の充実強化 

○ 調査等における指摘 

   遺産紛争に関する基礎調査及び国内実情調査においては，以下のような指摘がされた。 

（遺産紛争に関する基礎調査：弁護士からの聴取内容） 

＊ 遺産に関連する紛争（葬儀費用や遺産債務の負担，遺産の果実の帰属，相続人が無断使用した遺産の返

還等）の一体解決に対する当事者の期待は高く，こうした関連紛争についての相談も増えている。当事者

からすると，遺産分割の結果よりも，全体としてどれくらいの財産を取得できるのかに関心があるので，

遺産分割自体ではない関連紛争についても一体的に解決することが望ましいと考えているようである。 

（国内実情調査：家庭裁判所での聴取内容） 

＊ 家事事件については，全国的に，事件数が増加傾向にある。記録検討や調停委員との評議，調停期日へ

の立会い等に十分な時間を取ることができない状態にあり，事件が増加傾向にある以上，このような状態

は当面続くものと思われる。 

＊ 家事事件手続法の施行に向けて，家事調停の紛争解決機能の強化など，同法の趣旨を実現するための運
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用改善を進めている。その一環として，当事者の主張や提出資料を反対当事者と共有させることにより，

相互に相手の主張を正しく理解した上で主体的に解決を模索することを促すための取組をしているが，こ

れを適切に行うには，共有する資料の範囲等について裁判官と調停委員が十分な評議をすることが必要と

なる。 

 ○ 検証検討会における意見 

検証検討会においては，委員から，以下のような意見があった。 

＊ 遺産紛争については，付随問題等を含めて家庭裁判所の手続で一体的に解決したいというニーズは高く，

そのためにも充実した家事調停が実施できるよう，家庭裁判所の基盤整備を進めることが望まれる。なお，

家庭裁判所における遺産紛争の一体的解決は，最終的には立法論の問題であろう。 

＊ ドイツやアメリカでは，遺産紛争を裁判所において解決しようとすると，制度の枠組み上，裁判所におい

て遺産紛争の柔軟な解決を図るのが難しい面があり，結果として，裁判外での解決が促されているという点

は，興味深い。 

(4) 遺産紛争の動向・展望 

○ 検証検討会における意見 

検証検討会においては，委員から，以下のような意見があった。 

＊ 長子相続の価値観と均等相続の価値観との対立による紛争は減少傾向にあるように感じている。むしろ，

制度自体は誰にとっても公平であるはずの均等相続を前提とするため，ある子が親の介護を担ったなどの事

情がある場合に，かえって不公平感を抱きやすくなっている。 
＊ 少子化は遺産紛争を減少ないし単純化させる要因として作用するようにも思われるところであるが，親と

の同居，介護負担，子の親への経済的依存，生前贈与，権利意識の高まり等を背景とし，不動産が絡んだ遺

産分割が多いことにより，かえって被相続人の子の間で遺産紛争が深刻化していると思われる。実感として

も，親の介護負担や，同居の子による親の財産の支出の不透明さ，生前贈与などの問題が絡み合って，遺産

の範囲が争われ，特別受益や寄与分も問題となるような，複雑で，深刻な事案が増えている。 
＊ 遺産が少額である場合にも遺産紛争が発生しているようである。家庭裁判所においては，今後，遺産額が

小さくても，少子化により深刻化した紛争を扱っていかなければならなくなるのではないか。 
 

４．３．３ 調査結果等の分析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今後，高齢化を中心とする社会の変容によって，遺産紛争の増加や，複雑化・先鋭化が一層進むことが見

込まれるのであり，遺言等が有効に活用され，紛争の予防ないし複雑化・先鋭化の防止が図られることが望

まれるが，遺言等の普及・浸透はいまだ道半ばであり，遺産紛争の迅速処理に決定的な効果を発揮すること

まで期待することは難しいのが現状である。他方，遺産紛争については，民間・行政型ＡＤＲの利用は少な

く，遺産紛争の解決を担うのは専ら家事調停を中心とする家庭裁判所の諸手続であり，諸外国と比較しても，

我が国は，制度上，家庭裁判所の負担が重くなる構造になっているため，今後，家庭裁判所が果たす役割は，

ますます大きくなり，家庭裁判所の負担が増大することも予想されよう。また，家事調停は，遺産紛争の付

随問題等の一体的な解決や，司法的判断に裏付けられた解決に対する当事者のニーズにも配慮しつつ，より

一層充実した手続を実現することが求められよう。 

なお，家庭裁判所では，家事事件手続法が施行されたのを契機に，裁判官が調停にこれまで以上に積極的

に関与し，充実した調停運営を目指す取組等を行っているところであり，この点でも家庭裁判所の機能の更

なる充実強化が求められよう。 
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４．３．３．１ 現状の評価 
(1) 遺産紛争に関する背景事情の影響 

○ 少子高齢化を中心とした社会の変容と遺産紛争の動向 

＊ 高齢化の進行に伴って死亡者数が増加していくことが見込まれており（平成23年の死亡者は120万人以

上，2040年（平成52年）の死亡者は年間160万人以上と推計されている。），当面，遺産紛争の増加は避け

られないと考えられる。また，認知症高齢者の増加や要介護認定率の上昇は，生前の財産管理をめぐる紛争

等を増加・深刻化させ，相続人の高齢化は，再転相続や代襲相続による紛争の複雑化を招く要因にもなると

いえる。 

＊ 少子化・核家族化による世帯の縮小等は，家庭の機能を低下させて親族間の対立を先鋭化させる面がある

ものと考えられ，国内実情調査においても，少ないきょうだい間の遺産紛争は，緩衝役が不在の状態で熾烈

な争いになるという実情が紹介されたところである。また，地方部の実情調査では，核家族化等の影響によ

り各相続人が遠隔地に分散して居住している場合があることが紹介されており，遺産紛争の解決を困難にす

る要因の一つになっているものと考えられる。  

＊ 家族観や家族規範の多様化は，例えば，親と同居する子は直系家族的規範により財産を多く相続すること

を期待するが，親と別居している子は核家族的規範やもらえるものはもらいたいという考えから法制度に基

づく均等な相続を期待し，親と同居する子と別居する子との間で認識の相違や葛藤を生じさせ，遺産をめぐ

る紛争を招くなど，遺産紛争の深刻化をもたらすものと考えられる。こうした事情に加え，資産が高齢者に

偏在し，かつ，不動産が資産の中心で持ち家率の高い我が国の現状も併せ考えれば，不動産の分割の困難さ

も相まって，遺産紛争の一層の深刻化が予想される。 

＊ このように，少子高齢化を中心とした社会の変容は，遺産紛争の増加，深刻化をもたらすものと考えられ，

こうした傾向は，今後，ますます進行するものと考えられる。 

○ 遺産紛争の顕在化に係る状況 

＊ 弁護士会や法テラスでは，法曹人口の増加も背景としつつ，家事分野での相談業務等の一層の充実に向け，

組織的な取組がされており，こうした活動は，家庭内の問題を法的紛争として顕在化させることにつながる

と考えられる。また，高齢者の自立支援をはじめとする高齢社会に対応するための様々な行政上の取組は，

遺産紛争の解決を直接の目的とするものではないが，遺産に関する問題を法的紛争として顕在化させる背景

的要因になり得るものと考えられる。さらに，信託銀行等では，相続関連業務が商品展開されるなど，民間

企業がビジネスとして相続の分野に参入するようになってきており，こうした動き自体は，遺産紛争の防止

につながるものではあるが，家庭内の問題を法的に解決する契機となるものといえよう。 

＊ 検証検討会の委員からは，遺産紛争については，法的紛争として顕在化しやすい類型であるとの指摘もさ

れているところであるが，上記のような状況からすれば，生活紛争の一つである遺産紛争は，法的紛争とし

て諸機関にも認知されやすくなってきているものと考えられる。 

(2) 遺産紛争に関する制度等の状況 

○ 遺言等や行政機関での取組の現状 

＊ 遺産の全部をカバーし，推定相続人の遺留分にも配慮した法的に有効な遺言が存在すれば，遺産紛争の予

防に資することは明らかであるし，仮に遺産の一部につき遺言が欠け，あるいは，遺留分を侵害するもので

あったとしても，争点を遺言外の財産の分割や遺留分等に限定することができる。また，公正証書遺言のよ

うに，中立の第三者が関与して遺言が作成されていれば，たとえ遺言の有効性につき争いが生じたとしても，

合理的な証拠に基づく認定ができる。 

また，判断能力が低下した被相続人について成年後見制度が適時適切に利用されれば，被相続人の生前の

財産管理が透明化されることにより，相続人の一部が遺産を使い込んだのではないかという他の相続人の疑
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念を払拭し，遺産紛争を予防することができる。仮に紛争が生じても，相続人の一部による遺産の使い込み

の有無が対立点となることは少なくなるし，この点について対立したとしても，合理的な証拠に基づく認定

が可能である。 

さらに，信託銀行等の相続関連業務が利用されれば，利用の前提として遺産紛争につながる問題等が事前

に整理され，遺産紛争を予防できると考えられる。 

このように，遺言等の諸制度が適切に活用されれば，遺産紛争の争点が絞られるなどして裁判所に持ち込

まれるまでもなく紛争解決が可能となり，裁判所の事件増に対する一定の緩和要因にもなり得ると考えられ，

また，裁判所に事件が持ち込まれても，審理のポイントが絞られることで迅速な事件処理が可能になると考

えられる。したがって，遺言等が適切に利用されることによって，遺産紛争を予防でき，仮に紛争が生じて

も，その複雑化・先鋭化を避けることができるものと考えられる。 

  もっとも，検証検討会の委員からは，遺言については，その内容次第では，かえって相続人間での紛争を

誘発する可能性がある旨が指摘されており，成年後見制度についても，将来の遺産紛争を先取りするような

事案があることも指摘されている。また，遺言等の利用は伸びてきているにもかかわらず，遺産分割事件は

増加しており，現状では，上記の諸制度は遺産紛争を予防するための切り札とまではなっていないことがう

かがわれ，意識調査の結果等においても，遺言等の浸透は十分とはいえないと評価できるところではある。

しかし，こうした事情を考慮しても，遺言等は，裁判所に持ち込まれた遺産紛争の早期解決にも資するもの

と評価でき，今後，遺産紛争が増加していくことが見込まれる中で，これらが果たす役割は大きくなるもの

と思われ，ますますの普及が期待される。 

＊ 地方自治体等の行政機関や社会福祉協議会では，高齢社会への対応として様々な取組が行われており，国

内実情調査でも，地域住民や民生委員を中心とした地域の見回り活動を通じて高齢者の悩みごとを拾い上げ

る活動等が紹介されたところである。高齢社会の中では，こうした福祉の分野での取組等を通じて法的に解

決すべき問題を適切に把握し，法テラス，弁護士会，裁判所等の各種機関と連携して法的解決のプロセスに

乗せることが，紛争を適切に解決するために重要な意味を持つものと考えられる。そして，こうした取組等

は，遺産紛争を法的に顕在化させる要因になるとともに，早期に法律家が関与することで，遺産紛争の発生

や複雑化を防止することにもつながると考えられる。 

○ 家庭裁判所の事件動向を中心とした遺産紛争の動向 

＊ 遺産紛争については，民間・行政型ＡＤＲの利用は極めて少なく，少子高齢化を中心とした社会の変容に

より増加し，また複雑化・先鋭化することが見込まれる遺産紛争の解決を担うのは，現状では，家事調停を

中心とする家庭裁判所の諸手続であり，今後，家庭裁判所の役割の重要性は一層高まると考えられる。そし

て，遺言等の利用件数が増加し，相談機関等が徐々に充実しつつあるにもかかわらず，家庭裁判所の遺産分

割事件（調停・審判）は増加を続けており，遺産紛争を増加させる社会の変容等は遺言等の諸制度の浸透を

上回る速さで進行しているものと考えられる。 

＊ また，家庭内での紛争解決能力の低下や裁判所に対する意識の変化などを背景にして，遺産紛争を裁判所

に持ち込むことに対する抵抗感が弱まっているとの指摘もされているところであり，統計上も，遺産分割事

件のうち，遺産の価額が比較的低額な事件が占める割合が増加しており，遺産の価額が低額であっても，家

庭裁判所に遺産紛争が持ち込まれている実情がうかがえる。 

＊ なお，乙類（家事事件手続法における別表第二の事件に相当）以外の調停事件の対象となる事項について

は，調停前置主義が採用されており，乙類審判事項について審判の申立てがあった場合でも，調停に付して

調停手続を先行させることが多いとされており12，法制度上も，家事調停が家事紛争の解決の中心的な手続

                                                                                                                                                                     
12 第３回報告書概況・資料編145頁参照。 
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として位置付けられている。 

＊ さらに，高齢化により成年後見制度に対する需要が増加するものと考えられ，家庭裁判所における成年後

見関係事件の新受件数は今後も増加が見込まれる。 

＊ このような事情を踏まえれば，今後，高齢化を中心とする社会の変容が進行することによって，家庭裁判

所の負担も増大することが十分に予想される。 

(3) 諸外国の制度について 

＊ フランスでは，遺産分割について公証人を中心とした紛争解決の仕組みが採用されており，裁判所は，民事

訴訟において遺産分割の前提問題について判断するのが原則であり，具体的な分割については，公証人に委ね

る方式が採用されている。ドイツも，遺産紛争は民事訴訟の枠組みで処理されており，民事訴訟で適用される

立証責任の負担が重いことが，当事者間での解決の動機付けともなっているようである。アメリカについては，

裁判所の手続が厳格な手続となっていることから，これを回避する動機付けが生じており，特に，信託制度が

裁判手続を回避する手段として広く利用されている点が特徴である。 

＊ 他方，上記の各国と比較すると，前提問題の最終判断は民事訴訟に委ねられているものの，個別の遺産を誰

に帰属させるかという点も含めて，家庭裁判所が職権で判断を示し，あるいは，当事者間の合意に関与するの

は我が国の遺産分割審判・調停だけであり，制度上，家庭裁判所の負担が相当重くなる構造になっているので

はないかと思われる。したがって，我が国の法制度を前提とすると，遺産紛争が今後も増加の一途をたどった

場合，家庭裁判所の事件処理の負担は相当重いものとなり，事件処理に長期間を要することになるなどの問題

が生じる可能性が法制度の構造上もあるといえよう。 

 

４．３．３．２ 課題及び展望 
○ 遺産紛争をめぐる諸事情の課題・展望 

＊ 少子高齢化を中心とした社会の変容は，今後も進行していくことが見込まれており，これに伴う遺産紛争の

増加傾向は，一層明確になることが予想される。したがって，遺産分割事件（審判・調停）の増加圧力は，ま

すます高まることが予想される。また，高齢化を中心とする社会の変容は，遺産紛争の深刻化をもたらすと考

えられ，遺産分割事件は，量的に増加するのみならず，質的にも複雑困難な事件（法的な主張が多岐にわたる

事件や証拠が多量な事件など）が増加する可能性もある。 

＊ このような状況下において社会全体で紛争を効果的に予防・解決していくには，遺産紛争の予防や複雑化の

防止に資する諸制度が有効に活用されることが望ましい。そのためには，遺言等の遺産紛争の予防・複雑化に

有効な制度等についての意識を更に高めることが重要と考えられるのであり，上記制度等の広報・啓発活動等

が課題となろう。また，高齢化の進展により増加が確実な成年後見制度に関しては，家庭裁判所が制度に対す

る信頼を向上させるために適切な運用に努めることはもとより，関係省庁や地方自治体，社会福祉協議会，専

門職団体，ＮＰＯ法人等の関係機関が緊密に連携し，社会全体で制度を支えていくことが必要であろう。 

○ 家事調停・審判の一層の充実 

＊ 高齢者の相談先等としては，地域住民や民生委員といった高齢者と直に接する関係者，社会福祉協議会等

の福祉関係の機関，地方自治体や消費生活センターの相談窓口，法テラスや弁護士会等の法律相談など様々

なものがある。こうした福祉の分野も含めて相談先等が充実・連携し，社会全体で早期に紛争解決に結び付

けられるような仕組みが構築されることが望ましく，関係機関が連携し，社会全体で遺産紛争の発生や複雑

化を予防するような仕組みの整備・充実が期待されるが，ＡＤＲの利用が極めて少ない現状では，遺産紛争

の解決において家庭裁判所が果たすべき役割は大きい。また，既に検討したとおり，遺言等が適切に活用さ

れれば，家庭裁判所としては，多数の遺産紛争を処理しつつも，ある程度争点を絞って迅速に処理すること

も可能になると思われるが，遺言等の普及・浸透はいまだ道半ばであり，遺産紛争の迅速処理に決定的な効
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果を発揮することまで期待することはできないであろう13。 

＊ さらに，家事調停における遺産に関連する紛争の一体解決に対する当事者の期待は高く，検証検討会の委員

からも，前提問題や付随問題を含めた一体解決（ワンストップサービス）の観点からも家事調停の一層の充実

が期待される旨の指摘がされたところであるが，こうした一体解決に対する当事者の期待に配慮しつつ，前提

問題や付随問題について合意が成立する見込みがない場合には，その点を民事訴訟で解決するよう促し，調停

の対象から外すなどして，一体解決と適正・迅速な解決とのバランスを図り，事案に即した手続を実現する必

要があろう14。 

また，遺産紛争を含む家事紛争に関しては，当事者の一方の代理人等による仲介よりも，司法的判断に裏付

けられた解決を得たいという当事者のニーズがあることも指摘されているが，このようなニーズに応えること

ができるのは，裁判官と調停委員により構成される調停委員会が，法的枠組みを踏まえた上で，紛争の実情や

条理をも十分に考慮し，当事者双方が合意可能な合理的な調停案を提示し，合意に向けて助言していく家事調

停であり，また，裁判官が，家事調停の経過を踏まえ，当事者の手続保障に配慮しながら的確な事実の調査等

を行い，法的判断に基づく判断を示す家事審判である。このように，家事調停・審判に対しては，多数の事件

を処理するだけでなく，より一層充実した手続を実現することが要請されているといえ，今後，こうした要請

はますます強まっていくものと考えられる。 

＊ 平成25年１月１日に施行された家事事件手続法は，我が国の家族をめぐる社会状況，国民の法意識の著し

い変化に伴い，家族間の事件の中にも，関係者の利害が激しく対立する解決の困難な事件が増え，当事者等

が手続に主体的に関わるための機会を保障することが重要になってきたことを踏まえ，家事事件の手続を国

民にとって利用しやすく，現代社会に適合した内容とするために制定されたものである。家庭裁判所は，同

法を適切に運用することにより，家事調停・審判に対する前記のような国民の要請に応える必要があること

は当然であるが，それにとどまらず，同法の施行を契機として，遺産分割事件においても多くを占める家事

調停の運営の在り方を見直す必要がある。このような共通認識の下，家庭裁判所では，調停委員会が当事者

の言い分を整理し，争点（紛争における対立点）に関する事実関係を把握し，法的判断の枠組及び紛争の実

態を踏まえた解決案を策定するとともに，調停委員会と当事者との間で，争点に関する相手方の言い分や重

要な証拠資料を共有することで，当事者が主体的に解決策を検討することが可能となるような調停運営を目

指すものである。このような取組には，裁判官が調停にこれまで以上に積極的に関与することが不可欠であ

って，こうした取組を通じて遺産紛争を含めた家事紛争の量的増加，質的な複雑化という傾向に対応できる

よう，家庭裁判所の機能の更なる充実強化が必要となろう15。 

                                                                                                                                                                     
13 第４回報告書施策編では，「遺言等の普及の推進」として，「遺産分割事件において，当事者に感情的対立が生じることを少しでも防止

し，遺産分割事件の迅速な解決を図るため，遺言や任意後見制度の普及を図ることについて検討を進める。」との施策を提示している

が（第４回報告書施策編64頁），遺言や任意後見制度の普及は道半ばであり，今後の更なる普及が望まれよう。 
14 第４回報告書施策編では，「前提問題及び付随問題が主張された場合に適切な解決を促進するための方策の検討」として，「前提問

題及び付随問題により遺産分割調停が長期化するのを防ぐため，これらの問題も含めた一体的な解決を望む当事者の期待が存在す

る可能性があることも踏まえつつ，前提問題に関する民事訴訟の提起を促進するための具体的な方策や，遺産分割調停の中で解決

を図ることが困難な付随問題を，同調停の対象から外した上で両者を合理的に解決するための具体的な方策について検討を進め

る。」との施策を提示している（第４回報告書施策編 61 頁）。近時は，付随問題を含めた一体的な解決を望む当事者の期待と長期化

の防止の調和を図る試みとして，調停初期の段階で付随問題について論じる期日を３期日程度と設定するといった運用上の工夫が見

られるところであり（Ⅳ２．１脚注７参照），今後も種々の取組を継続することが求められよう。 
15 第４回報告書施策編では，「調停及び審判の一層の充実化」として，「調停及び審判をより一層充実させるため，裁判官と調停委員との

評議や裁判官による調停期日への立会いをより一層充実させる必要があるとの指摘を念頭に置いて，裁判所における人的基盤の整

備を図りつつ，裁判官が調停にこれまで以上に積極的に関与することについて，検討を進める。」との施策を提示しているが（第４回報

告書施策編 65 頁），家庭裁判所では，家事事件手続法の制定及び施行を契機として，調停手続の透明性を向上させ，紛争解決機

能を強化するための調停運営の改善に向けた取組が進められているところであり（Ⅳ１「まとめ」参照），今後とも，こうした取組の更なる

進展が求められよう。 
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＜第４章の３「遺産紛争」＞
背景事情の影響

制度等の現状

遺産紛争の予防，複雑化の防止　　迅速な紛争処理の促進

成年後見制度

家事調停が紛争解決の中心

少子高齢化の進行

遺産紛争の増加，複雑化・先鋭化

家事調停

民間・行政型ＡＤＲの利用は少ない

遺産分割の裁判手続が厳格　→　裁判外での解決の促進

諸外国の状況

フランス

公証人を中心とした遺産分割

民事訴訟による分割

ドイツ

当事者間での分割

民事訴訟による分割
（厳格な立証責任の適用）

アメリカ

プロベート等の厳格な裁判手続

信託制度の利用

課題及び展望

課題

制度等の現状

遺言等の利用は増加傾向にあるも，普及はいまだ途上にある
紛争解決の中核を担う家庭裁判所の役割は一層重要になる

遺言等が期待されるも，いまだ途上

行政の取組

遺言等の利用の促進　　　家事調停の一層の充実

核家族化による世帯の縮小

認知症高齢者の増加要介護認定率の上昇死亡者数の増加

家族観の多様化

高齢者への資産の偏在 高齢者層での高い持ち家率問題の顕在化

遺言等の利用件数は増加傾向（ただし，その普及・浸透はいまだ途上）

遺言

新受件数は年間約13万件

 遺産紛争の顕在化
 紛争予防・早期解決

信託銀行等の相続関連業務

適切な活用

　福祉の観点からの取組

遺産紛争の増加，複雑化・先鋭化

紛争解決

家事調停が紛争解決の中核

民間・行政型ＡＤＲの利用は少ない

にも寄与

 


